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大学におけるFD活動では、単に学生による授業評

価（SE）を教員に戻し個別の授業改善を促すことだけ

にとどまるのでなく、大学全体として組織的に教育プ

ログラムを含む授業改善を図っていくことが大切であ

ると常々考えている。

このSEにしても、開学以来その仕組みを改善・定

着させるまでに諸規程の整備を含めて3～4年を要す

ることになった。そして少なくとも基礎・教養教育で

はほぼその態勢が整い、安定した仕組みに成長してき

たと実感している。これらの成果がこの度の自己点検

評価・認証評価に大いに活用され、これら諸データの

蓄積が大学の自己改革に大きく寄与したことと自負し

ている。これによって、本学のFDはその第一段階を

脱したと考えるに至った。

さて、第二段階である。ここでは、今2つの課題に

挑戦しようとしている。

先ず、組織的な取組の課題として、‘単位制度の実質

化’をFD委員会のテーマとしてとりあげ、取り組ん

でいる。シラバスの実質化、授業外学習の奨励（1単

位45時間）などについて連続的なセミナーを試み、

例えばシラバスについてはそのモデルを全学に発信す

るなどの成果を得たと考えている。未だ課題は幾つも

残されていて、例えばGPAやCAP制についての全学

的な検討、成績評価基準の全体的な再点検など、気を

許せる状況ではないことはもちろんである。

次に、次期中期計画を控えての、基礎・教養教育プ

ログラムの総点検である。開学以来の基礎ゼミナール、

都市教養プログラム、情報リテラシー実践、実践英語な

どのプログラムは逐次改善や制度改定を踏まえて6年

間を刻んできた。確実な成果を挙げつつあるが、しか

し、改善すべき課題もはっきり見えてきた段階といえ

る。課題を鮮明にし、全体としてより優れたプログラ

ム体系となるような基本的な見直しを行うべき段階に

きていると自覚する。幸いにして、全学横断組織として

の‘教育検討プロジェクトチーム’（教育検討PT）が発

足し、個々のプログラムの点検、全体としての仕組みの

総点検、が急ピッチで進みつつある。ここでも蓄積し

てきたFDデータが検証のエビデンスとして大いに役

立った。この成果は、年度内に一応のとりまとめをし
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【著者プロフィール】 

上野　淳（うえの じゅん） 

都市環境科学研究科 

建築学域　教授 

専門：建築計画学 
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FD委員会では、昨年度から継続して「単位制度の実質化」を活動重点テーマにし、シ

ラバスの改善などに積極的に取り組んできました。 

大学における教育の質向上のためには、さまざまなアプローチの方法がありますが、本

特集では、“大学における学習のあり方”について多角的に検証します。 

教員、学生のそれぞれの視点から、単位制度を実質化するための学生の主体的・自発的

な学びを支援するには、どのような取り組みができるのかを考えます。 

大学における学びについて、共通認識を持つきっかけとなれば幸いです。 

学生の学習活動の現状とその支援 
夏目 達也（名古屋大学高等教育研究センター教授） 

学生の自発的学習を促す 
横田 佳之（都市教養学部理工学系准教授） 

ブレンディッドラーニングの取り組み 
北澤 武（大学教育センター教授） 

学生であることと学ぶこと 
伊永 章史（都市環境学部4年） 

学べる場所を 
田邊 広之（システムデザイン学部3年） 

FDセミナー報告 
尾崎 悠一（都市教養学部法学系准教授） 

本学学生の「授業時間外学習」の現状 
舛本 直文（大学教育センター教授） 

特集１　第二段階のFDに向けて 

上 野  淳 首都大学東京 副学長・大学教育センター長・FD委員会委員長 



た後、次年度冒頭から着手できる改善課題について実

効性のある手段を順次講じていきたいと考えている。

それにつけても、こうした教育プログラムの立案・

点検・検証・改善のPDCAサイクルには、FD等に関

するデータも含め、教育研究に関する基本的なデータ

の蓄積が極めて大切な要件となってくることを改めて

実感した。基本的なデータベースの構築とそれを担う

IR（Institutional Research）機能の整備が急がれる。

2

本日はこのような会にお招きいただき、誠にありが

とうございます。首都大学東京では、平成21年6月

に大学教育学会を開かせていただき、私も会員として

参加させていただきました。そのときに、広いキャン

パスで道に迷いながらあちこちの会場を回ってだいぶ

苦労した関係で、今日はまだ2回目ですが既に何回か

来たような錯覚に陥っています。私にとっては非常に

親しみの持てるキャンパスでお話をさせていただける

ということで、大変光栄なことと感謝しています。

さて、本日私にいただいたテーマは「学生の学習活

動の現状とその支援」です。この点に関して、これか

ら1時間ほど話をさせていただきます。まずはじめに、

講演の目的を3点ほど考えてみました。一つは、単位

制度の趣旨です。簡単に言えば、単位を取得するため

には、授業時間だけでなく授業外学習時間をきちんと

取ることが不可欠の構成要素になっているということ

です。このことは言わずもがなですが、これをあらた

めて確認しようというのが第1点です。

2番目に、幾つかの調査結果から、以下の点を概観

してみたいと思います。一つは、学生の学習行動が非

常に多様化してきていて、その中にあって主体的な学

習行動が全体に不十分な状態にあるということです。

そしてもう一つは、そういった主体的行動が弱いとい

うことは、大学に入って初めて起こるわけではない、

それは実は高校時代からずっと見られる傾向なのだと

いうことです。この2点を、幾つかの調査結果に基づ

いて申し上げたいと思います。

3番目には、では授業外学習を学生に促すためには

一体何が必要なのかということです。その点について、

私が所属している名古屋大学の高等教育研究センター

の取り組みなども交えてご紹介します。

以上の目的を達成するために、次のような講演の構

成を考えています。一つは、高校教育の多様化と生徒

の学習行動です。簡単に言えば、高校生の段階から生

徒の主体的な学習が全体に弱く感じるというお話です。

2番目には、それでは大学に入ってきて、学生たちは

一体どのように大学の学習教育に向き合っているのか、

その現状を見るということです。3番目に、主体的な

学習を促す試みということで、初年次教育の取り組み、

ピア・サポート、さらには学生向け学習・生活ガイド

についてご紹介し、最後に若干のまとめを行いたいと

考えています。

1．高校教育の多様化と生徒の学習行動

1-1．政策的に進められてきた高校教育の多様化：

文科省の政策

最初に、高校教育の多様化の影響を受けて生徒の学

本講演の目的

単位取得には、授業外学習時間が不可欠の
構成要素であること確認する。構成要素であること確認する。
いくつかの調査結果から、以下を概観する。
学生 学習行動は多様化 おり 主体的な学習学生の学習行動は多様化しており、主体的な学習
行動が全体に不十分であること。

象 学前段階 す られる とその現象は入学前段階ですでにみられること。

授業外学習の時間を学生に促すために必要と
思われる大学・教員側の取組について考える。

2

特集２　学生の学習活動の現状とその支援 
名古屋大学 
高等教育研究センター教授 夏 目 達 也 



習行動も相当多様化している、つまり主体的な学習行

動が非常に弱くなっているということですが、その

バックグラウンドを簡単に見ていきたいと思います。

高校教育の多様化は、一つは文科省を中心とする文

教施策によるものということができます。文科省は高

校教育の多様化をどんどん進めてきました。特に

1990年代からその傾向は非常に顕著です。一定の年

齢以上の先生方からすると、高校の多様化という話は

とっくに聞いた、自分の高校時代から実施されていた

とお考えになるのではないかと思います。確かに

1960年代から高校教育の多様化という問題は提起さ

れていて、政府も進めてきました。しかし、その当時

の多様化というのは、ほとんど職業学科に関するもの

でした。多様化する産業界のニーズにどのような形で

応えていくか、あるいは生徒の多様化にどのように応

えていくかというのがその当時のテーマだったと思い

ます。

これに対して1990年代以降の高校教育の多様化と

いうのは、主として普通科あるいはそれに類した学科

で起きている問題なのです。大きくとらえると、プロ

グラムによるものと制度改正によるものに分けること

ができます。

プログラムによるものは、よく先生方もお聞きに

なっていると思うのですが、スーパー・サイエンス・

ハイスクール、スーパー・イングリッシュ・ランゲー

ジ・ハイスクール、サイエンス・パートナーシップ・

プログラム等です。とりわけ理数系と英語で、重点的

な取り組みを行う学校を積極的に支援していこうとい

う取り組みです。最初のころは、いわゆる各地におけ

るトップ校クラスを中心に支援していました。

制度改正によるものでは、中等教育学校（公立版中

高一貫化）や単位制高校、総合学科、総合選択制高校

等の施策がどんどんとられてきました。

それに輪を掛けたのが、学習指導要領の改訂です。

1-2．入学前の学生の学力の状況：多様化が顕著に

簡単に言えば、昔は普通科と職業学科で分けておけ

ばよかったのですが、最近はほとんどの生徒が普通科

に行きます。昔、1960年代はまだ40％ぐらいの生

徒が普通科以外、主に職業学科に学んでいるという状

況でしたが、現在、その比率は20％そこそこで、

80％は普通科に行きます。そうなると、当然そこに

は生徒の学力やモチベーションという点での多様化と

いう問題が進んできていて、普通科も多様化せざるを

得ない。それに加えて学校週五日制という問題もあっ

て、どんどん学校の裁量を拡大して、それぞれ生徒の

ニーズ、あるいは地域のニーズに応えるようにという

トーンで政策が進められてきたわけです。

そういう状況なので、勢い生徒の学力、その前提と

なる学校側の働きかけも、学校によって大きく違って

きます。そして今申し上げたように、学習指導要領で

も教科を必ずしもすべて取る必要はないとされたこと

で、かなり選択の余地も生まれました。その結果、高

校で未履修の科目の状況を見ると、とりわけ数III・数

Cや物理で相当開きがあります。所属の学部によって

の開きとも言えますが、履修状況には大きな差があり、

履修している者と履修していない者で、学力に相当の

開きが生まれてしまっている状況です。

また、生徒の勉強時間も多様になっています。偏差

値55以上の成績上位層ではそれほど勉強時間数が

減っているわけではないのですが、偏差値50～55ぐ

らいの2番手の層の勉強時間が、年を追うごとにかな

り減ってしまっています。このような状況をとらえて、

二極化という言い方もされています。

1-3．高校生の学習行動や進路意識の多様化

また、学習行動と進路意識にも生徒の間でかなりの

多様性が見られる状況です。例えば、毎日予習・復習

をするか、あるいは宿題があれば必ずするかという問

いかけに対して、成績上位層と成績下位層との間では

かなりの開きが出ています。ただ、成績上位層でも自

主的な学習行動、特に宿題がなくても授業の前後、予

習・復習はちゃんとするという層は、必ずしも多いわ

けではありません。当然それが進路意識にもいろいろ

な形で反映してきます。

教員に対して進路指導を行う上で困難を感じている

かどうかというアンケートを取ってみると、大学・短大

進学率が70％を超える比較的進学志向の強い高校に

おいても、「非常に難しい」「やや難しい」と感じている

教員が全体の9割います。そして、その難しさの要因と

して、8割の高校教員が高校生自身の意識が昔とは違っ

てきていることを挙げているという状況があります。

1-4．生徒の主体性形成のため高校の取り組み

それでは、そのような生徒の状況に対して高校の先

生たちはどのように対処しているかということです。

もちろんこれは高校によって千差万別ですが、一つ言

えることは、いわゆる各県のトップ校、これは東京都

でも同じですが、公立で見るとトップ校の場合は旧制

中学校の流れを結構引いていて、その文化も教員に結

構共有されていたりして、ぎりぎりと生徒をしごくと

いうことについて消極的な先生が結構いるわけです。
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やや極端に言えば、そのような高校だと、勉強をす

る、しないは生徒の自由だ。できない生徒はできなく

て構わない。そういう生徒は勝手に落ちこぼれていく

だろうというぐらいの感じで、鷹揚に構えるというか、

生徒の自主性に任せるというか、放任というのか、そ

れが多く見られるパターンでした。先生方も多分どこ

かでそのような教育を受けてこられたのではないかと

思いますが、現在はそういうやり方では、いわゆる

トップ校といえどもなかなかやっていけないという状

況が生まれています。

私もトップ校といわれている高校の校長や進路指導

担当の先生などに、お目にかかってお話を聞く機会が

何度かありましたが、大きな変化ということを幾度も

強調されていました。今は伝統校でも生徒に対して積

極的な働きかけをせざるを得ない。そうしないと生徒

は本当に何もしなくなってしまって成績も悪くなる。

もっと言えば、進学実績が悪くなる。進学実績が悪く

なれば、悪循環でいい生徒が集まらなくなってしまう。

従って、もうそれは放置することはできないという状

況で、伝統校においても相当丁寧な指導を行うように

なっています。つまり、主体的な学習力を獲得させる

ために手を掛ける。生徒が主体的に行動することを待

つのではなくて、主体性を育てるために教員の側が積

極的に働きかけようという状況になってきているとい

うことです。

そういう働きかけもあって、手応えを感じている先

生も結構います。そういう先生たちが、生徒が何とか

自立したなと感じるのはどんなときか聞いてみると、

次のようなものが挙げられています。①質問の水準が

向上し、本当に必要な質問がきちんとできるようにな

る。②不本意な結果になったとしても、それを責任転

嫁するのではなく、ちゃんと自分を見つめる態度が取

れる。③表面的にはしっかりしているけれどもどうか

なと思われるような自己主張ではなく、学習方法で自

分なりの工夫がちゃんとできる。④そのようにして工

夫した勉強方法で自分なりに実践する。⑤その結果と

して、ちゃんと自分なりの考えも持てるし、資料等々

の読み方も深くなる。このようなことも、一つは高校

現場で起きているということです。

1-5．単位制度の基本的な考え方

さて、それでは次に大学の単位制度という問題を取

り上げます。そもそも単位制度とはどのようになって

いるか、先生方には釈迦に説法の感もありますが、今

一度確認しておきたいと思います。

大学設置基準の第21条は、「各授業科目の単位数は、

大学において定めるものとする」と規定しています。

つまり、別の条文で大学は4年間在学して124単位と

規定されているのですが、その具体的な構成に関して

は各大学において定める。ただし、それぞれの単位の

時間数については規定していて、1単位の授業科目を

45時間の学修を必要とする内容をもって構成するこ

とを標準とし、講義および演習、実験、実習および実

技等の授業時間数も決めています。

例えば2単位の授業の場合、学習時間の合計は1単

位45時間ですから2倍の90時間です。授業外の学習

時間は、総時間数から総授業時数を引いて60時間に

なります。15週ありますから、60時間を15週で

割って4時間。

つまり、2単位の科目を履修して単位を取るために

は、1科目当たり毎週、授業外の学習時間を4時間取

らなければいけないということになります。これが1

コマで、週当たり4時間ですから、10コマ取ればそれ

だけで40時間になってしまうわけです。

このようにいろいろと大学設置基準で規定されてい

ることには、背景がもちろんありまして、その一つが

単位制度の基本的な考え方

学習時間の合計学習時間の合計

60時間（＝90－15×2）
11週あたり授業外学習時間

13

2単位の授業の場合の学習時間：

90時間（1単位＝45ｈ×2）
授業外の学習時間＝総時間数－授業時数

4時間（＝60÷15）

単位制度の基本的な考え方
大学設置基準第21条

要とする内容をもって構成するをことを標準とし、当

一 講義及び演習については、15時間から30時間
までの範囲で大学が定める時間の授業をもって

二 実験 実習および実技については 30時間から二 、 、
45時間までの範囲で大学が定める・・・。 12

第二項・・・１単位の授業科目を45時間の学修を必

該授業による教育効果、授業時間外に必要な学

１単位とする。

各授業科目の単位数は、大学において定めるものと
する。

修等を考慮・・・。
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1998年にその当時の大学審議会が出した答申です。

その答申の中で、大学の教育の現状について、かなり

厳しいトーンで指摘がなされたのです。簡単に言うと、

大学の単位の与え方は非常に甘い。本来の規定の15

回、15週をきちんと担保していない。それにもかか

わらず単位は出している。こういう在り方はまずい、

もう少しきちんと授業時間を確保すべきという指摘が

なされ、学業成績の厳格化、成績評価の厳格化もうた

われました。

特に授業外の時間をきちんと取らせるようにという

ことだったのですが、学生に自由に単位を取らせてお

くと、後で単位が取れなくなることを心配する余り、

どうしても単位を早取りする傾向になってしまうなど、

いろいろな心配があります。1週間に10コマ以上取っ

ている学生もごく当たり前に見られるようになってい

ます。そうなってくると理論上、当然授業外の学習時

間が確保できないということになってくるので、それ

を担保するために各大学はいろいろな対応を取るよう

になりました。

その一つが単位の上限設定で、キャップ制とも言い

ます。つまり、学生が１セメスターで取れる単位数の

上限を決めるということを行う大学が増えてきたわけ

です。一番新しい平成20年度の文部科学省調査の

データでは全体の68％、約7割の大学が上限設定を

するという状況になっています。

2．大学生の学習行動・教育観の現状

さて、次に大学生の学習行動あるいは教育観の現状

を、各種の調査結果に基づいて見ていきたいと思いま

す。一つは、昨年度まで東大教育学研究科におられた

金子元久先生が指導しておられた「全国大学生調査」

の結果、それからベネッセの教育研究開発センターが

2008年に行った「大学生の学習・生活に関する意

識・実態調査」、これは同志社大学の山田先生が中心と

なって進めてこられた調査です。主にこの二つを使い

ながら、どういう状況になっているかを見ていきたい

と思います。

2-1．主体的な学習行動は弱く、教員への依存度は高い

あらかじめ結論を言うと、学生の主体的な学習、特

に授業外の学習が非常に弱いということが数値ととも

に出てきます。例えば、「授業の中でグループワークや

ディスカッションに積極的に参加しているか」という

問いに対して「あてはまる」「ある程度あてはまる」と

肯定的に答える割合は、40％強にとどまっています。

それから、「先生に相談したり、勉強の仕方を相談して

いるか」という問いに対して肯定的に回答している割

合は、何と26.9％という状況です。何か困ったら教

員に相談するかというと、相談はしない。

ところが、教員への依存度は結構高いのです。例え

ば、「授業の意義や必要性について教えてもらいたいか」

という問いに対しては、「教えてほしい」と答える学生

が全体の61.5％、「自分で見いだしたい」と回答する学

生は、その裏返しで38％程度にとどまっています。そ

れから、「授業で必要なことをすべて扱ってほしいか」

という問いに対しては、「そう思う」「ややそう思う」と

いう肯定的な答えの割合が74％で、反対の「授業は

きっかけにしかすぎない、あとは自分で学んでいきたい」

という回答は35％程度にとどまっているという状況

で、教員の教えとは関係なく自分でいろいろやってい

くという行動が何となく弱いという結果が出てきます。

それから、ベネッセの統計で、授業の好みに関する

データがあります。「応用的・発展的な内容は少ないが、

基礎・基本が中心の授業」と、それとは反対に「応

用・発展的内容が中心の授業」のどちらがよいかとい

うと、よいのは前者、つまり応用的・発展的な内容は

少なくてもいいと考える学生が70％以上です。それ

から、「教員が知識・技術を教える講義形式の授業」と

「学生が自分で調べて発表する演習形式の授業」とでは

どちらが多い方がいいかというと、こちらも82％の

学生が、とにかく教員が教えてくれる授業の方がよい

というとらえ方をしています。全体に前向きではない

ことがよくわかると思います。

2-2．学習時間に見られる傾向

予習・復習をするということに関して言うと、必要

な予習・復習をした上で授業に臨んでいると肯定的に

答える学生は、全体の3割以下というデータも出てき

ます。これはもちろん専攻分野によって多少違います

が、平均すると今言ったような状況です。

授業・実験の課題、準備・復習のための時間を見る

と、週0時間、ほとんどしていないという学生が結構

いて、してもせいぜい週1～5時間程度と答える学生

が多い。また、学期中における授業と無関係の学習時

間の週当たりの時間数を見ても、非常に少ないことが

データから見て取れます。授業外の学習については、

残念ながら多くの学生が消極的だということです。

さらに驚いたことに、この1カ月にどのぐらい本を

読んだかという問いに対して、実に3割ぐらいの学生

は1冊も読んでいないと答えていて、1冊と答えた学生

と合わせると半数以上に達してしまうという状況です。
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2-3．授業への取り組み方

非常に情けない状況ではあるのですが、一方で、授

業への取り組みは結構まじめなのです。例えば「授業

に必要な教科書、資料、ノート等を毎回持参する」と

90％以上が答えていますし、「授業で出された宿題や

課題はきちんとやる」と90％近くが答えています。

「授業中は黒板に書かれていない内容もノートにとる」

学生は70％ぐらいいるのです。これにも少し驚きま

す。授業にはなかなかまじめに取り組んでいることは

わかるのですが、「授業でわからなかったことは先生に

質問する」「授業の復習をする」「授業の予習をする」

というところになると途端に少なくなるということで、

この点でも先ほどのデータにみられるように、自発的

な学習行動が弱い傾向を裏付ける結果になっています。

1年、2年、3年、4年と学年が進むにつれて予習・

復習をする割合がどう変わっていくかというと、予

習・復習のいずれも1年生のころはそこそこやってい

たものが、学年が上がるごとにどんどんその割合が下

がっていきます。それでは学生たちは一体何に時間を

割いているのでしょうか。具体的に見ていくと、予

習・復習あるいは大学の授業以外の自主的な勉強を足

してみても、テレビ・DVDの視聴の時間には足りませ

ん。圧倒的にテレビ・DVDを視聴している時間が多く、

趣味の時間がさらに多い。そちらの方に時間を使って

いて、授業外で自発的に勉強しようという姿勢ができ

ていない状況だということがわかります。

授業外学習時間を世界の主要国と比較してみると、

その差は歴然としています。中教審の2008年の答申

の資料編に載せてあるデータで見ると、トップはノル

ウェー、2番目がイタリア、3番目がオーストリアで

す。世界の各国と比べて日本の学生の授業外学習時間

が少ないことは一目瞭然です。

2-4．大学の自己評価と学生評価の格差

このように、非常に消極的というか、自分から働き

かけて学習するという行動が弱いことがいろいろな数

字から見て取れるわけですが、このような状況に対し

て大学側が何もしていないということではありません。

先生方も日々学生に接していて危機感を持っておられ

て、さまざまな取り組みをされていると思うのですが、

ちょっと残念だなと思うのは、学生がそういう大学側

の働きかけについて必ずしも理解しているわけではな

いということです。

これがその実態を示す一つの資料なのですが、大学

側が自分でやっているかどうかという大学の自己評価

の割合と、学生側が自分がそういう指導を受けたかど

うかという学生の評価との間には、意識の差が生じて

います。例えば、「学習目的がきちんと示されているか

どうか」。大学側は約40％が示していると答えている

のですが、学生側は必ずしもそのようには評価していま

せん。それから「少人数の授業が多いか」。これも、どの

大学も今は非常に予算的に苦しい中、頑張ってやってい

ると思いますが、そのようなことはあまりやっていない

と見る学生が多い。手を掛けてもなかなか学生は正当

には評価してくれないという状況があるわけです。

3．主体的な学習を促す試み

学生の学習意欲がなかなか高まってこないことの結

果として、授業外の取り組みが非常に弱いという状況

に関して、一体どのように取り組めばよいのかという

話で、主に初年次教育と先輩学生が自分と同輩あるい

は後輩の学生に対してサポートするピア・サポート、

それから、これは手前みそになりますが名古屋大学で

開発した学生向けの学習・生活ガイドを見ていきたい

と思います。

3-1．初年次教育

まず初年次教育ですが、これは簡単に言えば学士課

程の4年間をのっぺりと過ごすのでなく、初年次、高

校と大学との接続期である最初の年に重点的に学生に

指導していくという考え方で、「高校（と他大学）から

の円滑な移行を図り、学習および人格的な成長に向け

て大学での学問的・社会的な経験を“成功”させるべ

く、主に大学新入生を対象に総合的に作られた教育プ

ログラム」と定義されています。

高校から大学に進学すると、かなり状況が変わりま

す。そのことに戸惑わないように、大学に適応してそ

の中でちゃんとついていけるように、そして自分で学

習できるようにということをサポートしていく取り組

26

【出典】中教審答申（2008）付属資料

学期中の活動内容の国際比較（１週間）
日本は、諸外国より授業外学習時間数が少ない
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みと言うことができます。

初年次教育は、大学生活への適応を促す、大学で必要

な学習技術（読み、書き、批判的思考力、調査の方法、

タイム・マネジメント）、あるいは自己分析やライフプ

ラン・キャリアプランづくりという内容で行われます。

事実、初年次教育を行っている大学は結構あって、大

阪市大の渡邊先生が行われた初年次学生への指導内容

を問うたデータを見ると、スタディスキル・アカデミッ

クスキルについてきちんとした指導をするというとこ

ろが70％を超えています。つまり、大学できちんと学

習をしていくために、ごく基本的なスキルは最初に教

えようという姿勢が多くの大学で見られるわけです。

その状況をまた別のデータで見てみようということ

で、授業への取り組み状況を学生に聞いています。「授

業中は黒板に書かれていない内容もノートにとる」「授

業でわからなかったことは、自分で調べる」「資格や免

許の取得を目指して勉強する」等々の問いに「あては

まる」と答えた学生の割合は、先ほど申し上げた内容

と少し違って、自分で調べるというのは結構上の方に

ありますが、予習・復習をしている学生はやはり少な

い。しかし、1年生に限って言えば、全体よりは5ポ

イント以上、予習・復習に取り組んでいるという結果

が出ています。初年次教育のそれなりの成果が、ここ

に出ていると思います。

しかし、弱い部分も多々あります。例えば「プレゼ

ンテーションの機会を取り入れた授業」「実験や調査の

機会を取り入れた授業」「教室外で体験的な活動や実習

を行う授業」を体験しているかどうかとなると、1年

生も含めてかなり低い。つまり、体験的な学習あるい

は実験、特に文系で言えば調査のような活動を取り入

れた授業には、1年生では必ずしも十分に取り組まれ

ているわけではないということです。このような授業

は、要は授業のその場で一発勝負というわけではなく、

当然ながら授業外でいろいろ活動をして、それを授業

でプレゼンするという形になります。従って、必然的

に授業外の活動を促す形になるのですが、そのような

点が1年生はまだまだ弱いという結果も出ています。

やはり大学の4年間できちんと学んでいく上では、

このようなことを初年次にきちんとやっていくことが

必要なのであって、まだまだそういう点では課題はあ

るということがわかると思います。

3-2．授業時間外の学習を促すための条件

学生の主体的な学習行動を促していくためには、初

年次のみならず4年間かけて、一方的な講義だけでな

く双方向型の授業をきちんと行っていくことが大事で

す。その中にあっては、例えばディスカッションや

ディベートを採用したり、予習・復習を設定する、場

合によっては文章力や表現力を鍛えることも必要に

なってきます。それでは授業時間外の学習を促すため

には、一体どういう条件が必要なのでしょうか？

まず一つは、授業外学習の内容についてシラバスで

きちんと具体的に指示することが求められます。全国

の大学のシラバスを見ると、最近はこの点が意識され

るようになっていることがわかります。名古屋大学も

含めて、授業の中で何をするかということはきちんと

書いてあるのですが、その前後に何をするか、何をし

てこないと、この授業での学習効果が上がらないとい

う指示なり表現が明確でない場合があります。

2番目には、授業外学習を促すために、コースパ

ケット（資料集）をそろえることも大事です。非常に

厚い教科書を用意すれば済むことかもしれませんが、

授業の中だけで話をするのではなく、予習・復習用の

資料もセットにして学生に渡していくという方法も一

つあるのではないかということです。

この点は、アメリカやオーストラリアなどと比べる

と、日本の大学は弱いです。著作権の問題がなかなか

クリアしづらいので作りにくいのですが、アメリカや

オーストラリアの大学では、学期初めのころに大学の

生協の本屋に行くと、それぞれの授業ごとにかなり分

厚い資料集、テキスト類が販売されています。あのよ

うなものがちゃんとあれば比較的スムーズに授業外の

学習を指示できると思うのですが、日本はこういう点

ではやはりなかなか難しいということがあります。

それから、そのようなものが用意できないまでも、

少なくとも参考文献は提示していく。それぞれのテー

マに応じて、こういうテーマであればこういう文献が

ある、それはきちんと読むようにという形で課題を出

すということも当然必要だと思います。そして、小テ

ストなどを行って学習内容の点検を行っていくことが

一つの方法として考えられるかと思います。

3-3．名古屋大学の取り組み

3-3-1．学生向け学習・生活ガイド

ほかにもいろいろなやり方はあろうかと思います。

どのような方法がいいのか、私ども名古屋大学の高等

教育研究センターでもあれこれ考えてきました。その

中でこれまでにいろいろなものを作ってきたのですが、

その一つに学生向けの学習・生活ガイド『ティップス

先生からの7つの提案』という冊子があります。

たかだか十数ページの小さな冊子なのですが、優れ

た授業を実践するために何が必要なのか、何をしなけ
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ればいけないかを学生編、教員編、IT活用授業編、大

学編、教務学生担当職員編に分けて簡潔に示したもの

で、名古屋大学の高等教育研究センターのウェブにも

すべて載せてあります。グーグルで調べていただくと

すぐに出てきますので、見ていただければ幸いです。

例えば「教員編」を見ると、優れた授業を行っていく

上では、「学生と接する機会を増やす」「学生間で協力

して学習させる」「学生を主体的に学習させる」等々、

7点の大きな行動目標が出ています。何だそんなこと

かとお感じになるかもしれませんが、アメリカの高等

教育学会の有志がかなりインテンシブな調査研究をし

た結果を七つぐらいにまとめて成果発表し、合わせて

その冊子も出しています。そのコンセプトをお借りし

て作った名古屋大学版なのです。

7点それぞれについて、さらに各項目ごとに具体的

に何をするのかをまた７つ考えてみました。例えば

「学生と接する機会を増やす」ための具体的な行動とし

て、「クラスの学生に会ったら声をかける」「学生にオ

フィスアワーを積極的に利用するようすすめる」とい

う具合に、大項目七つにそれぞれに小項目が七つ、

7×7で49のヒントを作ってみたわけです。こんなも

のも少し参考にしていただくと、何かのお役に立てる

かと思います。

その中から代表的なものとして、「授業時間外の学習

を促進するティップス（ヒント）」を引っ張ってみまし

た。一つは、「学習を上手に促す課題を与えよう」とい

うことで、やみくもに学習課題を与えればいいという

のではなく、そのあたりを十分考えながら、いきなり

重い課題を出すのではなく、まずは軽く、比較的ス

ムーズに達成できるような課題から与えていきましょ

うということから始まって、その他いろいろなことを

書きました。

課題についても、無難なものから頑張って取り組ま

なければいけないようなもの、それから中には意欲的

な学生もいますので、そういう学生には発展的内容の

文献や課題を用意する。授業内容の延長上にある最先

端の研究を紹介するのもいいのではないかと紹介して

います。

学生が個人で学習することにはどうしても限界があ

りますし、さぼりたくなることもあります。そのよう

なときには学生同士で共同してやろうではないかと呼

びかけています。また、それを教員の働きかけで促し

ていこうということも書いています。

「ティップス」というのは、もともとはヒントやノ

ウハウというぐらいの意味合いなのですが、もちろん

これをすればすべて授業実績が改善されますというこ

とではないのです。これはあくまで一つのヒントで、

個々の先生方が持っている自分なりの工夫を集めたも

のです。また、これはあくまで名古屋大学の学生用に

作ったものですが、コンセプト自体はどの大学でもお

使いいただけるのではないかと思います。七つの大項

目が納得できるものであれば、自分の大学の教員ある

いは学生の状況を踏まえながら、七つの大項目それぞ

れについて具体的に何ができるかを話し合われて、そ

れを実践してみることが、かなり有効な方法としてあ

るのではないかと思います。

もう一つ、「大人数の授業で課題を効果的にフィード

授業時間外の学習の促進授業時間外の学習の促進
『成長するティップス先生』ティップス先生』から

学習を上手に促す課題を与えよう
コースを通じて適切な量の課題をまんべんなく与え通じて適切な量の課題
ること、初めは取り組みやすい課題を与える。
重い課題では 意欲をそいだり ドロップアウトさせる、 、 。

学生が能力と知識の程度を把握し、最初は簡単な
課題を用意 学生がもつ知識で取り組めるもの課題を用意。学生がもつ知識で取り組めるもの。

課題の形式、内容につき複数の選択肢を用意。
無難な課題と 挑発的 やりが ある課題 個人無難な課題と、挑発的で いのある課題、個人
で取り組める課題、グループで行う課題。

41

『ティップス先生からの７つの提案』
（教員編）の提案内容

学生と接する機会を増やす

学生間で協力して学習させる

学生を主体的に学習させる学生 主体的に学習

学習の進み具合をふりかえらせる

学習に要する時間を大切にする

学生に高い期待を寄せる学生に高い期待を寄せる

学生の多様性を尊重する尊

『ティップス先生からの７つの提案』『ティップス先生からの７つの提案』

名古屋大学に埋もれていた優れた
教育実践を教員 学生 大学 視教育実践を教員・学生・大学の視
点からまとめ、大学の中で広く共有
させる冊子させる冊子
のべ37,000 部以上の発行
ＦＤやガイダンスでの活用
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バックするためのティップス」についてご紹介します。

教員は非常に多忙です。その中で授業をしなければな

らない、教育改善にも努めなければいけないというこ

とで、当然、授業にすべての精力を注ぐことができま

せん。そうであればやはり能率的に、効率的に授業を

実践していきましょうという呼びかけでもあります。

しなくてもいい苦労はなるべくしないようにという趣

旨で考えています。

例えば、多人数の授業で課題を与えることは非常に

大変なことなのですが、それが本当に学生に必要だと

考えるならば、やらざるを得ません。しかし、それは

あまりに大変なのでやりたくない、自分にはできない

と、つい思いがちです。そのようなときに、ちょっと

した工夫をすれば案外楽にできますよというヒント、

ノウハウを考えてみました。多人数の授業でも、

ちょっとした工夫で課題を出すことはできます。ご参

考いただければ大変光栄です。

3-3-2．レポート書き方講座

名古屋大学高等教育研究センターで大学生の学習意

識、学生たちが学習活動で困ったことを調べたところ、

レポートの書き方や授業のノートの取り方などが挙

がってきました。要は、授業だけでは勝負できない、

授業だけでは学生に授業外の学習、自発的な学習を促

すことが難しいため、いろいろなことをしていかざる

を得ないということなのです。その対策の一つが「レ

ポート書き方講座」です。

学生へのアンケートでも真っ先に出てくるのがレ

ポートの書き方がわからないということです。私も昔

からよく学生にレポートを書かせていました。ほとん

ど何のインストラクションもなしに、とにかくこの授

業でこういうテーマについて書きなさい、分量はこう

だという感じで、ほとんど言いっぱなし、出しっぱな

しです。授業の最後ということもあって何の指導もし

ないという困った教育指導を行ってきました。

果たせるかな、学生から提出されるレポートは、非

常に問題が多いものになります。言わずと知れたコピ

ペも横行してきます。しかし、それはある意味では仕

方がない面もあります。それはどうしてかと言えば、

教員がレポートとはそもそもどういうものなのか、ど

のように書くのかを教えないで、大学生になったのだ

から書けるだろうという前提で、ただこれについて書

きなさいと指示しているだけだからです。

私も本当に未熟で、そのようなことばかりしていま

したが、あるとき学生はわかっていないのだというこ

とに気が付きました。そして、これは授業外でレポー

トの書き方についての指導をするしかないのではない

かと考えて、今、私どもセンターでは学生を対象にレ

ポートの書き方の講座を開いています。初年次の少人

数セミナーとセットにして、セミナーの中でさせる調

査の延長線上で論文を書いてみようではないかという

ことでやっています。また、それをちょっと発展させ

る形で、学生の論文コンテストも実施しています。

あと、これは私どもは不十分でほとんどやっていま

せんが、アドバイザー制度・チューター制度も、学生

の授業外の学習を促すためには必要になってくると考

えています。

3-4．ピア・サポート

いま一つは、教員だけではどうしても限界がありま

すし、職員に協力を求めるにしてもやはり限界があり

ます。とすれば、そこはやはり学生同士で頑張っても

らおうということで、ピア・サポートというものも一

つの在り方かと考えています。

3-5．スタディティップス

そしてもう一つ、私ども名古屋大学では、「スタディ

ティップス」といって、教員のためのティーチング

ティップスだけでなく、学生、特に新入生に向けて、

一体大学では何が求められるのかということをわかり

やすく説明したティップス、学習活動の進め方のノウ

ハウ集も作っています。

3-6．ラーニング・コモンズの構築

最後に名古屋大学の取り組みでもう一つご紹介した

いのは、図書館の活動です。大学の中にはいろいろな

方がいます。教員だけが頑張るのではなく、事務職員

だけが頑張るのでもない、もちろん執行部だけが頑張

るわけでなく、みんなで協力し合って学生の学びをサ

ポートしていくことが必要なのだと思います。そのよ

授業時間外の学習の促進授業時間外の学習の促進
『ティップス先生からの７つの提案』から
� 学生同士で協力して学ぶことの重要性を伝える

� 初回の授業では学生がお互いに知り合える活動を取り
入れる入れる

� 授業時間の内外において共同で行う課題を出す

授業 験勉強を 緒 う を� 授業の予習や試験勉強をクラスメイトと一緒に行うことを
すすめる

� グル プで学習できる場所と利用方法を� ー 場所と利用方法を
教える

� 学生が提出したレポ トや答案の内容を� 学生が提出したレポートや答案の内容を
受講生全体で共有する

� 学生間 課題を評価し� 学生間でそれぞれの課題を評価し
合う活動を取り入れる 43
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うな中で一つ注目されるのが図書館です。

今は図書館の職員の人たちも結構忙しいと思うので

すが、名古屋大学の図書館ではいろいろな講座を開設

してくれています。アカデミック・プレゼンテーショ

ンの入門講座、あるいは学生や教職員が希望して具体

的なテーマを示してくれれば、こちらの方から出向い

て講習をやりますというオーダーメイド講習会も開い

てもらえます。図書館の施設・設備も大きく変えて、

ラーニング・コモンズと言っていますが、学習空間に

変えていこうという発想です。

名古屋大学の図書館では、入り口を大胆に変えてス

タバの喫茶店を入れたり、通常の閲覧室でなく学生が

共同で学習し、議論できる空間も作っています。また、

BSのニュースを語学の勉強用に視聴できるスペース

も作っています。極めつけは院生をヘルプデスクに置

き、レポートの書き方や学習相談に応じるという体制

も整えています。つまり、いろいろな人たちがいろい

ろな形で学生の学習にかかわるような体制になってい

るわけです。

4．まとめ

それでは、まとめに移りたいと思います。学生の学

習活動を支援するためにということです。今に始まっ

たことではないと思うのですが、能力・知識の獲得は、

授業時間だけで行うのはやはり難しく、授業と授業外

学習との有機的な連携が不可欠です。

授業と授業外学習との有機的な連関については幾つ

かの研究もありますが、それができれば知識・能力の

習得だけでなく、大学教育そのものに対する満足度も

やはり変わってくるといわれています。授業は熱心に

出るけれども授業外の学習をしないという学生もいま

すが、そういう学生は授業にも出てこない、授業外学

習もしない、一番学習活動の鈍い層と、能力の形成と

いう点でも、大学教育への満足度という点でも変わら

ないという結果も出ています。授業外学習への学生の

取り組みは、現状では極めて不十分です。

先ほども申しましたように、大学教育を改善するた

めには、教員だけでなく、大学組織、執行部、事務職

員がそれぞれの役割・責任を果たすことが重要です。

しかし、それだけでは思うようにはいきません。中心

は学生ですから、何より学生自身にも教育改善・授業

改善に取り組んでもらう、加わってもらうという視点

もとても大事なのではないかと思います。その一つが

ピア・サポートです。実際に行っていく上ではまた留

意点もあろうかと思いますけれども、このようなこと

に学生自身も巻き込んでいくことが重要なのではない

かと考えます。

それを前提にしての話ですが、主体的な学習行動を

習得させるためには、教員の積極的な働きかけが必要

です。ちょっと手を伸ばせば届く、自分でもできるな

と思うような課題を与えるなど、ちょっとした工夫で

学生に授業外学習を促すことは可能だと思います。そ

のような工夫をしてみる。個々の先生方はノウハウを

蓄積しておられると思うのです。それをご自身だけで

完結させるのではなく、ぜひお隣の先生方、あるいは

学科の先生方、学部の先生方と共有して広げていかれ

ると、学生の学習の質向上に貢献していくことになる

だろうと考えます。

学生の質をめぐる問題については端折りますが、い

ずれにしても学生の学びの質を高めて学生の授業外活

動を促していく。そのことによって学生自身の成長を

促進していくということが、今われわれに強く求めら

れているといえるのではないかと考えます。

ご清聴いただき、どうもありがとうございました。

夏目達也（なつめたつや）氏　プロフィール

名古屋大学高等教育研究センター教授。

文部省大臣官房調査統計企画課専門職員、北海道教育

大学助教授、東北大学アドミッションセンター教授を

経て、2004年4月から現職。

専門領域は高等教育論・職業教育論。大学における

ファカルティ・ディベロップメントの組織化・高等教

育におけるキャリア教育・大学院生に対する大学教員

準備プログラムの開発等を現在の研究課題としている。

主な著書に『大学教員準備講座』（玉川大学出版部）、

『ティップス先生からの7つの提案』（名古屋大学高等

教育研究センター編）ほか多数。

授業外学習の支援・促進

主体的な学習行動を習得させるために、教
員の積極的な働きかけが必要員の積極的な働きかけが必要。
授業外学習への取組を促すための工夫。
シラバスの工夫：事前学習の具体的指示

の着目
授業外での教職員による多様な働きかけ

カリキュラムの構造、学生の生活実態へ

10
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今回のFDセミナーでは、以下の3つについて、自

分なりの考え方と工夫を紹介しました。

（1）余談・雑談について

（2）授業内容について

（3）演習について

以下、それぞれの内容を簡単に説明します。

（1）最近は、海外出張時のホテル予約を、ホテル検索

サイトでよく行います。検索結果から、よさそうなホ

テルを選び、その紹介文を眺めていると、

「map this hotel」

などのリンクをみかけます。直訳すれば、

「このホテルの位置を、地図上の点に対応させろ」

くらいの意味でしょうか。日本語で「地図」と訳され

る「map」は、そもそも

「地球上の各地点を、紙の上の点に対応させる」

ことですが、これが転じて数学では、

「集合Aの要素を、集合Bの要素に対応させる」

という意味に使われ、この「map」の訳として「写像」

という専門用語が作られました。

大学の数学の授業では、難しい専門用語を身にま

とった抽象的な概念がつぎつぎと登場します。そんな

とき、学生に消化不良をおこさせないために、

・専門用語は、とりあえず英語などに変換

・抽象的な概念は、まず例え話から入る

という方針のもと、上記のような余談に尾ヒレをつけ

て息抜きすることにしています。「写像」といわれても

警戒心しか起きませんが、日常用語である「map」の

語感を利用すればなんとかなります。慣れてしまえば、

「写像」という訳語にも先人の苦労が忍ばれましょう。

（2）教育実習生の研究授業などで感じるのは、まず

・高等学校での授業1回分の内容が薄すぎること

です。これでは、大学の授業のペースに追いつかず、

ノートもとれない学生が多いのも仕方ありません。また、

・読解力が必要な「応用問題」の待遇が悪いこと

も気になります。これでは日本語能力が育たず、公式

に数値を代入することしか興味がない学生が多いのも

無理ありません。適切な「応用問題」を紹介すること

によって、公式は漫画に登場するアイテムではなく、

現実社会の道具であることを、その都度認識させるこ

とが必要だと思います。そのため、

・まず「動機」をきちんと意識する

・必要な「概念」を整理し、「目標」を設定する

・最後に「目標」を達成するための「技術」を磨く

という流れにそって教科書の内容をシャッフルし、切

るところはバッサリ切って、内容を最小限に絞り込む

ことを心がけています。高等学校の教科書でいえば、

「定義」の前に「応用問題」から入るやり方、といえるで

しょう。「動機」から出発する「ストーリー性」を意識す

る習慣さえ身につけば、数学がもっている本来の力が、

学生の自発性を引き出してくれるものと信じています。

（3）数学を理解するためには、実際に「手」を動かして

計算する「演習」が必要不可欠です。20年「演習」を

やってきて、いちばん効果的だと思うのは、毎回「小テ

スト」を行って採点するシステムです。具体的には、

・前半は「小テスト」、後半はその解答

・個別に返却し、注意すべき点をコメントする

・最後の20分は、落第組を残して「補習」

という具合です。学生のアンケート結果をみると、

・授業の復習をする「くせ」がついた

・直後に解答が聞けるので、身につきやすい

・学習面でも精神面でも、「補習」がありがたい

といった意見が多く、それなりの成果を上げているよ

うに思います。また「小テスト」対策がきっかけで、

学生が集まって勉強する習慣ができたりするようです。

特集３　学生の自発的学習を促す 
　　　　　　　　　　―数学教員の視点から― 

首都大学東京 
都市教養学部理工学系准教授 横 田 佳 之 

【著者プロフィール】

横田　佳之（よこた　よしゆき）

都市教養学部理工学系数理科学

コース准教授

専門：位相幾何学



1．はじめに

近年、国内外の高等教育機関において、対面授業と

eラーニングシステムを融合させた「ブレンディッド

ラーニング（Blended learning）」が実践されている

（安達 2007）。我が国の高等教育におけるブレン

ディッドラーニングの実践に着目すると、年々その数が

増加している。この背景として、2005年1月に中央教

育審議会から出された「我が国の高等教育の将来像」

に関する答申の影響が指摘される（宮地 2009）。この

答申の中では、eラーニングの普及等の中で各高等教育

機関は個性・特色の明確化を一層進める必要があるこ

とが謳われている。一方で、2008年度に改正された

大学設置基準により、FD（Faculty Development）

の義務化が行われたことから、各大学では授業改善が

求められ、学習者の動機づけや学習方略を向上させる

効果があるブレンドラーニングの実施に拍車がかかっ

たものと思われる。

本学において、平成18年度に情報基礎科目（情報

リテラシー実践）などにおいて、eラーニングシステ

ム（Blackboard Academic Suite™）を試験的に導

入した。平成19年度から、これを用いた教材配信や

レディネス調査、授業評価アンケートを行うなど、本

格的に運用してきた。筆者は平成19年度から情報基

礎科目を担当しているが、以下に述べる自己調整学習

と動機づけの理論的背景から、eラーニングシステム

のフィードバック機能に着目し、ブレンディッドラー

ニングの取り組みを行ってきた。以下、詳細を報告す

る。

2．自己調整学習と動機づけ

自己調整学習とは、「学習者自身が動機づけや学習ス

キルを高めることによって、自らの学習を積極的かつ

前向きにコントロールしていく学習活動」と定義され

ており（Zimmerman 1998）、近年、自発的・主体

的学びを支援する学習方略の一つとして注目されてい

る。学習者に自己調整学習を促すためには、目標設定

や累積的な達成感を与えるなど、まずは動機づけ過程

に焦点を当てることが重要とされている。これにより

自己調整学習が向上し、自発的・主体的学びが促され、

認知面・感情面・動機づけ面での結果に影響を与える

と指摘されている（図1）。

3．eラーニングシステムの利用法

eラーニングシステムには、学生が課題を提出し、

教員にコメントを記述する機能と、教員が課題を採点

し、学生にコメントを記述する機能がある。教員が学

生一人ひとりに採点した課題の成績（点数）とコメン

トは、フィードバック機能を用いて個々に確認するこ

とができる（図2、3）。毎回、課題の成績や教員から

のコメントを確認できるフィードバック機能を利用す

ることは、学生に目標設定や累積的な達成感を与える

「動機づけ過程」の役割として有効であると考える。

上記のフィードバック機能に加えて、各回の教材と

採点基準を明確にした課題をeラーニングシステムに

配置することで、学生に「毎回、課題で高得点を取得

したい」という動機づけを促すことが可能になる。こ

の結果、高得点の取得を意識した自己調整学習と、

フィードバック機能で成績を確認した後に復習を行う

などの自己調整学習が期待できる。

4．授業評価アンケート（学生）の結果

紙面の関係上、筆者が担当する情報基礎科目

（2009年度後期情報リテラシー実践IIB）で実施され

た授業評価アンケート（学生）の結果についてのみ報

告する。

授業時間外学習の項目について、平均値は2.48で

あり、当該授業の全コマの平均値（1.71）よりも高い

値であった（選択肢は、1．ほぼ0時間、2．30分程

度、3．1時間程度、4．90分程度、5．2時間以上）。

次に、自由記述（「この授業で良かった点、他の授業

でも取り入れてほしい点などを記述して下さい。」）の

結果に着目すると、「講義内容をあらかじめ閲覧できる

ようにしてあったこと（が良かった）。」などの回答が

動機づけ過程 自己調整学習
感情面での結果 
（楽しさなど） 

認知面での結果 
（成績など） 

動機づけ面での結果
（動機づけの持続など）
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特集４　ブレンディッドラーニングの取り組み 
　　　　　　　  ―自発的・主体的学びを支援するeラーニングの利用法― 

首都大学東京 
大学教育センター准教授 北 澤  武 

図1 総合的なモデル

動機づけ過程が自己調整学習を促し、学習に関する肯定的
な結果に影響する（Schunk and Zimmerman (2008) 塚野
編訳(2009), p.120より引用）。



得られた。また、フィードバック機能については、「成

績が、目に見える方式で見えるのはとてもよかったで

す。」などの回答が認められた。

以上の結果から、課題の成績が随時確認できる

フィードバック機能、および、各回の教材と採点基準

を明確にした課題を事前に閲覧可能にすることが、授

業時間外学習の増加に影響を与えた可能性が示唆され

た。更に、このようなeラーニングシステムの利用法

が、この授業で良かった点や他の授業でも取り入れて

ほしい点として一部の学生から支持されることが分

かった。

5．まとめと今後の課題

筆者はブレンディッドラーニングについて、自己調

整学習と動機づけの理論的背景から、eラーニングシ

ステムにフィードバック機能を利用し、かつ、各回の

教材と採点基準を明確にした課題を事前に閲覧可能と

することで、学生の自発的・主体的学びを支援する効

果が期待できると考えた。そして、上述のeラーニン

グシステムの利用法で授業を実践し、本学の授業評価

アンケート（学生）の授業時間外学習と自由記述の項

目に着目した。結果、この利用法は授業時間外学習の

増加に影響を与える可能性が示唆され、一部の学生か

ら支持されていることが分かった。今後の課題として、

この利用法の効果を更に検証するため、継続な実践と

認知面・感情面・動機づけ面の効果を追究することが

求められる。

参考文献

安達一寿（2007）ブレンディッドラーニングでの学習活

動の類型化に関する分析，日本教育工学会論文誌，

31(1), pp. 29-40.

宮地功 編著（2009）eラーニングからブレンディッド

ラーニングへ，共立出版，東京．

Schunk, D. H. and Zimmerman, B. J. (Eds.) (2008)

Motivation and Self-Regulated Learning: Theory,

Research, and Applications. Lawrence Erlbaum

Associates Publishers.（塚野州一 編訳（2009）

自己調整学習と動機づけ，北大路書房，京都）

Zimmerman, B. J. (1998) Developing self-fulfilling

cycles of academic regulation: an analysis of
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北澤　武（きたざわ　たけし）

大学教育センター准教授

専門：情報教育・情報分析・
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図2 フィードバック機能の例

コメント欄は学生が記述したコメントを意味する。教員の
コメントは成績（点数）をクリックすることで閲覧可能。 図3 課題の採点基準と教員からのコメント例



大学入学時に、「君たちはもう生徒ではない、学生な

んだ」という言葉をよく耳にします。私もこの言葉を

聞きましたが、生徒と学生の違いは何なのかを考えも

せず、ただ呼び方が変わるんだなという程度に受け

取っていました。しかし今は、生徒が学生に変わり、

学習が学修に変わることの意味こそが、学生の自発的

な授業時間外学習の根幹にあると考えています。

一般に、中学や高校に通う学習者のことを「生徒」

と言います。ここでは資格を持った教員によって教え

を受けることが基本であり、生徒は「学習」していま

す。一方、大学全入時代とは言われますが、あくまで

大学は学びたい人間が集う場所であり、その大学に通

う学習者は「学生」と言います。そしてその学生が行

う学びを「学修」と呼んでいます。つまり「学修」に

は、能動的な意味合いが自動的に含まれているという

ことになります。

このことは学生が学びたい人間であることを自覚す

れば自然と自発的に学ぶようになる、というある種の

理想論につながります。

しかし、若者が社会へのステップとして大学に進む

ようになり、私は大学が学びたい人間のみが集う場所

ではなくなってきている、言い換えれば大学には「学

修」しない学生も存在しているように感じています。

単位時間に組み込まれているとはいえ、授業時間外

学習はあくまで学生個々人の自発的な活動です。この

自発的な活動は、主に興味や使命感によって引き起こ

されます。そして、大学としてアプローチできうるの

は興味に対してであり、

本学で最もこのアプロー

チをするべき個所は、各

専門分野の基礎学問であ

ると考えます。この過程

ではある程度の知識の詰

め込みが要求され、故に

授業時間外での学習が不

可欠です。しかしながら、ここで自発的学習に取り掛

かる興味を引き出すことは非常に難しいと感じます。

私は、基礎学問がどう現実社会につながっているかを

学生にイメージさせることで、学修意欲を刺激するの

ではないかと考えています。例えば、三角関数を学ぶ

際に、直角三角形の一辺の長さと直角でない一つの角

度がわかれば他の辺の長さがわかるという法則は、道

路の測量などに使われる、など現実社会での事例を小

出しにしながら教えることで、今自分が何を学んでい

るかをイメージしやすくなり興味を引き出せるのでは

ないでしょうか。これは一例ですが、各教員の方々が

学生に与える影響は非常に大きいため、授業や参考書

選定に対してさらなる取り組みが望まれます。もちろ

ん学生個々人も、社会進出に向けたキャリアアップな

どにばかり目を向けるのではなく、学生であることを

意識し、本業の学問にもしっかりとした姿勢で臨むこ

とが必要でしょう。と、私自身にも言い聞かせます。
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特集５　学生であることと学ぶこと 
　　　　　　　　　　　　　―学生の声①― 

首都大学東京 
都市環境学部材料化学コース4年 伊 永 章 史 

特集５　学べる場所を 
　　　　　　　　　　　　　―学生の声②― 

首都大学東京 
システムデザイン学部ヒューマンメカトロニクスコース3年 田 邊 広 之 

「日本の学力が低下している。」そういった報道や

ニュースをよく目にする事がある。そして、実数値か

らみて、日本の学生の学力は、アジア圏で中国や韓国

に後れを取った。この学力の低下をある学者さんは、

「学力低下はしつけ力低下の結果だ。子どもを誘惑する

“遊び”が多すぎることも学力低下の原因。学力低下は

日本が豊かになった結果生じた。学力低下は若者の価

値観の変化。少子化が学力低下を招いた。」と論じてい

る。

今回のＦＤセミナーで先生方の講演を拝聴し、感じ

たことはこれと同じである。つまり、「学力を向上させ

る方法」ではなく、「低下させない方法」を探られてい

ると感じた。私は、都立産業技術高等専門学校からの

編入生であるが、高専時代では考えられない先生方の



考えであると感じた。高専では、先生方は勉強を推薦

することはしても、勉強を強制させることは全くしな

かった。ただ先生方は、「勉強はしといた方が良いよ。」

それだけ言い、勉強する環境を整えるだけ。頼めば無

償で「化学セミナー」や「TOEIC英語」の講義（高校

規模であったから可能であったとは思うが・・）を開

いて下さった。

今回議論に上がった「授業時間外学習時間の増加」

は、根本的に何か本質が違うと思えた。

勉強をしに大学に来ているのに「授業外で勉強しろ」

と言うのは何か間違ってはいないだろうか？大学や授

業で理解出来ればその方が良いのでは？大学で教えて

くれないなら大学とは何か？

確かに、「継続は力なり」という諺があるとおり、

TOEICや受験勉強などは勉強を行った時間に比例しス

コアが伸びると思う。しかし、「時は金なり」という諺

もある。つまり、如何に効率良く勉強するかも学習に

とっては重要といえる。その時、個人で学習を行うの

は果たして効率的なのか？

テキストを見つけ課題を探し、回答を導き、答え合

せをし、採点をするという動作は果たしてすべて必要

なのだろうか？導きを勉強するだけでも十分学習の効

果はあるのでないかと私は思う。

つまり、大学で授業外の勉強をサポートすることが

「学力向上」に繋がるのではないかと考える。

大学の持つ資格・進学

の膨大なデータを生か

し、放課後に「学習塾」の

ような半講義を行うのは

どうだろうか、つまり

TOEICならば、1週間に

1日でも、学内で模擬受

験が出来れば、TOEICを

勉強する学生は集まるだろう。マークシートを配り放

送を流して、データを読み込んで解答をHPに掲示する

だけなら予算も少なくてよい。毎週行えば参加者は確

実に力がつくと思う。

各専門分野であれば、各学科の院生や博士課程の先

輩等がTAとして講義形式で放課後授業を行ったりす

れば、実際にその内容を先に通った人の生きた勉強を

学べるのではないかと思う。

「継続は力なり」「時は金なり」、つまり「力は金なり」

だと感じる、「力（学力）は財産（結果）」となるし

「学力を得るには資金が必要だ」だとも感じる。学校は

その金という部分を学生に平等に振り分け「学べる場

所」を用意する事が非常に重要だと思う。学生会館を

24時間OPENにして毎日のように飲み騒いでいられ

る場所を提供するよりは、授業外でも勉強させてくれ

る場所を提供して頂きたい。
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学学生目線のシラバス ～自発的・主体的な学びのために～ 
学生は“シラバス”に対して、どのようなイメージを持っているのでしょうか？

「授業内容が書かれた、なんだか分厚い冊子？」「学期の初めにちょっとだけ見る、授業のカタログのようなもの？」などなど、

シラバス本来の役割をきちんと理解し、有効に活用している学生はあまり多くないのが実情ではないでしょうか。

　大学における教育の質の向上が叫ばれる中、シラバスは

　①各科目の到達目標や学生の学修内容を明確に記述する

　②準備学習の内容を具体的に指示する

　③成績評価の方法・基準を明示する

ことにより、学生の“自発的・主体的な学び”を後押しする有効

な手段として重要視されてきています。

本学ＦＤ委員会においても、昨年度「シラバス作成のための参考

資料」を全学に発信し、より学生の立場に立ったシラバスの作成

を呼びかけてきました。その結果、平成22年度と平成21年度の都

市教養プログラムの各科目のシラバスを比較したところ、明らかな改善が見られました。

　「習得できる知識・能力や授業の目的・到達目標」の項目については、この授業を受けたことにより学生が「何ができるよ

うになるのか」という視点での記述の割合はまだ高くはないのが現状ですが、今後も引き続き、“学生目線のシラバス”に向け

た全学的な取り組みを推進していきます。

年度
項目

15回分の授業計画・内容が
明記されている

成績評価方法とその割合が
明記されている

習得できる知識・能力や授
業の目的・到達目標が具体
的に記述されている

79.1％ 

【科目数182】
平成21年度平成22年度

【科目数181】

15.5％96.1％

57.1％ 40.9％

67.4％



平成22年10月7日13時から、南大沢キャンパス

6号館101教室において、「単位制度の実質化シリー

ズ　No.2 学生の自発的学習を促す」をテーマとする

平成22年度FDセミナーが開催された。参加者は91

名（教員48名〔うち日野会場6名、荒川会場6名〕、

職員32名〔うち日野会場3名、荒川会場3名〕、学生

2名、その他9名）であった。

冒頭で、原島文雄学長による開会の挨拶と、司会の

梶井克純教授（本学FD委員会研修部長）によるセミ

ナーテーマの趣旨説明がなされた後、前半の部として、

名古屋大学高等教育研究センターの夏目達也教授の講

演が行われた。休憩を挟んだ後半の部では，本学の教

員より「自発的学習を促すための取り組み例」が紹介

され、その後、ディスカッションが行われた。なお、

このセミナーは日野キャンパス・荒川キャンパスにも

中継され、質疑応答やディスカッションパートでは、

両キャンパスの出席者からも質問・意見が出された。

（1）講演「学生の学習活動の現状とその支援」

講演では、まず最初に、高校教育の現状（高校生の

学力・学習状況が多様化していることや高校教育が多

様化していること）、学生（大学生）の学習行動・教育

観の現状（自発的・主体的学習が少ないこと）につい

て豊富なデータを交えて解説された。

そして、学生の自発的・主体的学習を促す上での初

年次教育（講演では、「高校(と他大学)からの円滑な移

行を図り、学習及び自発的な成長に向けて大学での学

問的・社会的な経験を“成功”させるべく、主に大学

新入生を対象に総合的に作られた教育プログラム」と

紹介されていた）の重要性を強調した上で、名古屋大

学での取り組み、取り組みから得られた成果について

紹介されるとともに学生の学習サポートについての提

案があった。すなわち、夏目教授が所属されている名

古屋大学高等教育研究センターが作成する『名古屋大

学新入生のためのスタディティップス』や『ティップ

ス先生からの7つの提案』の内容、名古屋大学高等教

育研究センターによる「レポート書き方講座」や「学

生論文コンテスト」、アドバイザー制度、チューター制

度、名古屋大学の図書館の活動（アカデミック・プレ

ゼンテーション入門、TAのためのライティング支援セ

ミナー、資料検索や電子ジャーナル等についての講習

会）について紹介され、また、授業外学習の支援・促

進のための提案としてシラバスの工夫や教職員による

学生への積極的な働きかけ等が挙げられた。講演後に

は質疑応答の時間が設けられ、セミナー参加教員から

自らの教育体験に基づく質問・意見交換がなされた。

（2）「自発的学習を促すための取り組み例①」

「自発的学習を促すための取り組み例①」として、都

市教養学部人文・社会系の松阪陽一准教授より「論理

学教育でのソフトウェアの使用例」についての報告が

なされた。

松阪准教授は、米国のUCLA等で使用されている

Logic 2000: Workbookというソフトウェア（非売

品）を論理学の授業に用いている（同ソフトウェアを

用いているのは国内では本学のみであるとのことであ

る）。米国ではこのようなソフトの利用が活発であり、

かつ、大学のサポートもなされているということであ

る。同准教授が論理学教育の三本柱として挙げる①形

式言語の構文論、②日本語から形式言語への記号化、

③形式言語での形式的な証明の仕方、の各段階でソフ

トの用意する問題に解答することによって学生が学習

を進めることができるということである（ただし、英

語ソフトであることから、②は行えない）。論理学の概

念をマスターするためにはかなりの数の練習問題を解

く必要があり、練習問題をソフトで自動的に行うこと

には教育的な意義が大きく、（英語版であることに伴う

問題点があるものの〔日本語化はコスト面から困難と

される〕）本ソフトウェアの利用により教育成果が挙

がっていると報告された。論理学を好きになる学生は
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特集６　FDセミナー報告 
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熱心に取り組んでいるようである一方、学生全体の

データを見ると、他の教科との比較で劇的に授業外学

習の時間が増加したとは必ずしもいえないとの指摘も

なされていた。

なお、セミナーの席上で、実際にLogic2010

（Logic2000の後継版）のベータ版のデモンストレー

ションがなされ、参加者は松阪准教授の取り組みを具

体的な形で理解することができた。

（3）「自発的学習を促すための取り組み例②」

「自発的学習を促すための取り組み例②」として、都

市教養学部理工学系の横田佳之准教授より「数学教育

における自発的学習を促すための取り組み」が紹介さ

れた。同准教授の授業について、①雑談パート（つな

ぎ・つかみ）、②数学の本体のパート、③演習パートの

3つに分けて、授業実施上の工夫について報告された。

それぞれのパートについて、①雑談パートは、専門

用語や記号等の難解なものをイーズする試みであり、

質問の仕方へのサジェスチョンにもなる、②数学的内

容のパートでは、おもしろそうな具体例を含む問題か

ら入ることによって、多少省略してもまとまった分量

を教えるよう工夫がなされている、③演習パートでは

毎回小テストを行い、小テストの結果と成績評価を対

応させている（演習パートでほとんどできていない学

生については、演習の残り時間と昼休みの時間を用い

て居残り特訓を実施し、フォローをしている）と説明

された。これらは、実際に授業で使用されている教科

書や報告者の直近の授業の風景と合わせて説明された

ため、参加者は具体的なイメージを抱くことができた。

小テストの結果と成績評価を対応させることにより講

義から演習の間に勉強する習慣づけがなされ、学生自

身も「演習によって勉強の習慣づけがなされた」と自

己評価しているとのことである。また、演習に向けて

の勉強においては、各学生が家で勉強するほか、コモ

ンスペースで学生が集まって一緒に勉強する習慣がで

きるようになったと報告された。

（4）ディスカッション

上野淳大学教育センター長（FD委員会委員長）によ

る司会進行のもと、夏目教授・松阪准教授・横田准教

授を壇上のパネリストに、ディスカッションが行われ

た。松阪准教授・横田准教授の報告に対しては質疑の

時間がなかったため、冒頭で授業での取り組み例に対

して質疑応答がなされた。

司会の上野センター長がフロアの数名の教員を指名

してそれぞれの授業での取り組み・工夫について報告

を求めたこともあり、教員の個性およびその授業が対

象とする学問分野やカリキュラム全体における位置づ

けを反映した多様な工夫例がセミナー参加者間で共有

された。また、本学の学生の学習の状況について情報

提供・意見交換も行われた。

科目や教員の個性を超えた一般論として、受講者数

が比較的大きい理数系基礎科目等を中心に、教育の質

の改善のためにクラスサイズの適正化とTA等による

授業支援が不可欠であり、授業時間内における学生の

ケアを行うTAの増員やそのトレーニングのために予

算措置も含めた支援が必要であるという点で、パネリ

ストおよびフロアからの発言者の共通認識が形成され

た。この共通認識は、授業外学習の適正化のためには

授業の充実が必要不可欠であるという前提に基づくも

のであった。

また、大学教育センターの北澤武准教授より本学に

おけるe-learningの取り組み状況が紹介された。さら

に、セミナーには学生も出席しており、学生の側から

自らの経験に基づいて意見が出された。

学生の自発的学習を促すための議論として、理念的

な側面（学生の学問関心・好奇心を刺激するような授

業の提供）、テクニカルな側面（小テストの実施やその

採点期間の短縮等）、制度的な側面（学生の学習を評価

するような制度〔大学内のみならず社会的制度〕）など

多岐にわたる論点が提起されたディスカッションパー

トおよびセミナーは、大森不二雄教授（大学教育セン

ター）、夏目教授によるまとめの発言によって締めくく

られた。
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ディスカッションの様子（左から横田・松阪・夏目・上野）



1．はじめに

日本の大学生は日頃勉強しないと言われてきて久し

い。このような「日本で常識」とされる大学の学習風

土（文化）はさまざまな調査結果によって裏付けられ

ている。例えば、ベネッセの調査でも「大学以外での

1週間の過ごし方をみると、『授業の予復習や課題をや

る時間』は『0時間』が 20.2％、『1時間未満』が

28.5％であり、ほぼ半数が週に1時間未満であった。

同様に『大学の授業以外の自主的な勉強』でみると約

6割が1時間未満であり、総じて大学以外での学習時

間が確保されていないことが確認できる」とされてい

る(ベネッセ（2008）「大学生の学習・生活実態調査)。

同様の調査は多くの大学でも行われているが、ほぼ同

様の結果を示している（東京大学(2007)全国大学生

調査、広島大学（2005）大学生の教育・学習経験に

関する調査）。ここには日本の大学の単位制度がはらむ

構造的な問題と教員－学生間に持たれている大学の学

びに対する意識に関する問題があるように思われる。

以下、本学の学生の「授業時間外学習」（授業のため

の予習や復習、課題などへの自主学習）の現状を概観

し、FDセミナーのディスカッションの様子もふまえ、

本学の教授－学習状況の改善に向けた情報提供とした

い。

2．本学の学生の「授業時間外学習」の現状

表1は2010年度前期の教育プログラム毎の「授業

時間外学習」の現状を5段階で示し、かつ学生の授業

評価（SE）と教員による授業評価（TE）を比較した

ものである。このデータの質問はそれぞれ「授業時間

以外で1週間に平均どのくらい、この授業に関連した

学習をしましたか」（SE）と「授業時間以外で1週間

に平均どのくらい、この授業に関連した学習を課しま

したか」（TE）という裏返しの質問であり、回答の選

択肢は1．ほぼ0時間、2．30分程度、3．1時間程

度、4．90分程度、5．2時間以上の5択であった。

本来は1週間に4時間の授業時間外学習を課すこと

が単位制度の実質化がめざすところであるが、学生の

学習時間が0時間という回答が大きく目立っている。

18

特集７　本学学生の「授業時間外学習」の現状 
首都大学東京 
大学教育センター教授 舛 本 直 文 
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表1．2010年度前期「授業時間外学習」（SE・TE比較）



「基礎ゼミナール」30.8%、「都市教養プログラム（以

下「都市プロ」と略す。）」67.7%、「実践英語」

26.6%、「情報科目」55.3%、「理工系共通基礎科目」

31.7%という結果が示され、30分程度の学習時間の

データを加えるとほぼ6割近くの学生がほとんど授業

外で学習していないことが分かる。特に「都市プロ」

と「情報科目」の不勉強の割合が突出している。「情報

科目」では授業時間内に課題を解決する授業展開が取

られている可能性が高いと推察されるため、この結果

はほぼ首肯できる。しかし、「都市プロ」に関しては、

学生たちがほとんど授業外に学習していないことが明

白である。さらに、「都市プロ」に対する教員の授業評

価によれば、時間外学習を課したのがほぼ0時間

34.3%、30分程度44.8%と約80%の教員がほとん

ど授業時間外学習を課していないことがわかる。この

ことが学生たちの不勉強の大きな要因となっていると

推察される。「情報科目」でも80%強の教員があまり

授業時間外学習を課していないことも明白である。「基

礎ゼミ」「実践英語」「理工系共通基礎科目」では1時

間から30分程度の授業時間外学習を課したという回

答が多くみられるのと対照的である。ここには「勉強

しない学生・勉強させない教員」という日本の大学教

育風土の持つ昔からの構図が浮かび上がってくる。こ

の構図に伏在する要因については後述したい。

3．学生の授業評価（SE）の経年変化

表2は現在の授業評価の設問に変更された2007年

前期から2010年前期までの「授業時間外学習」に関

するSEのデータの経年変化をみたものである。「基礎

ゼミ」は前期開講科目であり4回のデータしかないが

他は7回のSEデータ結果の経年変化を示している。

この表からは「都市プロ」の0時間学習の割合が少

しずつ減少している傾向が窺えるが、1時間以上学習

したという割合はあまり増えてはいない。「基礎ゼミ」

と「理工系共通基礎科目」では1時間以上の学習時間

が増加している傾向が窺え、改善傾向がみられる。し

かしながら、これとても4時間の授業時間外学習を要

す単位制度の実質化にはほど遠い結果を示している。

また、「実践英語」でも0時間、30分程度の割合が減

少し1時間以上の学習時間が増加傾向にあることが窺

える。

4．現状分析と対応の可能性

このようにわずかではあるがSEデータの経年変化

で改善傾向を示している理由として、基礎教育部会と

連動した各プログラム検討部会など全学組織の自助努

力による授業改善の成果がここに反映されたと考えら

れる。その一方、「都市プロ」に関しては授業内容や教

育方法などに関して授業担当者が情報を共有したり、

改善に向けて話し合ったりする場が設けられておらず、

本プログラムの狙いや学習成果に関するコンセンサス

も得られていないという現状が、このような授業時間

外学習に関するSEデータの結果にも反映されている

と予想される。

さらに、先に「勉強しない学生・勉強させない教員」

と述べたが、教員にとっては自己の専門分野の研究と

それに基づいた専門教育を主たる業務と考えている傾

向も強く、基礎・教養教育に対する熱意がそがれてい

る可能性も窺える。特に、授業時間外の課題等を課し

た場合には、その課題に対する評価やコメントを付す

必要があり、その手間には膨大な時間を割く必要があ

る。学生たちも成績評価に反映されなければ課題に取

り組むインセンティブも失ってしまいかねない。しか

し、FDセミナーのディスカッションでも指摘されたよ

うに「都市プロ」は受講人数制限のない自由選択を基

本としており、授業によっては大規模クラスとなって

いる。それは教授－学習プロセスに悪循環を招き、「大

人数のクラスには授業時間外学習を課すことができず、

さらに楽勝科目となってしまう」という事態を生じさ

せている可能性が大である。少人数のTAの配置では

とうてい対応することができない200～300人以上

のクラスが多いのが「都市プロ」の現状であるからで

ある。大規模クラスへの何らかの制限を設けること、

「都市プロ」担当教員間で科目の狙いや学習成果を確認

し、授業時間外学習課題をシラバスで明示し、成績評

価項目や方法、基準などを共有するという組織的な取

り組みが必要であろう。

また、4年間で124単位を取得する単位制度では4

年次の就職活動や卒業研究・論文をこなすためには、

3年間で120単位程度（教職や学芸員の資格取得希望

者はさらに多くの単位数）を修得するために、年間

50単位もの履修をせざるを得ない構造的な問題が授

業時間外学習を阻害していることも重要である。履修

単位のCAP制も合わせて論議しなくてはならない問題

なのである。

さらに言えば、高校から大学に入学していきなり自

主自立した主体的な学習を強要される学生たちもた

まったものではないのかも知れない。そのような学習

習慣を身につけてきていないからである。その意味で

はディスカッションでも指摘されたように、専門学部

生や大学院生には自ら学ぶ自主的な学習態度がみられ

るようになるのに対して、入学したての学生たちには
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初年次教育として何らかの手だてが必要なのかも知れ

ない。本学では「基礎ゼミ」がその役割を担うのかも

知れないがそのコンセンサスが得られているとは言い

難い。シラバスにもそのような自学自習の学習態度を

学習成果として評価するような記載もあまりみられな

い。

このことは全国的に見てもまだ未着手の領域とも言

える。文部科学省の大学教育の改善状況調査（平成

20年5月1日現在）によれば、初年次教育の具体的内

容として「学生生活における時間管理や学習習慣を身

につけるためのプログラム」を取り入れている大学は

747校中232校にすぎない。シラバスの記載内容に

関しても「準備学習等についての具体的な指示」247

校、「準備学習に必要な学習時間」の記載は50校にす

ぎないのである。

ディスカッションでも指摘されたように授業時間外

学習も成績評価で縛るのではなく、授業に関心を持た

せ、自主的に学ぶおもしろさを気づかせるような「大

学における学びと内容」に配慮した授業時間外学習の

あり方が問われているのである。

しかしながら一方では、社会が要請する学習成果や

就職活動に利するような功利的な考えもはびこりがち

である。確かに「大学の勉学だけではリアリティをも

てない、教養教育が何のためのものか分からない、手

応えがない」という夏目先生のご指摘ももっともであ

る。この意味で基礎的な学習成果を応用・発展させる

ことができる力を本学が掲げている「自ら学び、考え、

行動する力」として育むことが求められているのであ

る。しかし、各教員の個人的でバラバラな対応では教

育改善成果はあまり上がらない。現在進行中の教育検

討PTの検討の成果とともに全学として組織上の改善

と対応も必要となろう。
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表2．学生の「授業時間外学習」の経年変化（授業評価アンケートより）



平成22年度　FD・SD宿泊セミナー記録

＜講演＞ 「教育研究と経営の質の持続的向上に向けて」

吉武　博通　　（筑波大学大学院ビジネス科学研究科教授、

大学研究センター長）

「基礎・教養教育における検討課題」

山下　英明　　（教務委員会委員長、都市教養学部経営学系教授）

「生きるための大学」

牧野　　篤　　（東京大学大学院教育学研究科教授）

＜ガイダンス ＆ ワークショップ＞
「大学教育のためのPDCA サイクルを回そう」

舛本　直文　　（大学教育センター教授）

「今、大学教員に求められている資質とは？」

青塚　正志　　（都市教養学部理工学系教授）

＜参加報告＞ 渡部　みさ　　（学生サポートセンター教授）

木佐森健司　　（都市教養学部経営学系助教）

宮林　常崇　　（首都大学東京管理部教務課教育支援・評価係）

鎧　佐和子　　（首都大学東京管理部理系学務課都市環境学部教務係）



平成22年5月27日（木）、28日（金）の2日間にわたり、4回目となるFD・SD宿泊セミナーを開催し

ました。

本セミナーは、今後の首都大学東京の発展を支える新規採用教職員を主な対象者として、大学教育の

あり方や今日の学生の現状に対する理解を深めること、本学が抱える課題を共有することを目的に、首

都大学東京FD委員会と総務部総務課の共催で行われるもので、今回も以下のようなプログラムにより

実施されました。

このFDレポートでは、講演やワークショップの記録と、参加した教職員の感想を紹介します。

1 日　　程 平成22年5月27日（木）～28日（金） ＜1泊2日＞

2 会　　場 八王子セミナーハウス

3 参加者数 176名（教員76名、職員100名）＜2日間のべ人数＞

4 プログラム

≪第1日　5月27日（木）≫

【開　会】 上野　　淳（副学長・大学教育センター長・FD委員会委員長）

【挨　拶】 原島　文雄（首都大学東京学長）

【講演 1】 「教育研究と経営の質の持続的向上に向けて」

講師　吉武　博通（筑波大学大学院ビジネス科学研究科教授・

大学研究センター長＜前理事・副学長＞）

【講演 2】 「基礎・教養教育における検討課題」

講師　山下　英明（教務委員会委員長・都市教養学部経営学系教授）

【講演 3】 「生きるための大学」

講師　牧野　　篤（東京大学大学院教育学研究科教授）

≪第2日　5月28日（金）≫

【教員向けFDプログラム】

ガイダンス及びワークショップ「今、大学教員に求められている資質とは？」

ガイダンス講師　　　舛本 直文（大学教育センター教授）

ワークショップ講師　青塚 正志（都市教養学部理工学系教授）

【職員向けSDプログラム】

グループ討議及び講話

テーマ：「魅力ある大学・高専を作り上げるために

私たち職員がなすべきことは何か」

ＦＤ・ＳＤ宿泊セミナー 
平成22年度　公立大学法人首都大学東京 
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―はじめに―

2008年秋から地方独立行政法人評価委員会の委員と

して首都大学東京の評価に関わらせていただいており

ますが、 橋理事長や原島学長をはじめとする法人や

2大学1高専の先生、職員の皆さんから様々なお話をお

伺いするうちに感情移入といいますか、今では自分の

大学の次に関わりの深い大学として愛着を持つように

なっております。

南大沢、日野、荒川の3キャンパスを訪問し、学生

の皆さんのお話も伺いましたし、同じ法人傘下の産技

大や産技高専にもお邪魔しました。今日は、公立大学

法人首都大学東京のサポーターの一人として私自身の

経験やそれを通して考えたことなどお話ししたいと思

います。

ただいま原島学長のとても本質的で有益なお話を伺

わせていただきましたので、そのことも踏まえながら

話を進めたいと思います。

―地域の再生と大学の貢献―

リクルートが隔月に発行している『カレッジマネジ

メント』とい雑誌に「大学を強くする」という連載を

書かせていただいておりますが、第32回目の原稿のタ

イトルは「地域の再生と大学の貢献」というものです。

先ほど原島先生が進学率の話をされましたが、大学進

学率が10％までをエリート段階、10％を超えて50％ま

でがマス段階、それを超えるとユニバーサル段階とい

うことになる訳ですが、日本の進学率が5割を超えた

ということは明らかにユニバーサル段階ということに

なります。ところがそのデータを地域ごとに見ると、

京都、東京、広島、神奈川の4都府県が60％を超える

のに対して、沖縄は36％、東北や北海道は40％前後と、

かなりの開きがあることがわかります。つまり、ユニ

バーサル段階の地域もあれば、まだマス段階の地域も

あるということです。

それから、日本全体で大学もしくは大学院を卒業し

た人たちがどのくらいいるかを調べてみると、データ

が古いのですが2000年時点で14％ぐらいしかいませ

ん。それ以降その値は増えているはずですがまだ20％

には満たないと思われます。大学を卒業していない人

がまだ8割いるということは、ある意味でそこに大き

なマーケットがあると見ることもできます。私たちは

約770の国公私立大学を一括りにして議論しがちです

が、地域ごとに見ていったり大学ごとに見ていったり

すれば、その姿が違っているということが分かるはず

です。

規制緩和や民営化が叫ばれて久しくなりますが、こ

れらの動きには一方で批判もあり、慎重に進めるべき

点も少なくありません。しかしながら、地域でできる

ことは地域で解決するという流れは、動きこそ緩慢で

すが、方向性としては間違っていないし、進めていか

なければならないことだと考えています。

昨年、高知県庁で講演をしたのですが、4,200億円ぐ

らいの財政規模に対して税収は700億円だそうです。6

分の5は交付税や補助金、地方債に依存している訳で

す。大きな企業もなく、経済・産業基盤は極めて脆弱

です。そのような中で将来の姿をどう描くのか、これ

からの地方はどうなるのか考えさせられます。

地域間格差が問題になっていますが、これも連載を

書くためにデータを調べてみると、1950年代とか60年

代には、一番経済力がない県とある県と見ますと、2

～3倍くらいに開いていたのです。ところが、経済成
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教育研究と経営の質の持続的向上に向けて

筑波大学大学院ビジネス科学研究科教授

大学研究センター長

吉武　博通

吉武博通（よしたけひろみち）氏
プロフィール

筑波大学大学院ビジネス研究
科教授。同大学研究センター
長。新日本製鐵株式会社に入
社し、総務部組織室長等とし
て、同社の経営・組織改革の
推進を担当。2003年より筑
波大学社会工学系教授とな
り、大学改革の企画推進を担
当するとともに、企業・大学
両現場の改革実践に基づく経

営管理や大学経営の理論化・体系化に取り組む。2006年よ
り筑波大学理事・副学長。2009年より現職。専門分野は、
経営戦略論、大学経営論。



長につれて、全国各地がその恩恵を受けるようになり、

地域間格差はかなり縮まってくるのです。この傾向は

1990年代くらいまで続きますが、いわゆる小泉改革の

三位一体改革や地方にある工場の海外移転などに伴い、

再び格差が広がり始めた。広がったとはいえ、1950年

代から70年代の前半頃までに比べたらまだまだ小さい

のですが、傾向としてはむしろ開く方向にある。

何を申し上げたいかというと、日本という国を全国

平均で見ていくだけでは物事の本当の姿は見えないの

ではないか、地域ごとに考えていかなきゃいけないの

ではないかということです。地域の視点で考えていけ

ばコミュニティが見えてくる、コミュニティが見えて

くれば、個人の顔も見えてくる訳ですから、個人、つ

まり人間に焦点を当てて、一人ひとりが自立して幸福

を追求できるようにするために何が必要なのかという

視点で様々な問題を考えることができるようになりま

す。

個人をバックアップするのは家族です。その家族を

バックアップするのがコミュニティであり、そのコ

ミュニティを支援するのが基礎自治体ということにな

ります。政治哲学の概念に「補完性の原理」というも

のがありますが、これからはそれを基本に据えた社会

やシステムが重要になってくるものと思われます。

大学についても、770を超える大学は設置形態も違

えば、立地や歴史もすべて異なります。違いを無視し

て一律的な議論をしたり、大学同士が横並びで同じよ

うな行動をとったりすることは避けなければなりませ

ん。静岡産業大学の大坪学長は「自分は大学論はやら

ない、静岡産業大学はどうあるべきかという議論はす

るけれども」という趣旨のことを述べられて、「静岡産

業大学は静岡の産業のために如何に貢献できるか、そ

の一点で考えなければならない」と話されます。

地域の時代において、世界を代表する大都市東京に

ある首都大学がその存在意義や存在価値をどのように

考え、横並びや東大を頂点とする序列を超えて、如何

に独自のポジションを築き上げていくか、そのことの

重要性を述べさせていただき、これから本論に入らせ

ていただきたいと思います。

―鉄鋼業の推移からみる日本経済―

最初に自己紹介を兼ねて、私が育った鉄鋼業界を

通して、日本経済の推移について振り返ってみたいと

思います。

グラフの実線が鉄鋼生産量、点線が鋼材価格の推移

を示しています。生産量も価格も右肩上がりの時期が

ありますがこれをⅠ期とします。次に、生産量は横這

いになるが価格はなお上昇し続ける時期、これをⅡ期

とします。次が生産量は横這いを続けるが価格が下落

する時期をⅢ期、量も価格も激しく上下する時期をⅣ

期とします。

Ⅰ期は1950年から始まる高度経済成長期にあたりま

す。ヒト・モノ・カネの経営資源を調達し、それを上

手に使って生産量さえ増やせば物は売れる、そんな時

期です。鉄鋼業が量的拡大期であったこの時期、日本

経済は年率10％の経済成長を続けました。ただ、日本

の産業が公害問題という深刻な社会問題を引き起した

ことは忘れる訳にはいきません。

1973年の第一次オイルショックを契機として鉄鋼業

界はⅡ期に入ります。1973年に全国の粗鋼生産は1億2

千万トンに達しましたが、以降は1億トンを少し上回

る水準で推移します。Ⅰ期で問題となった公害を防止

するため環境対策に力を入れるとともに、石油価格の

高騰を受けて省エネルギーを進めます。顧客である自

動車業界は燃費を競い、電機業界は省エネを競うため、

鉄鋼製品にもそれを実現するための高付加価値商品が

求められます。私はこの時期を質的充実期と呼んでい

ますが、鉄鋼業界のみならず、日本の製造業が質を競

い、価格競争力と品質などの非価格競争力の両面にお

いて世界を席巻した時代です。後世の歴史家が日本と

いう国を眺めたときに、このⅡ期こそが、日本という

国が世界において最も輝いていた時期だと考えるので

はないか、そう思っています。

ところが、その期間は長くは続きません。日本の製

品に競争力があるからじゃない、円が1ドル240円と不

当に安い水準だから価格面で優位にあるだけだという

のがアメリカの論理だった訳ですが、G5プラザ合意で

円高ドル安にすることが決まります。そこから一気に

円高が進みます。国は内需拡大による過度な輸出依存

からの脱却を目指しますが、これが結果的にバブル経

済をもたらし、それが崩壊する1991年から日本経済は

長期の低迷期に入ってしまいます。いわゆる失われた

鉄鋼業の推移から日本経済の変遷をみる

Ⅰ期：1950～73年（量的拡大期）～～高度経済成長
粗鋼生産と鋼材価格の推移

（粗いイメージ図） 長
・生産能力拡大 ・資金と原料の長期安定確保
・良質な労働力の確保と良好な労使関係 等

（粗いイメ ジ図）

Ⅱ期：1974～85年（質的充実期）～高い国際競争力
・省エネ対策 ・環境対策
･顧客要求厳格化への対応 等

１億トン

Ⅲ期：1986～01年（構造改革期）～バブル・崩壊・長期低迷
・多分野への多角化→選択と集中、本業回帰

全国粗鋼

・製鉄事業の構造改革～鋼材価格約90→50千円/ﾄﾝ
従業員65→20千人以下

Ⅳ期 2002年以降 内需の低迷と新興国の経済成長

鋼材価格

Ⅳ期：2002年以降～内需の低迷と新興国の経済成長
・アルセロールミタルと中国鉄鋼生産急拡大への対応

・原料問題、地球環境問題への対処

Ⅰ期 Ⅱ期 Ⅲ期 Ⅳ期
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10年が始まります。鉄鋼業界は生産量こそ横ばいを続

けますが、ずっと価格は下がり続けていくことになり

ます。売上高が毎年減ってくる、都や大学の財政に置

き換えると毎年数パーセントずつ財政規模が小さく

なってくるということになると、恐怖感すら出てきま

す。その縮小ペースを上回るスピードで会社のコスト

削減をしなきゃいけない、そういう状況だった訳です。

その時期に社長に就任したのが後に経団連会長を務

める今井敬さんです。今井社長のリーダーシップの下

で製鉄事業構造改革委員会を立ち上げ、これまでの生

産現場中心のコスト削減に加えて、経営の仕方、物の

買い方、人の働き方など、「経営ソフト」と呼ぶべきも

のを変えていくことになります。3年間でホワイトカ

ラーを4割削減する、本社の部の数を半減する、分権

化と現場主義に基づき現場に近いところでものが決め

られるようにする、そんな取り組みを、期間を区切っ

て集中的に行いました。従業員に対しては解雇や希望

退職こそ行いませんでしたが、グループ会社や取引先

への転籍、早期退職の促進、退職補充の抑制などによ

り、その数を減らしていきました。1985年に6万5,000

人いた従業員が2000年には2万人以下になっていまし

た。粗い見方ですが生産性を3倍にあげたと見ること

もできます。

これらの構造改革も終わり、アメリカもブッシュ政

権のもとで好景気、中国も急速に成長するという状況

の中で、鉄鋼業は2002年頃から量・価格とも上向いて

きます。日本経済もいざなぎ景気超えだとか、多くの

企業が史上最高利益を更新するというような状況にな

りました。学生の就職状況も好転したことはご記憶の

ことと思います。ただ、経済指標や企業収益に比して、

一般の人々の生活実感は上向かない、閉塞感も解消さ

れない、そんな状態も続いていたように思います。

しかしながら、数字の面は決して悪くなかった、そ

んな状況の中で、2008年9月にリーマンショックが起

こり、瞬く間にその津波が世界を飲み込んでしまいま

した。そして這い上がりかけると、今度はギリシャ・

ショック。このような変化の激しい時代に移ってきた

訳です。

後づけの説明になりますが、このⅠ期、Ⅱ期、Ⅲ期

というのは、経営者にとっても企業が何をやるべきか、

政治家にとっても日本が何をやるべきか、比較的明確

だったのではないかと思います。企業の場合ならば、

Ⅰ期は量を増やせ、Ⅱ期は品質を上げろ、Ⅲ期はコス

トを下げろ、で来られたように思います。もちろんそ

れ自体が苦しいことであり、容易なことではありませ

んでしたが、進むべき道を迷うことは少なかった、方

向は見えていました。しかしながら、このⅣ期は先が

どうなるかが見通しにくく、変化の大きさや変化のス

ピードもこれまで経験したことがないほど大幅に増し

ています。

これまでの知識の枠組みや思考方法だけでは乗り切

れない時代になったと言わざるを得ません。

―「既知の世界」と「未知の世界」―

こういった状況の中で、私たちはあらためて「大学

とは何か」を問い直してみる必要があると考えていま

す。

このような社会の大規模かつ急速な変化に大学が背

を向ける訳にはいきません。それらから無縁であろう

としてもその波は容赦なく大学にも押し寄せてきます。

「だから、大学はもっと社会の変化に敏感になり、

社会の要請に応えなければならない。教育においても

社会が求める人材を育成しなければならない」という

声も学内外で強まってきます。

だからといって、社会の要請や社会が求める人材と

は何だろうか、その点についてはもっと深く冷静に問

うてみる必要があるように思います。社会の要請や社

会が求めるという時の社会とは具体的に何を、そして

誰を指すのか。企業を中心とする経済界からの要請が

最も意識されがちですが、社会的存在として長期的視

野で経営している会社もあるし、目先の利益だけを追

求している会社もある。社会といっても多様ですし、

多くの人々が将来よりも今のことで精一杯という状況

もあります。

結局は、私たち大学に関わる者自身が、あるいは大

学自身が世界や日本の未来を洞察し、大学の在り方や

育成すべき人材像を考えていくしかないのです。その

ことをこれまで一貫して申し上げてきたつもりです。

私が企業から大学に来て一番違うと感じていること

は、企業は既知の枠組みの中でいろいろな応用展開を

しているが、大学は未知を開拓し、未知を既知に変え

る役目を負っているということです。例えば企業の研

究から中からニュートリノに質量があるなんて発見は

まず期待できません。植物の生存戦略なんていう議論

も出てきません。不思議だから、知りたいから探求す

る、なんてことは許してもらえません。企業というの

は少なくとも大学を中心とした知の創造拠点で生み出

されたものを所与の前提としてその既知を組み合わせ

て、生活に役立つものをつくる、そういう役割を担っ

ている訳です。

実社会は既知、大学は未知あるいは未知と既知を繋

ぐ部分で、それぞれの活動が展開されていることにな
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ります。だから大学は、既知や常識だけじゃない部分

をしっかりと維持していかなきゃいけない訳です。そ

こに大学のおもしろさがあるのだという気がします。

ですから、評価委員の仕事をさせてもらいながら矛

盾を感じることもあります。計画だ、評価だ、といっ

て社会が大学を既知の枠組みの中に閉じ込めてしまっ

ているのではないかという疑問です。しかし、大学が

貴重な税金や学生納付金で運営されている社会的存在

である以上、説明をしなければいけない。そして大学

の教育研究や経営がより良いものとなるよう不断の努

力を重ねていかなければならない。そのためには計画

や評価がどうしても必要だ、そのことも強く感じています。

心しておくべきは、社会が社会の常識の枠組みの中

で寄って集って大学にいろいろなものを求めてくると、

既知で大学を囲いこんでしまい、未知なるものを追究

する余地や意欲を失わせる危険性があるということで

す。そのバランスをとりながら評価の仕事に関わって

いきたいと考えています。

―企業人から大学人への転身―

ここに私の経歴とそれぞれのポジションで考えたこ

とをまとめております。ご覧いただいた通りですが、

企業と大学の2つの現場の経験を通して考えたことを2

点だけお話ししたいと思います。

一つ目は、会社でも大学でも役所でも、企画、総務、

人事、財務などいわゆる管理部門で仕事をしている人

が評価されたり、偉そうに振る舞ったりしがちですが、

現場こそもっと重視されなければならない、現場から

発想しなければならないということです。

特に役所や大学の職員と話していると、リアリティ

が感じられないことが少なくない。そして二言目には

本省・本庁がこういった、大学本部がこういった、学

長や事務局長がこういった、という言葉が聞こえてき

ます。

大切なことは現場で何が起っているかということ、

それを自分の目で確かめたかといこと、そして自分の

頭で考え、自分の言葉で語っているかということです。

特に、現場のリアリティを出発点にとことん論理的

に考え抜いてほしいと思います。そして自分が認識し

た事実や課題、その解決策、実行に向けた手順などを、

しっかり文書化し、説明していかなければならない。

その力を鍛えるということです。私にとって入社から

3年間の製鉄所での勤務は、その訓練の日々だったと

思います。いま考えるとこの時に仕込まれたことが役

立っている。そう思います。

二つ目は部長になり、同時に子会社2社の社長を兼

務しながら感じたことですが、マネジメントというの

は全人格的な営みだということです。マネジメントや

リーダーシップの本を読むことも大切ですが、それだ

けではマネジメントはできない。自らを全人格的に成

長させていかなければいけない、それを強く感じます。

今、教育組織の長や部課長の立場にある人だけでな

く、大学全体が今後益々マネジメントという要素を重

視しなければならない訳ですから、今日お集りのすべ

ての皆さんにマネジメントというものの面白さや難し

さ、そしてそれが全人格的な営みだということを知っ

ていただきたいと思います。

―社会は人を育てる場―

橋理事長も大きな会社でトップマネジメントまで

上り詰められましたが、きっと会社は偉大な学校だっ

たという感想を持っておられると思います。多くの企

業経営者の方々が、自分は会社で多くの様々なことを

学んだ、自分の会社は自分にとって偉大な学校だった、

という趣旨の話をされます。つまり、規模の大小に拘

らず、良い企業というのは人を育てる場だということ

です。

同じように、この首都大学東京も多くの教職員を雇

用しています。首都大学東京で働いたことによって、

教員も職員の皆さんもこれだけ成長したという実感を

持てるような環境を作っていくことが、極めて重要で

あるということです。そのようなマネジメントが行わ

れているか、長の立場にある人はそれを意識しながら

長の仕事をしているか、そのことを改めて考えてみて

ほしいと思います。

人間は生まれてから死ぬまで、生涯学び続ける存在

なのだろうと思います。学生に対する教育という点で

いえば、生涯学び続けるというプロセスの中で大学や

大学院の期間をどう位置づけるかという視点が重要に

なりますし、経営という点で考えると、働く場として

の大学で教職員が如何に自らを成長させられるか、大

学が如何にそのような環境を与えられるかという視点

が大切になります。

―大学の使命・歴史の再確認と多様性の尊重―

次に、民間的発想の重視ということがいろいろな場

で言われる訳ですが、当然大学に役立つ要素もあるし、

使命や目的を異にする大学にはそのまま生かせない部

分もあります。従って民間的発想のどういう面を重視

し、それに学べばいいかということを少し丁寧に見て

いく必要があると考えています。

民間的発想を生かすにあたっての前提として4つの
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ことをここにまとめています。

一つ目は、大学の使命や歴史というものを改めて理

解しそれを尊重することです。先ほども述べたとおり、

大学の本質を理解することなく、社会への迎合や民間

的手法の過度な導入を行うことはあってはならないこ

とです。

二つ目は、大学と企業の組織原理の違いを理解する

ということです。教学と経営の関係、学部や教授会の

自治をどう考えるか、もっと詰めた議論が必要ですが、

このような論点は企業や役所にはありません。大学特

有のものです。これを無視して民間的手法を導入して

もうまくは根付きません。

三つ目は、多様性を重視するということです。大学

の研究は教員個々の興味・関心に基礎を置くことが基

本と言われています。企業や独法の研究所のようにあ

る方針の下に行う研究とは性格を異にします。もちろ

ん、都の税金で賄われている以上、都民や都政のニー

ズに沿った研究も必要でしょうし、大学として重点

的・組織的に取り組む研究もあるでしょうが、その基

礎にあるのは教員個々の興味・関心です。何物にもと

らわれない自由な発想とか自主・自立の精神、学問分

野・領域の多様性を尊重するということは非常に大事

なことです。

筑波大学は極めて幅広い分野を有する総合大学です

が、外から来た私にとって全ての学問分野が等距離で

あり、興味深く感じられます。よく見てみると、文系

と理系、理系の中でも理学と工学、理学の中でも数学

と物理と化学という具合に、学問分野やさらに細かな

専門領域によって発想がかなり違うことに気づきます。

教員は大学に長くいる割には、大学のことを実はよく

知らない、そんな印象を受けます。

だから、学部長といえどもいくつかの学問領域から

構成されている学部では、全体を把握できないし、自

身の出身領域の常識や経験で学部を運営しようとして

上手くいかなくなる。あるいは学長や副学長にも同じ

ような面が出てしまうのかもしれません。長の立場に

ある人は自分の出身領域のことを一旦忘れて、それぞ

れの分野・領域の特徴や発想を虚心坦懐に理解すると

いう努力が必要なように思います。

少し横道にそれたかもしれませんが、多様性を尊重

する、これは特に大学という組織において重視されな

ければなりません。

その上で、最後の四つ目として、民間的発想といっ

ても単なる手法や方法論に学ぶよりは、長く続いてい

る企業や優れた成果を挙げ続けている企業の経営哲

学・理念や企業文化に学んでほしいということを強調

しておきたいと思います。

―人間重視・現場重視と経営資源を活かす―

これらの会社に共通することの第一は人間重視、現

場重視ということです。残念ながら大学という職場を

見て、特に国立大学の場合ですと、法人化前までは文

部科学省を頂点とする官僚機構の中にいて、現場に行

けば行くほどやはり出先機関だという、こういう感じ

があるわけですね。上位者の部下に対する目配りや心

配りも総じてあまり感じられない。教育機関でありな

がら、若い教員や職員を育てよう、育てるために何を

すべきか、といった意識や議論が少ない。それよりは

本省や上位役職者に気を遣う。どうしても現場は二の

次になる。極端な言い方に聞こえるかもしれませんが、

日本のパブリックセクターはそうやって本来ならば育

つはずの人たちを育ててこなかった。都庁や首都大学

東京でもそのような状況にないか、真摯に見つめ直し

てほしいと思います。

人・もの・金といった経営資源を如何に有効に活用

するかが経営の本質と言われますが、人に次いで気に

なることは、ものやお金が活きた形で使われているか

という点です。最近では経営資源に情報や時間を加え

ることもありますが、これらを含めて経営資源が活き

た形で使われているかどうかは十分に点検する必要が

あるように思います。これが民間企業に学ぶ第二の視

点です。

―学生は「顧客」であり「構成員」であり「製品」―

第三は顧客志向と付加価値重視です。高校を卒業し

て入学してきた学生たちにどのような付加価値をつけ

られるかということです。同時に、大学にとっての顧

客は誰であり、常に顧客の視点に立った教育や経営を

行っているかということです。私は大学にとって学生

は顧客であり、社会に送り出す人材であり、一緒に大

学を作り上げる構成員だと考えています。

社会に送り出す人材という部分はこれまであえて製

品と言っていたのですが、そのたびに学生は製品なん

かじゃないというお叱りを受けるので人材と言い換え

ます。ただ、新日鉄では全ての出荷製品の製造履歴が

コンピュータ上に残っていますし、出荷先や用途まで

明らかになっています。従って、顧客で不良が見つか

れば、製鉄所内のどの工程に原因があったかまで突き

止められます。

製品でなくて人材だというならば、日本企業の製品

以上の履歴管理や送り出した先までのフォローアップ

をやっていますかと聞き返したいのですが、たぶんそ
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んなことが出来ている大学は少ないでしょうし、そこ

までやる必要があるかどうかもわかりません。

製品という用語の是非よりも、学生の視点や学生の

立場に立脚した教育や運営をしていかなければならな

いということが本質なのです。

―社会の変化・環境の変化に対する高い感度―

第四は、社会の動向や環境の変化に対する高い感度

を持つこと。

為替レートの変動は経済の世界に身を置くと、日々

敏感にならざるを得ませんが、大学でも留学生の生活

に直結する重要な問題であるはずです。しかし留学生

を担当する教職員に円とウォンの交換レートの動向と

それによる問題点を聞いてもピンと来ないことがあり

ます。ウォン安円高になったら韓国からの留学生が生

活は大変だぞと言って初めて理解してくれる、そんな

ことがありました。

先ほども述べたとおり、社会の動きに一喜一憂した

り迎合したりする必要はありませんが、大学が社会的

存在であり、社会や経済と深く関わっている以上、そ

の変化に対する感度を高くしておく必要はあります。

それから、なんといっても日本の名目GDPが過去十

数年にわたり横這いを続け、その中で社会保障費だけ

が増加を続ける。だから地方に配分するお金や教育に

配分されるお金も年々縮減を余儀なくされる。このこ

とは十分に認識する必要があります。GDP比でみた高

等教育に対する公財政支出の割合の小ささを各国と比

較し、もっと増やすべきだと主張していますが、国民

の理解を得にくいのが現状ではないでしょうか。

大学には経済学者をはじめ様々な専門家がいるはず

です。これら専門家の知恵を総動員して、日本の経済

のパイを増やすことやそれをより適切に配分すること

を真剣に考え、発信しないと業界団体の要望と大差な

くなってしまいます。教育研究だから大切、という抽

象論だけでは社会を動かせません。

だからこそ、第五番目になりますが、大学に真のマ

ネジメントを確立する必要があります。そのマネジメ

ントに本気で取り組む必要があります。企業にあって

大学に不足しているのは、このマネジメントの本気度

です。

その点でいうと、首都大学東京には、理事長・学長

の下でマネジメントが確立しつつあり、私が見させて

いただく限り良い流れができてきているような気がし

ます。職員の方々とお話ししてもそれを感じることが

あります。

企業の場合はなんと言っても赤字が続くとつぶれる

という危機感や緊張感があり、それが経営者や社員を

本気にさせますが、今の時代は大学にもその危機感が

必要だと感じています。危機というのは好機でもある

訳ですから、危機感を本気度に繋げ、本気で真のマネ

ジメントを確立する。それが大切だと思います。

―分母は投入資金・分子は質―

大学に来た当初に何度も聞かされた言葉は、「先生、

大学は企業と違うんです。」企業ではこうだったという

言い方は極力避けたつもりでしたが、それでもそのよ

うな言われ方をする。そこで考えたのが次の分数の図

です。

企業のパフォーマンスというのは、お金を投入して、

それに対してどれだけ利益が出たのか。大学のパ

フォーマンスというのは、お金を投入してどれだけク

オリティーを高めたかですね。

確かに分子は違いますね。企業は利益で明快に数値

が出ているが、大学の場合の教育・研究の質は、一部

数値化できるところもあるけど、全体を数値で表すこ

とは容易ではない。だけど、この数式が示すとおり、

企業も大学も分母にお金を投入して、より大きな分子

を求めるという点では共通する訳です。

企業に投入されるお金は株主・機関投資家・銀行な

どによるものですが、機関投資家のお金は年金や保険

料だし、銀行融資の原資は預金です。また、大学に投

入されるお金は学生納付金か税金です。つまり企業も

大学も国民が額に汗して稼いだお金を分母に入れても

らって初めて成り立つ訳です。分母に差はないと考え

てよいと思います。

分子の方は確かに利益と教育・研究の質と異なりま

すが、企業の利益も製品やサービスの質の結果という

ことができます。会社全体では利益が計算されますが、

それぞれの機能部門やそこで働く一人一人にとって、

自分がいくら稼いだのかを知ることは一般的には困難

です。企業の現場でも質を高めることの努力が日々な

企企業のＰｅｒｆｏｒｍａｎｃｅと大学のＰｅｒｆｏｒｍａｎce

利益（ 商品 サ ビスの質）利益（ 商品・サービスの質）

投入資金
企業のPerformance ＝

株主、機関投資家、銀行ｅｔｃ．

年金・保険加入者 預金者年金・保険加入者 預金者

教育・研究の質教育 研究の質

投入資金
大学のPerformance ＝

学生・父母、国・自治 体ｅｔｃ．

納税者納税者
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されているのです。

このような違いと共通点を正しく理解することも不

可欠です。

―大学を取り巻く環境認識―

次にお見せするスライドは、国立大学が法人化され

てから半年経った平成16年9月に開催された国立大学

協会主催の学長を対象にした第1回トップマネジメン

トセミナーの講演で用いたものです。

大学を4つの環境が取り巻いていることが示されて

いますが、右上のグローバリゼーションと大学間競争

の激化、右横の財政状況悪化と18歳人口の減少、は多

くの大学関係者が口にすることで、大学を取り巻く環

境の厳しさを表しています。

しかし、それだけでいいのでしょうか。左上には資

源問題や環境問題など人類社会の未来に関わる地球規

模の問題が書かれており、左横には日本において新た

な社会システムの構築や新たな発想に立った人材の育

成が求められていることなどが書かれています。

口を開けば大学が置かれている環境は厳しいという

ことになるのですが、これらはみな右側の問題であり、

左の問題、つまり地球規模の問題や日本社会の問題に

大学はどう立ち向かっていくのか、その議論があまり

に少ないということを申し上げたかった訳です。つま

り、大学が解決すべき課題は山ほどあるのです。ニー

ズがあれば社会的存在意義もあるはずです。

ただ、それらのニーズに対応するためには、やはり

資金をはじめとする経営資源の投入が不可欠であり、

そのためには大学の活動に対する社会の信頼が高まら

なければならない。それが下からの矢印の意味すると

ころです。

―大学本部の一員として関わってきたこと―

私自身が筑波大学でどのような仕事に関わってきた

かということを次のスライドに示していますのでご覧

いただきたいと思います。

法人化前の一年間は企画調査室という教授数名から

なる組織のただ一人の専任教員として、法人化準備の

ための作業に関わりました。特に大きな仕事だったの

は非公務員化に伴う就業規則の制定や労使協定の締結

です。

法人化後の2年間は学長特別補佐として、学長や数

名の副学長を補佐し、法人化後の体制整備や積年の課

題であった学群改組などに関わりました。

その後理事・副学長となり企画・評価・総務・広

報・国際連携などを担当します。ただ、あまり目立た

なかったと思いますが一番時間を使い、力を入れたの

は、それらの業務を通して職員の意識を変え、一人一

人の力を付けていくということでした。

私自身に身に付いたスタイルなのかもしれませんが、

役職や年齢に関係なく職員ととにかく対話する。用が

ある時はこちらからそれぞれの職場に出向く。残業が

多そうな職場には夜や休日にぶらりと立ち寄ってみる。

部課長からは自分をとばして部下に声をかけるなど不

満もあったようです。決して評判がよかったとは思い

ません。しかし、心ある職員の中に変化が生じ、何で

も本音で語ってくれるようになったことが何よりの喜

びでした。

また、教員や事務職員の陰になってほとんど顧みら

れなかった技術職員とも直接に対話する機会を持ちま

した。彼らは研究室単位で採用されてきたので、本部

の人事はあまり関心がなく、大学の方針や情報が伝わ

るルートすらありませんでした。理工系のある国立大

学には多くの技術職員がいます。アメリカでは優秀な

テクニシャンには教授以上の給料が払われているとも

言われています。

大学という組織が機能するために、誰がどこで貢献

してくれているのか、大学のトップや本部の職員は

もっと丁寧に現場を歩き、耳を傾ける必要があると思

います。

大学本部の一員として関わってきたこと

22003年度（法人化準備）
法定会議（役員会、経営協議会、教育研究評議会、学長選考会議）等の体制整備、
監査体制（監事監査 内部監査）労働条件（就業規則 労使協定等）環境安全管理他監査体制（監事監査・内部監査）、労働条件（就業規則・労使協定等）、環境安全管理他

2004～2008年度（法人化後の運営体制確立、第一期中期計画の推進と業務実績評価）
・年度計画策定・実績評価 中期目標期間の実績評価年度計画策定 実績評価、中期目標期間の実績評価
・法定会議を軸にした適正な意思決定と学内対話を重視した円滑な業務執行
・教員業績評価、事務職員の配置・育成、技術職員の組織化、総人件費改革の推進
学群改組 筑波スタンダ ド 教養教育機構 大学院生支援の拡充（ＴＡ制度等）・学群改組、筑波スタンダード、教養教育機構、大学院生支援の拡充（ＴＡ制度等）
・戦略イニシアティブ推進機構、ＴＬＯ機能の学内移管
・留学生支援体制の強化、国際交流の拡充、海外拠点の設置、世界ランキング
・地元自治体との連携強化
・広報の強化(HPのリニューアルと４言語化、学内広報誌、筑波大学ギャラリー
・危機管理体制の整備と不祥事等危機発生時の対処危機管管理体制 整備 不祥事等危機発 時 対処
・監事及び監査室との連携による監査体制（監事監査・内部監査）の充実

～これらの仕事を進める中で、教員・職員（事務・技術）との対話に多くの時間を費やす

2005年以降、『カレッジマネジメント』(リクルート）に「大学を強くする」を連載中
我が国の大学を取り巻く環境認識

環環境 資資源等地球規模のの問問題のの解解決 国国際的なな大大学間競争のの激激化環環境・・資源等地球規模の問題の解決
高度かつ安定した国際社会の実現

国際的な大学間競争の激化
グローバリズム、市場メカニズム、IT化

学
新たな社会システム構築 危機的な財政状況大 学
新たな社会システム構築
人材育成ニーズの高度化

危機的な財政状況
１８歳人口の減少

大学の教育・研究の質、経営の質に対する信頼の確立が不可欠
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―法人化による国立大学の変化と課題―

国立大学自身は首都大学東京よりも1年先に法人に

移行しましたが、その結果どのような変化が起ってい

るかを示したものが次のスライドです。

国と大学の関係というのは、明らかに自律化の方向

に変わってきているという実感があります。かなりの

ことを任せてもらえるようになりました。ただ、GPだ

とかCOEだとか、いろいろな仕組みが出てきますので、

その動向を知り、少しでも多くの補助金を獲得しよう

としますから、どうしても文部科学省の方を向いてし

まう、そういう面は依然として残っています。理事や

事務局長をはじめ幹部職員の人事も、法人の長が決め

るとはいえ、文部科学省と相談・調整しながら行いま

すから、幹部職員の中には学長よりも本省の意向を気

にする者も少なくありません。大学と文科省の双方が

もっと努力しないと、本当の自律的運営はそう容易に

は実現しないと思います。

これまで国がやってくれたことの多くを法人が自ら

の業務として判断し処理しなければならなくなったた

めに、大学本部の仕事量が増大したという面がありま

す。一つの例が、国家公務員法、国家公務員給与法、

人事院規則などから就業規則等への移行です。法人の

責任で予算を編成し決算を行い公表するということも、

法人化以前にはなかった仕事です。

法定会議として役員会、経営協議会、教育研究評議

会が新たに義務づけられました。教育研究評議会はこ

れまでの評議会が法定化されたものですが、他の二つ

は全く新たな会議体であり学外者も参加します。

学部や研究科など現場の教職員から見れば、本部は

忙殺されているし、自分たちの知らない会議で何かが

決まっているようだという違和感のようなものが生ま

れてきます。しかも、理事長がおらず学長一人が法人

の経営も大学の教学も最高責任者として統括する訳で

すから、かなりの負担になります。大学本部と教育研

究の現場が離れてくることが危惧されるために、どの

大学も学長はこれまで以上に現場との対話に気を配る

ようになります。現場との間の意思疎通をどうやるか

が、大切であると同時に非常に難しい問題となってい

るというのが一つのポイントだと思っています。

学外者がいろいろな形で大学経営に参加しているこ

とも法人化後の大きな変化です。このことは大学に良

い刺激を与え、良い効果を生んでいるように思います。

ただ、まだまだ不十分だとは思いますし、そこそこの

レベルで止まってしまうような気もしていますが、そ

れをどれだけ実質的な改善・改革に結びつけられるか、

今後の課題と考えています。

教職員の意識面での変化はどうかということですが、

法人化以降、効率化係数がかかったり、人件費削減が

国の方針で進められたりということもあって、メリッ

トは実感できていないだろうと思います。むしろ否定

的な受けとめが多いのではないかと感じています。

教員と職員に分けてみていくと、教員の場合、危機

感のある人や改革マインドの高い教員はこれを機に大

学を大きく変えたいと考えているようで、大きな推進

力になってくれます。その一方で、変わりたくない、

法人化以前に戻りたいと考えている教員も少なくあり

ません。

職員の方は、上司や周囲の様子を窺いながら、少し

ずつ変化させていっているというのが大方のところで

はないかと感じています。マラソンに例えると、法人

化という号砲と同時に猛スピードで走り始めた教員が

いる一方で、スタートラインから動くことすらしない

教員がおり、職員はその間にあって周囲を窺いながら

ゆっくり走る、そんなイメージかもしれません。

組織である以上、もう少しペースを合わせる必要が

あるでしょうし、もう少しペースアップしてもよいの

かなというのが率直な感想です。

法人化が教育研究の高度化や経営力の強化に結びつ

いているかという点でいえば、経営力の強化には一定

程度繋がっているものの、教育研究の高度化にはまだ

結びついていないとことになるのではないでしょうか。

教育と研究を分けて見てみると、教育は法人化自体の

効果かどうかは別にして、組織的に改善を図っていか

なければならないという意識は高まっているように思

います。ただそれも全教員に広がるところまではいけ

てないと思いますし、効果というところまではいけて

ないように思います。問題は研究であり、原島学長も

ご指摘されているとおり、むしろ競争的資金の獲得や

評価で、教員が忙殺され、研究のアウトプットが減っ

ているのではないかという認識を持っております。

法人化による国立大学の変化と課題

１１．大学の運営や業務面でどのような変化が生じているか
（１）国と大学の関係は自律的運営に向けて明らかに変化
（２）大学本部の役割や業務は大幅に増大（２）大学本部の役割や業務は大幅に増大
（３）大学本部と教育研究現場の認識や意識のギャップの拡大が懸念
（４）学外理事、監事、経営協議会委員など学外者の参画はプラスの効果をもたらしていると

考えてよいのではないか考えてよいのではないか

２．教職員の認識はどうか、意識面での変化はあるか
（１）現場レベルで法人化によるメリットを実感できるまでには至っておらず、基盤的資金の縮

減や計画 評価に係る業務 増大など 否定的な受け止めが 多 はな か減や計画・評価に係る業務の増大など、否定的な受け止めが 多いのではないか
（２）危機感や改革マインドの高い教員を中心に様々な取り組みが進むという面はあるが、

組織全体としての取り組みやその成果は今後の課題
（３）職員については 法人独自の方針による採用 生え抜きや外部人材の登用など 大き（３）職員については、法人独自の方針による採用、生え抜きや外部人材の登用など、大き
な変化が見られるが、職員組織全体の底上げは今後の課題

３．法人化が教育研究の高度化や経営力の強化に結びついているか

４．公立・私立との関係を含む国立大学の存在意義の明確化と個々の大学の個性化・機能別
分化が進みつつあるか、それらに関する社会的合意の形成が進みつつあるか

30



―大学ごとに存在意義と特色を明確にすべき―

このような中、国立大学や公立大学が法人化され経

営の自律性を求められるようになり、また大学間の競

争も激化の様相を呈してくると、設置形態区分とは何

かという疑問があらためて浮かび上がってきます。ま

た、大学ごとにその存在意義が問われるといった状況

が生まれつつあるように感じています。

去年のこの同じ場で、天野郁夫先生も言われており

ますが、首都大学東京の存在意義は何なのかという問

題です。

筑波大学も同じで、そもそも国立大学の存在意義は

何かということを明らかにする必要があり、その次に

茨城県に茨城大学以外の大学が存在する意味は何かと

いうことを問うてみなければなりません。

明らかではないかという反論も聞こえてきそうです

が、国民の多くが納得できるような、国民の立場に

立った簡潔にして分かり易い説明ができなければいけ

ないと思います。国立大学の存在意義については文部

科学省や国立大学協会で様々な説明がなされています

が、いずれも相対的なものでしかなく、説得力を欠く

との指摘もなされています。

筑波大学についていえば、旧帝大のような当該地方

の最高の教育研究機関であり国を代表する総合大学と

いう位置づけや一県一校の大学のような性格を有して

いる訳ではありません。開学理念は大学改革を先導す

る大学ですから、全ての大学が改革の成果を挙げれば

歴史的使命が終わることになってしまいます。

もちろん、自分の大学ですから存在意義がないなど

と思っておりません。しかしいざ説明しようと思うと

意外に難しいものです。きちんと教育をし、研究成果

を挙げていればそれだけで十分に社会的意義を示して

いるではないかという考え方もあっていいと思います。

何よりも数多くの卒業生を輩出しているのですから、

そのことを誇りに持ち、彼ら彼女らのためにも大学と

して生き続ける、そのような考え方でも良いように

思っています。

一方で、政府・自治体、産業界・金融界、初等中等

教育など大学以外の様々なセクターで大規模な統廃合

が進む中、大学だけが学校数を増やし、学部数を増や

し続けているという状況は客観的にみると不思議な状

況でもあります。遠くない将来に大規模な構造変革を

余儀なくされる可能性があることも考えておく必要が

あると思います。その時に、自校の存在意義や使命・

特色を明確に示す必要があります。

どっちつかずの曖昧さを残した話をしてしまいまし

たが、この問題を考え続けるという姿勢が大学の教育

研究力や経営力を強めていくことになるのではないか

と考えています。

―競争促進的政策の課題と施設整備の在り方―

次に大学を取り巻く環境の中の政策面について2点

ほど触れておきたいと思います。

もっと競争的資金のウエートを高めて、頑張ってい

る大学とそうでない大学のメリハリをつけたらどうか

という議論が経済財政諮問会議などで提起されていた

ことはご記憶のことと思います。

それに対して、日本は米国に比べると既に十分に大

学の選別が行われており、東大に多額の資金が集中し、

一定の資金が配分されているのは東大をはじめとする

10校くらいまでで、それ以外の大学に配分される資金

は限られているという趣旨の反論がなされています。

これだけの先進国になって、いまだに発展途上国の

ような中央集権と首都一極集中が続き、教育研究もそ

れに輪をかけるような状態は見直されなければならな

いと考えています。大学も富士山ではなく八ヶ岳型の

いくつものピークがある構造に持っていかないと東大

自身の国際競争力もつかないように感じています。

もう一つ考えておくべきは、国立大学や公立大学の

施設整備の問題です。私立大学は保有不動産の売却や

賃貸などでキャッシュを捻出しながら自助努力でキャ

ンパスリニューアルなどを進めていますが、国立大学

も公立大学も毎年度の運営費交付金の捻出が精一杯で、

施設整備に十分な資金を投入できていないというのが

実情ではないでしょうか。

大学にとっては、なんと言ってもキャンパスや施設

設備が重要です。国立大学の施設整備というのはこれ

までほとんどが補正予算で賄われてきており、それを

除くと86の国立大学の施設設備整備予算というのは

400億円程度です。単純に86大学に等分しても一校5億

円に満たないレベルです。

これまで補正予算で賄ってきたと言いましたが、多

くが景気対策のための公共工事の一環でした。近年公

共工事自体が大幅に抑制されていますので、今後に期

待も持てません。一方で、施設設備をメンテナンスし

ながら上手に使うという発想や方法を国公立大学はあ

まり身につけていないように思います。企業に比べる

と施設の劣化や陳腐化が早いようにも思います。

長期的視点に立った施設整備資金の確保と、施設設

備の維持改善のための工夫は、国公立大学共通の大き

なテーマだと考えています。
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―まず大学のことを知り、他大学の事例に学ぶ―

これからの大学の在り方を考える上でのいくつかの

視点についてお話ししたいと思います。

まず、大学というのは確かに変わりつつある、昔の

印象のまま大学を見ると大学に大きな変化が起ってい

ることがわかると思います。ただ、本質的な変化とい

うのはまだまだ部分にとどまっているという気もして

います。ただ、何が本質的な変化なのか、それから変

化させるべきところと維持すべきところは明確になっ

ているのか、といった点は明らかにしていく必要があ

ると思います。

そのために必要なことは、大学関係者自身が大学に

関する種々の事柄をより広く知ることだと思います。

大学の歴史や制度とか、中教審答申、特にエポックに

なるような答申、大学や大学を取り巻く環境に関する

種々のデータ、世界の大学のシステムや動向などをき

ちんと押さえておく必要があります。

それから、国公私立の枠組みを超えて大学間で情報

を共有することも大切です。私立大学の中には進んだ

取り組みをしている大学も少なくありません。私が知

る限りでも早稲田大学のプロジェクトによる職員育成

と課題解決、京都産業大学の就業力育成、関西外国語

大学の派遣留学生に対する支援体制、多様な国籍の学

生が英語で学ぶ立命館アジア太平洋大学のシステムな

ど参考になる事例は少なくありません。

リベラルアーツの重視が言われていますが、国際基

督教大学や秋田の国際教養大学などには学ぶべき面が

数多くありそうです。

―情報の可視化の重要性―

それから、自分の大学に関する客観的なデータとい

うのを縦横斜めいろいろな形で眺めておく。そのため

にもデータベース化しておく必要があります。もちろ

ん数値だけで何でも判断できるものではありませんが、

可視化できるものがあれば出来るだけ可視化するとい

うことが大事です。その仕事は教員には難しいかもし

れません。教員には教育研究や学生との対応に専念し

てもらいたいと思います。ここで力を発揮し、イニシ

アティブをとれるのが職員です。職員が教員と本当に

対等に仕事をしていこうとするときに、データベース

を構築したり、客観的なデータで物事を分析したりす

ることは大きな力になります。

大学全体のデータだけでなく、学部・研究科の活動

成果・水準や個々の教員の教育研究活動の状況を客観

的に把握することも大切です。それを評価に用いるか

どうかは別にして、データ化し客観化できるものはで

きるだけ共有できるようにデータベースを整える。

仮に評価を行わなくても、データ化されていること

それ自体が課題の発掘となり、組織や個人の改善を促

すことになるはずです。大学にはデータベースかでき

るのにそれをやっていない情報がまだ山のようにある

ように思います。

―教育の組織的展開と研究の高度化の促進―

これらの上に、教育システムの改善を進めていかな

ければなりません。研究というのは基本的には教員個

人が責任を負うことになりますが、教育というのは組

織が責任を負わなければなりません。学位は大学名で

出していますし、昨今重視されている学位プログラム

などは学位に導くための体系的な教育を求めています。

その体系を構築するのは教員個人ではなく、教育組織

です。依然として、教育も教員の自由と考え、やりた

い科目とやりたい時間帯を希望し、それを教育担当の

教員が調整して教授会に付議し、その承認を得てカリ

キュラムが決定するといったやり方を踏襲している大

学・学部もあるのではないでしょうか。教育について

は実効性のある組織やシステムづくりが不可欠だと考

えています。

研究については、個々の教員の興味・関心に基礎を

置くことが基本であり、その結果や成果に責任を負う

のも教員個人です。大学はそのための環境整備に努め

なければなりません。同時に必要なことは、教員が狭

い分野に閉じこもらないように、学内外で盛んに交流

できるよう、それを促し支援することです。また、大

学として取り組む重点的なテーマには、分野を超えて

様々な教員が集まる仕組みをつくる必要があります。

教員の興味・関心と大学の強み、社会的要請、学問の

動向などを結びつけながら、このような組織的研究を

促進することも、これからの大学の重要な役割だと思

います。

―経営・教学の両方におけるマネジメントの確立―

以上で述べてきたこと以外にも、キャリア支援、留学

生の受け入れと派遣を含む国際交流、地域・自治体・

企業等との連携など組織的な展開を必要とする仕事が、

大学の中で増え続け、重要性も増してきています。

これらを含めて、大学の業務のどこまでを経営と呼

び、どこまでを教学とするか、厳密には難しい面もあ

りますが、あらゆる領域において組織的展開が不可欠

となっており、そのためのマネジメントを確立するこ

とが強く求められています。

ここでいうマネジメントというのは、お金に関わる
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ものだけではありません。場をつくり、人を動機づけ、

健全な組織状態の上に成果を上げていく、そのような

営み全体をマネジメントと考えています。人・もの・

金という言い方は好きではありませんが、これに情報

や時間を加えて経営資源をフルに活用する、それらの

資源が活き活きと使われている、そんなマネジメント

を確立する必要があると思います。

それを至るところで定着させていく。そのマネジメ

ントを主体的に担っていくのはやはり職員ではないか

と思います。教員は自身が担当する教育と研究により

専念する。特に若手教員には研究に没頭できる環境が

不可欠です。ただ、同時に蛸壺に閉じこもらないよう

に、学内外で幅広い交流を側面から促すことも必要で

す。その中でマネジメントに協力する、そのような姿

を目指していくべきではないでしょうか。

かつての、教授会が教学事項を決定し、理事会が経

営事項を決定し、職員はその指示に従う、といったス

タイルから、職員がマネジメントを主体的に担い、教

員は教育研究に専念しつつ、マネジメントに協力する。

教員が主、職員が従のかつての姿を、職員が主、教

員が従に変えようと言っているのではありません。そ

れぞれが得意分野で大学に貢献しつつ連携する、その

ような姿を意味します。もちろん、学科長、学部長、

副学長、学長と、長としてマネジメントを主体的に担

う立場になる教員も必要ですし、そのための訓練の場

が必要であることも指摘されています。

このようにマネジメントを確立した上で、先ほど原島

学長がお話しされたことと同じですが、大学全体とし

て、あるいは学部として、さらには個々の教職員とし

て、学問と社会の未来を洞察し、自らの使命と役割を

確認するということが求められているように思います。

参考までに、スライドでは中教審の主な答申のタイ

トルを時系列的に表示しております。キーワードだけ

追っても教養教育、社会人の受け入れ、高度専門職業

人の養成、質保証、機能分化・個性化、国際的に魅力

ある大学院教育等々、今日の大学が抱える課題が見え

てきます。

その中で、ちょっと横道にそれますが、学士力とい

う言い方には違和感を覚えます。天野先生も去年の講

演で同じようなことを言われていますが、なぜ学士で

はいけないのでしょうか。答申を出してもそれがなか

なか実現しない、だから言葉に様々な修飾語を纏わせ、

違いや目新しさを強調する、そんな空疎な感覚が学士

力という言葉にはあります。

大学間にこれだけ学力差が広がっている訳ですから、

学士力と呼んだからといって何かが変わるものでもあ

りません。育成すべき人材像や学士課程に何を求める

かというのはそれぞれの大学で考えるしかないと思っ

ています。そのことを社会に広く示して、大学の見識

を問う、それが一番大切なことだと思います。

―高度化が求められる学生・留学生支援―

次のスライドは教学と経営の関係を含めた大学運営

の構造を図示したものです。

教学の質が優れた経営力をもたらし、優れた経営力

があって、質の高い教学が展開される、そのようなこ

とを意図して描いてみました。

先ほど、経営と教学の区別は厳密にやろうとすると

難しいと申し上げましたが、首都大学東京の場合は上

手く整理されており、 橋理事長が経営を担われ、原

島学長が教学を担い、経営と教学が連携しながら双方

の質を高める、といった形が出来上がりつつあるよう

に思います。

この図の意味するところのもう一つは、それらの活

動が広く社会に開かれた状態で展開されなければなら

ないということです。両側に社会と書き込まれている

のはその意味です。

それから、この図は教学が教育、研究、学生支援の

3つから成ることを示しており、学生支援を教育とは

〈〈教 学 〉

教育の充実
・育成すべき人材像の明確化・共有化
・それに応じた教育組織・課程の編成
・教育内容の改善・充実とFDの推進

研究の高度化
・すべての教員が緊張感・使命感を
もって研究に取り組める環境

・基礎研究の強化教育内容 改善 充実と 推進
・学際的研究の戦略的展開
・産学官連携の推進

学生支援の充実
・学生生活に対するきめ細かな支援
・キャリア・ディベロップメントの強化
・卒業生との連携強化・ネットワーク化

学生支援の充実
・学生生活に対するきめ細かな支援
・キャリア・ディベロップメントの強化
・卒業生との連携強化・ネットワーク化卒業 連携強化 ネッ 化
・学生宿舎の維持・改善
卒業 連携強化 ネッ 化
・学生宿舎の維持・改善

教学の質を支える 質の高い教学が経営基盤を強化

・人的基盤 ：教員の活性化 職員のプロフェッショナル化 教職員一体の取組み

教学の質を支ええる 質の高 教学が経営基盤を強化

〈 経 営〉

・人的基盤 ：教員の活性化、職員のプロフェッショナル化、教職員一体の取組み

・財財政基盤 ：資金獲得力、資金・資産の最効率活用

・ハハード・ソフト基盤 ：良好な施設・環境の確保（キャンパス・図書館・宿舎）

簡素・スピーディ・透明な運営システム
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中教審答申にみる高等教育の課題

2002. 2 「新しい時代における教養教育の在り方について」

同 「大学等における社会人受入の推進方策について」

2002. 8 「大学院における高度専門職業人養成について」2002. 8 大学院における高度専門職業人養成について」

同 「大学の質の保証に係る新たなシステムの構築について」
（設置認可の在り方、第三者評価制度の導入）

2005. 1 「我が国の高等教育の将来像」
（機能別分化と個性・特色の明確化、高等教育の質の保証）

2005. 9 「新時代の大学院教育～国際的に魅力ある大学院教育の構築
に向けて」

2008.12 「学士課程教育の構築に向けて」（「学士力」他）



別の概念として整理していますが、現在において学生

支援は教育の中に含めてしまうにはあまりに大き過ぎ

るので、教学を構成する一つの独立した領域として表

示してみました。これまで学生支援の中心的な課題

だった経済的支援や課外活動支援なども重要性は増し

ていますが、キャリア支援・就職支援、メンタルヘル

ス問題への対応、ハラスメントへの対応など、高度な

専門性が求められる学生支援業務が急増しています。

また受け入れ留学生の増加は、大学の留学生支援に

様々な課題を投げかけています。例えば、留学生の不

法滞在という問題は、私自身副学長として国際連携を

担当するまで意識したことがありませんでした。ある

時、不法滞在する筑波大学の留学生がいるという指摘

を受けて、あらためて勉強し直してみました。

留学生にも大学院や学部の正規学生から科目等履修

生、研究生など様々な身分があります。大学ごとに留学

生数が公表されていますが、内訳を見ないと本当のとこ

ろはよくわかりません。これらの全てにおいて入国から

出国まで大学が責任を負わなければいけないと聞いた

時に、自らの無知を思い知らされました。つまり、筑波大

学で学ぶためにビザを発給しているのであり、大学には

成田に到着した瞬間から出国するまでの責任がある、

卒業した段階で大学の手を離れる日本人学生とは根本

的に違う、そういうことを初めて理解しました。

留学生に関する業務に長く関わっている教職員の皆

さんには当たり前かもしれませんが、入学前や修了後

に実際にどのような形で在留管理をすれば良いのかは

難しい問題です。私自身の知識不足の問題という面も

なくはないですが、そのような基本的なことも含めて、

留学生を受け入れたり派遣したりという仕事には多く

の知識と高い専門性が必要になってきています。

―教育研究と経営の質を持続的に高める―

次のスライドは教育研究と経営の質を持続的に高め

るための枠組みを示したものです。

教員と職員がそれぞれに固有の役割を担いながら、

対等な立場で相互に補完しあい連携しあう。対等だか

らといって、職員は教員をリスペクトしなくていいと

いうことじゃありません。先生の多くはプライドも高

く、自分の能力や研究成果に自信を持っています。き

ちんとリスペクとして誠意をもって接すればそれに応

えてくれるはずです。

一方で、教員にも職員をリスペクトしてほしい。互

いに尊重し合うことが全てのベースになります。そし

て、その教員と職員の真ん中に学長や理事、部局長が

いて、教員と職員が活躍するための場づくりをする、

それがこの図の意味するところです。リーダーシップ

というと強烈な個性で組織をグイグイ引っ張ることを

イメージしがちですが、大学におけるリーダーは大き

な方向性を示し、学生にとって魅了があり、教職員に

とって働き甲斐のある場や環境をつくりあげていく、

そのことが最も大切な役割だと考えています。

そして、下に表示している経営資源を使って、上に

示している人材の育成と知の創造というアウトプット

を生み出す、これが大学のマネジメントの枠組みだと

考えています。

そして大切なことは、それらの活動が学生や社会と

の密接な対話を通して展開されなければならないとい

うことです。何度も繰り返しますが、決して迎合する

必要はありません。しかし、大学が大学の中に閉じこ

もって唯我独尊になって良いわけでもありません。

方向性や成果を絶えず学生や社会に問いかけ、対話

を繰り返しながら、大学の見識で将来の人類社会を洞

察した最適な施策を展開する。そのようなことが重要

だと考えています。

―大学職員の能力開発を意識的・体系的に実施すべき―

そのためには、これも繰り返しになりなすが職員の

能力開発が不可欠です。そのことを示したのが次の図

です。

ＳＤ（Staff Development）の体系（概念図）

＜＜大学職員に求められる能力＞ ＜求められる知識の体系＞

社会や学問の動向に関する興味・関心

スキル 知 識 経営管理

人事・労務管理

財務管理

施設管理

情報システム

動機・意欲

知的財産管理

広報

リスクマネジメント 他

自分の大学に関する知識

大学の業務に必要な知識

＜職員が自らを成長させるための５つの条件＞

2011/1/24

目的意識， 質の高い職務， 良き指導・助言者（メンター）， 健全な職場環境， 評価・処遇

教育研究と経営の質を持続的に高めるための枠組み

人人材の育成 ／ 知の創造（学術成果）

教 員 職 員学位授与
評価

･長期的視野に立った
人材の確保・育成

職 員

・求められる職員像と
配置・育成方針の

明確化
学長・理事評価

学位授与

成果発信

･幅広い興味・関心
と研究に集中で
きる環境（個人・組織）

・個の教育力強化と

明確化

・職員個々の職務遂行
能力の向上

学長 理事
部局長

目的意識

対話 対話

・個の教育力強化と
組織的な教育改善 ・組織マネジメント力の

養成
相互補完・連携

ｱﾄ ﾐ゙ｯｼｮﾝﾎ ﾘ゚ｼｰ

目的意識 ニーズ提示

使命・特色・方針

経営資源（人的資源 資金 施設設備 情報）

経営資源の獲得強化 経営資源の効率的・効果的活用

学納金 税金・寄附金
経営資源（人的資源・資金・施設設備・情報）
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大学職員に求められる能力を、動機・意欲、知識、

スキルの3つにまとめてみました。何よりもまず、大

学職員個々人が使命や役割を理解し、その重要性が増

しつつあることを認識することが大切です。また、法

人・大学の側は、彼ら彼女らを動機付け、その意欲を

引き出すための施策や環境整備に気を配る必要があり

ます。

その上で、職員は右側に整理したような知識を身に

つけていくことになります。大きく分けると大学固有

の知識、経営に関する知識、自分の大学に関する知識、

社会や学問の動向に関する興味・関心の4つになりま

す。

経営に関する知識には、企業で必要とされている経

営管理、人事・労務管理、財務管理、情報システムな

どが含まれます。これらの知識は企業か大学かを問わ

ず、広く様々な組織で求められる要素です。

スキルというのは、動機・意欲と知識以外のものを

指します。最近、採用活動などで重視されているコン

ピタンシーなども含まれます。仕事の良くできる職員

の思考・行動特性、というような意味で理解していた

だければと思います。経験に基づくノウハウなどもこ

こに入ります。

大切なことは動機・意欲、知識、スキルの3つがそ

れぞれ別個に存在しているのではなく、相互に影響し

あって成長していくということです。動機・意欲が低

ければ何事も始まりません。それだけあれば良いかと

いうと、知識やスキルが伴わないと、きっと仕事に対

する意欲も低下していくでしょう。知識を習得する過

程でスキルが磨かれることもありますし、スキルが高

いと仕事が効率的に処理され、新たな知識を獲得しよ

うとする意欲も高まり、知識自体も増えていきます。

このように3つが相互に関わり合いながら、スパイ

ラル的に成長することが大切です。そのための土台と

なるのが下に表示されている5つの要素です。

人が育つか育たないか、その責任は自分自身が負う

しかありません。自分が育たなかったのは職場の責任、

上司の責任と言ってみたところで、誰も支持してくれ

ません。ただ、大学として育つための環境や土壌作り

はしなければなりません。

そのためには、職員個々人が目的意識を持てるよう

にすること、質の高い職務を与えること、効率的に処

理でき仕事自体の目的や意義がはっきりしていること

が大切です。それから、良き指導者・助言者、最近は

メンターと言われています。健全な職場環境、適切な

評価・処遇です。

最後のスライドは、私の理想論のようなものですが、

どんな社会を目指すのかというものです。我が国が目

指す社会というのを5つぐらい書いていますが、やは

り一番大事なのは一人一人がよりよく生きる社会だろ

うな、そう思います。それをつくるために教育があり、

大学があるのだろうと思います。

大学には大きな逆風が吹き荒れていますが、大学が

やるべきことは山ほどあります。ニーズがあれば、そ

れをしっかり捉えて、応えていく限り、組織の存在自

体が問われることはないはずです。

首都大学東京を取り巻く環境も厳しいけれども、そ

れ以上に大きな期待があり、無数のニーズが周囲にあ

るはずです。それに応えていくことで、さらに発展を

続けることが出来るのではないかと思います。

非常に雑駁な話になりましたけれども、以上で私の

話を終わりたいと思います。ご清聴ありがとうござい

ました。

我が国が目指すべき社会と人的基盤・知識基盤の形成

＜＜我が国が目指すべき社会＞
１．一人ひとりがより良く（善く）生きる社会
２．持続的・安定的で均衡ある発展（競争と効率を追求する市場経済を活かしつつ、その課題を克服）
３．ブレークスルー・イノベーション・起業家精神
４．歴史・伝統に基づいた質の高い文化の形成・発信４．歴史 伝統に基づいた質の高い文化の形成 発信
５．真の国際化（内なる国際化，我が国の持ち味を活かした国際社会への貢献 等）

上記１～５のいずれをとっても大学の果たすべき役割は極めて大（特に地方の社会・経済・文化）

より幅広い知識の枠組みをベースにした構想・施策

深い教養を身に付けた人材 プロフェッショナル人材 高度な専門性を有する人材養
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2010年3月に大学教育改革検討PTが作成した｢本学

の大学教育改革に関する検討のまとめ｣（以下、報告書

と呼ぶ）には、全学共通科目に関する検証と再整備、

学位授与の方針と教育課程編成・実施の方針の明確化、

教育の質の改善など、多くの教務事項に関する検討課

題が挙げられている。ここでは、まずそれぞれの全学

共通科目について、報告書にまとめられている現状と

その問題点を紹介する。つぎに、教育の質の改善のた

めの教務システムの課題と対策について説明する。最

後に、筆者が学部の専門科目で実施している授業改善

活動例を紹介する。

1．全学共通科目の検討課題

（1）基礎ゼミナールは、課題発見から、調査、討論、

プレゼンテーションまで、学問の技術の習得を目的と

した2単位必修科目で、1年次前期に履修する。25人以

内の少人数制で、グループ討論や共同調査を通じて豊

かな人間関係を形成する能力を養うことも目指す。ク

ラス編成は学生の希望に基づき抽選で行っている。報

告書には、専門性を踏まえた授業内容・クラス編成が

必要であること、基礎ゼミの成績評価が一般の成績評

価になじみにくい、などの問題点が指摘されている。

（2）実践英語は、｢聞く｣｢話す｣｢読む｣｢書く｣を反復し、

実践的な英語を身につけることを目的とする。入学直

後に行われる試験によって、レベル別に少人数クラス

が編成される。1年次、2年次とも4科目・4単位が必

修であり、このうち4科目は英語を母語とする教員が

担当し、6科目は共通のテキストを用い、共通の試験

によって成績評価を行う。報告書では、現状の教育効

果を検証・分析したうえで、英語教育の目標の再確認

することの必要性が指摘されている。また、英語教育

分科会の負担、責任の軽減も検討課題である。

（3）情報リテラシー実践は、パソコン取扱能力だけで

なく、課題にITを活用する能力の育成を目的とする。

情報リテラシー実践Ⅰは必修の2単位科目で、情報倫

理、情報検索、ワープロ、表計算、プレゼンテーショ

ン、HTML等を身につける。この他選択科目に、A

（データ処理、

データベース）、

B（プログラミ

ング）、C（画

像・音声処理）

がある。報告書

には、現状の教

育体制を分析す

ると共に、個々

のニーズに適合

できる教育体制を構築すること、大学で学ぶにふさわ

しい情報リテラシーの内容にすることが、課題として

挙げられている。

（4）都市教養プログラムは、都市に関連する幅広い学

問分野を学ぶ科目群で、｢幅広い教養プログラム｣と｢専

門教育の導入的教育｣の2つの側面をもつ。テーマの縛

りは21年度入学生から撤廃したため、履修の選択が自

由になった。平成22年度には、学生が履修選択時に少

しでも多くの授業の説明が聞けるよう、第1週目の授

業で同一内容の説明を2回行う｢45分×2｣講義を試行

し、現在その有効性を検証中である。報告書には、分

野別概説科目の充実により分野横断的な教養教育の実

をあげる、体系的履修を可能にするプログラムの系統

化を図る、履修者数の適正化を図る、などの課題が指

摘されている。また、教育の目的が伝わりやすい名称

も検討する必要がある。

2．教務システムの課題

現在、教務委員会、FD委員会では、教育の質の改善

のために、以下のような教務システムの課題と対策に

ついて検討している。

（1）進級制度の運用、命令退学制度の検討

現在、成績が不振な学生に対する適切なケアと警告

のため、履修相談を行い、また一部の学部・学系では

進級制度を運用している。さらにこれらの対策の効果

を向上させるために、命令退学制度の復活を検討中で

ある。成績の基準は、従来から用いられている総単位
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数の他に、GPA（Grade Point Average）も検討すべ

きである。なお、平成22年度入学者から、成績が不振

な学生の保証人に成績を送付することも始めた。

（2）Webシラバスへの移行

利便性向上と外部公開が可能になることから、Web

シラバスへの移行を検討中である。限られた予算内で

出来る限り使いやすいシステムにすることが課題であ

る。

（3）成績のWeb入力の検討

平成23年度を目標に、Web成績入力システムの導入

を検討している。これにより、入力手間の削減、記入

ミス防止、安全性確保が期待でき、将来的には成績評

価締め切りの延期による授業期間の確保も可能となる

が、成績入力者へのサポート、安全対策が課題である。

なお、本システム導入に伴い、 OMR（Optical Mark

Reader）による成績入力システムは廃止する予定であ

る。

（4）単位制度の実質化

大学設置基準では、1単位あたり45時間の学習を必

要とすることが定められており、単位制度の実質化の

ためには教室外での学習時間の確保が求められる。そ

の対策として、シラバスの質の向上、ミニテストの実

施、課題・学習コンテンツの提供、TA・SAの導入、

キャップ制の導入などを検討すべきである。単位制度

の実質化は、学生の混乱を避けるために、すべての授

業で同時的段階的に実施し、授業間で情報を共有する

ことが必要である。

（5）成績評価の適切な運用

元来成績評価は絶対評価で行われるべきであるが、

授業によって成績評価分布のばらつきが大きいことは

問題である。今後、成績評価についての全学的共通認

識が必要である。

3．個人レベルの授業改善活動例

ここでは、筆者が学部（経営学系）の専門科目、「経

営科学Ⅰ」で行っている授業改善活動を紹介する。本

科目の受講者は毎年250名～300名で、多くが経営学系

の1、2年次生である。

（1）授業評価アンケートの活用

経営学系では、毎年授業評価アンケートを学期の中

間に実施しているが、本科目ではこの結果を受講生お

よび次年度受講生に公表している。学生の意見や要望

を受け入れるか否かについて、授業担当者の考えを説

明するためである。たとえば、授業の難易度について

60%近くの学生が「やや難しすぎる」と回答している

のに対して、「やや難しいくらいの内容を理解するのが

大学の授業のあるべき姿」と一蹴する場合もある。以

下に学生の自由記述に対する筆者の回答を例示する。

� 問題の趣旨や全体の流れがわかりにくい→繰り返し

説明し、前の授業の復習も行うよう改善

� 板書を写していると説明が終わっている→板書を移

す時間を確保するよう改善

� 演習問題を多くやりたい→時間外学習のための新た

に演習問題を配布

� 計算しながら説明すると間違いがあり分かりにくい

→あらかじめ計算したものを板書するよう改善

� 黒板の字が小さすぎる→黒板が見やすいという人も

いるので、見えにくい人が前に着席するよう指導

� 式やグラフだけでなく、文章の説明も書いてほしい

→自分でメモをとる訓練をするよう指導

� 重要なところは違う色で書いてほしい→重要な点を

自分で判断するよう指導

（2）授業の感想（記名式）の有効性

この授業では前述のアンケートとは別に、学生にレ

ポート提出時に授業の感想も書くように要求している。

もちろん、感想の内容は成績評価には影響しない。こ

の記名式の意見収集は、ほぼ全員から回収でき、単な

る批判的意見だけでなく、建設的な意見も多く寄せら

れるという利点がある。また、無記名式と比較して好

意的な意見が多く寄せられるが、この点は記名式であ

ることを差し引いて受け止める必要がある。

（3）他の授業の観覧

今年度筆者は同僚の教員にお願いして、授業の観覧

をさせていただいた。これはあくまで自分自身の授業

改善が目的であって、観覧した授業に意見を述べるた

めではない。観覧してみて初めてわかったが、自分の

専門外の授業は学生の気持ちになって聞くことができ、

以下のように自身の授業改善に非常に有効な気づきが

得られた。

� 頻繁に話の位置付けを確認するとわかりやすい

� 教員が当然のことでも学生は論理的飛躍を感じる

� 教員の少しの混乱は学生には大きな混乱になる

� スライドと黒板の併用は難しい

� 説明した後板書すると学生は確認しながら写せる

� インタラクティブな時間も有効

授業改善のためには、担当者と受講者の間のコミュ

ニケーションが何よりも必要である。現在盛んに行わ

れている授業評価アンケートも、FD活動のアリバイ作

りとしてではなく、コミュニケーション構築の手段と

して活用していただくことを切に望む。
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1．はじめに

皆さまこんにちは、牧野でございます。いまご紹介

いただきましたように、東大に移りまして今年で3年

目になります。実は、住んでおりますのが、南大沢の

近くの別所というところなのですが、八王子に来てか

ら意表をつかれることがとても多いのです。今日も実

は意表をつかれていまして、こんな山の中にこのよう

な施設があることに驚いています。

これはある意味で今の学生に似ているなという印象

を持っています。私たちが付き合っている学生達には

ほぼ毎日、意表をつかれることがたくさんあります。

皆さんもおそらく戸惑うことが多いのではないかと思

います。

私は、東大に移る前ですが、それまで15年間名古屋

大学におりまして学生たちと付き合ってきました。私

の専門はさきほどのご紹介にもありましたように生涯

学習でして、青年の問題も扱っています。今日は少し

そのお話をさせていただきたいと思います。

2．生きづらい若者たち

今日のテーマは重い感じになりますが、なるべく私

が経験した学生の実態等をお話しさせていただきなが

ら、学生との付き合い方を考えることができればと思

います。

皆さんのお顔を拝見しますと、お若い方からご年配

の方までいらっしゃる。実は、私も先日気が付いて愕

然としたのですけれども、今年の新入生は1990年、

1991年生まれなのですね。バブルが崩壊する前後に生

まれている学生たちなのです。そして、彼らの人生と

いうのは、日本は良くならないといわれ続けた20年、

いわゆる「失われた20年」です。彼らが大学に入って

きて、先輩を見ると就職難の時代です。実は東大生も

例外ではなく、世間では東大に入れば勝ち組のような

話ばかりをしているわけですが、実際彼らはとても就

職に苦しんでいます。しかも、今年も、私のゼミ生で、

卒論を書く学生が15名いるのですが、そのうち4名が

すでに留年すると言ってきています。4月までの段階

で内定が出ないので、もうやめますと言って、疲れ

きっているところがあります。このような社会で、彼

らがどういう形で自分の人生を作っていくのかが課題

になるのではないかと思います。

○解離を起す学生たち

まず、彼らはとても生きづらいのではないかと感じ

ています。人格が多重化している感じがするのです。

これはここ20年間くらいの傾向ではあるのですが、解

離を調べるテストをすると30％が解離の傾向を持つ、

10％が病理の段階に入っているのではないかと、私の

知人の専門家は言っています。

驚いたことに、レポートを書かせると、リストカッ

トの経験者が8～10％います。死ぬつもりはないから

深くは切らないですけれども、切って血が出てきて痛

くなるのを待っている。痛みを感じることによって、

自分のからだがそこに存在していることを確認してい

く、あるいはいろんなストレスが溜まってくると切っ

て気晴らしをする子もいるようなのです。

東大で私の講義を受講している学生に書かせました

ら、リストカット体験者や見聞したことのある者が、

大体8％くらいいました。自分の経験ではないけれど

も、友達のことを書いた中で、自分を大事にできない、

自分の体をいじっている、または性的な関係を結ぶこ

とによって、なんとか自分が存在していることを保と

うとしている子たちがたくさんいます、ということを

訴えてくる学生が増えてきています。これを書いてき
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た学生は、友達がそのようになっているのをどうして

いいかわからないと言っています。このような傾向を

強めている子たちが進学校の中でも出てきています。

さきほど、セミナーの中で授業の話がありましたけ

れど、大学ではAV機器を使うように言われるわけで

すが、使うとどういうことになるかというと、スライ

ドを一生懸命写すばかりで話を聞いていない。それで、

最近、私はAV機器を使わないようにして、板書に戻

しました。そうすると今度は板書を一生懸命写してい

る。話を聞いていないのです。そこで最近は、「ちゃん

と授業を聞きなさい。聞いて自分できちんとメモを取

りなさい。」と、書かなくなりましたね。昔は、資料を

説明しながら教員が板書して、学生は自分で参考書を

読んで、ちゃんとメモを取っていたのですが、今はと

てもそんな学生はいません。

最近は、特に解離を起している学生たちがそうなの

ですが、何となく自分と教員との間に膜があって、直

接的でないと感じているようなところがあるようです。

スクリーンに映っている先生をボーっと見ている感じ

で、何となくはっきりしない。ご飯を食べながらテレ

ビでお笑いを見ている感じだというのです。

私にだけ1対1で授業をしてほしいとレポートで訴え

てくる学生たちが増えてきています。大講義での一斉

授業に違和感を感じているのです。

しかも、本の読み方も変わってきているのではない

かと思います。字面を追っているのではなく、写真の

ように見ていて、ところどころ自分にヒットする単語

が出てくると、そこだけを受け止めて勝手に解釈して

いるので、本の内容が理解できていない学生が増えて

いるのです。読むのではなく見る感じですね。虫食い

だらけでも大丈夫、分からない単語が出てきても気に

ならないらしいです。コミックでも見る感じでテキス

トが読まれているようになってきています。

○自己責任の沼に沈み込む

しかも、先ほどお話しましたように、彼らは生きづ

らさを感じ、その上、自己責任論の中に組み込まれて

しまっています。

今、ゼミで貧困問題を扱っていますが、先日、本を

読ませまして、貧者・ホームレスになる不安があるか

と聞きましたら、受講生40名のうち半分の20人くらい

が「ある」、あと20人が「ない」と答えているのです。

彼らはこう言っているんですね。「社会構造的に、社

会の環境によって貧者は作られてしまう。」 私たちの

世代から言うと、だから社会を変えなきゃいけない、

と思うんですね。社会が貧者を作り出しているし、社

会が格差を作り出しているし、貧困層を作り出してい

る。だから社会を変えなきゃいけない、または福祉制

度を充実させて底上げを図ったほうがいい。こういう

議論をするかなと思っていましたら、違うんですね。

人が社会の影響を受けて貧者になってしまうのは、そ

の人に貧者になる資質があるからだ、と考えている。

だから、社会の影響を受けて貧困の資質を持つように

なってしまう。そうなると貧困者ががんばったって足

抜けできないかもしれない。不安なのは、もしかした

ら自分もその資質を持っていて社会の構造に共鳴して、

そうなってしまうかも知れないからだと言うのです。

そして、大丈夫と言っている学生も、自分にはそう

いう資質がないと思っているし、あったとしても気づ

いているから、何とか回避して貧者にならないで済む

かもれないと思って、不安はないといっている。そし

て、なってしまったら仕方がないし、なってしまった

ら自分が悪いんじゃないかと感じると言います。貧困

になった自分が悪いのだから、自分で何とかしなけれ

ばいけない、と思い込んでいる。じゃどうするの？ と

聞いたら「努力するしかないけど、どうしようもない

かも」と言います。

ゼミで少し議論させましたら、女の子たちがコソコ

ソ言っているので、何なの？ と聞いたら、「先生、私

たちには最後の手段が残っています。」と言うんですね。

最後の手段、何だと思われます？ 「結婚」と思った方、

古いですね。実は私も「結婚」だと思いました。 「結

婚なの？」といいましたら、「いいえ、先生とんでもな

い。結婚なんかに頼ったら、旦那がこけたら、一家貧

者じゃないですか。」と言うのです。旦那がこけること

を前提に結婚を考えていますから、当然怖くて結婚な

んかできない、というのがうちの女子学生の意見です。

じゃあ何が残っているのかというと、おわかりです

か？「風俗」なんですね。そう言うので、「いや、風

俗っていったって、その年齢だとせいぜい5～6年で

しょ。5～6年であとは使い捨てじゃない」と言うと、

「ええ、それでも男よりは5，6年持ちこたえられます」

と言うのですね。それくらいのことを考えています。

「でも今の話って特殊な話でしょ」と言うと、「いえ、

違います。日ごろ私たちが仲間内で話すときにも、食

べられなくなったら風俗があるよね、という話をして

います」というのです。

風俗に対してとても敷居が低くなっていて、ちょっ

と仕事がうまくいかなくなったらそちらの世界に行っ

てくる。そこでお金を稼いで帰ってくる、ということ

ができるのではないかと受け止めている女子学生が増

えています。
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この話を知り合いの高校の教員に話しました。私の

大学時代の同期で、学校の教員をやっているのですが、

それを話すと「おまえ、大学はいつも遅れているな」

というんです。「高校生もそうなのか」と聞くと、「そ

んなのは当然と受け止めなければいけない。たとえば

父親が失業あるいはリストラで職を失って貧困になっ

た、母親が勤めに出たりして大変という時に、女の子

が一番行きやすいのは風俗しかないだろう」と言うの

です。進学校でも女の子は風俗にとても近くなってい

ると言います。

学卒で正規の職について60歳で定年でだいたい37，

8年間のキャリアだとすると2億8000万円くらいの生涯

賃金を得ることができます。これは税込みですから、

手取りは2億円ちょっとです。しかし、今20歳をすぎ

てフリーターになってしまうと、ほとんどフリーター

で行くしかないという社会構造になっています。一部

上場企業でフリーター経験者を採用すると言っている

企業は1．7％しかない。ほとんどが新卒採用しかしま

せん。いったんフリーターになってしまい40年間フ

リーターで行くと、生涯賃金は4,000～6,000万円とい

われています。年収100～150万円なんですね。こうい

う状況の中で、しばらくは親が食わせています。親が

退職しても年金で食わせていきます。でも親が亡く

なった後、フリーター世代はどうするのか。

実は、初期のフリーターは現在40数歳で、いまだに

フリーターです。そうすると生活保護しか残っていな

いじゃないかという話になるわけです。じゃ何とかし

ないといけないということになるのですが、彼らは、

それは自己責任だと引き取ってしまう。そして、辛い

と思っている。さらに、彼らは、「この社会にいるのは

自分じゃなくてもいいんじゃないか」という感覚を抱

え込んでしまっています。

この社会は、市場社会で、私たちを入れ替え可能に

することで維持されているようなところがあります。

誰だって同じように職に就けるというところがこの社

会のいいところですから、誰だって同じように職につ

いて同じように生活が出来ることを保証してきたはず

なのですが、気が付いてみると、誰だっていいなら私

でなくたってよかったのじゃないかと、若者が自分の

境遇の責任を引き取ってしまうようになってしまった。

私が私であることの理由がわからない。一体私って

何なのという形で「わたし探し」をしなければならな

い。そこに出てくるのは自己防衛の感覚ですね。何と

かして人から大事だよといって欲しいし、そうでなけ

れば誰かに出し抜かれてしまうかもしれない。だから、

何とかして自分を保とうとして、どうするかというと、

自分のほうが優秀なんだと思い込む。ですから、すぐ

に人のことを馬鹿にすることになる、と彼らはいいま

す。何の根拠もなく勝手に相手を否定することを学生

たちはよくしますけれど、聞いてみるとこれも自己防

衛のためにやっているだけであって、本当に根拠があ

るかどうかはわからないですね。あいつはあんなこと

を言ってバカなやつだと思っているところがある。

○格差社会の中で

格差社会の中では「勝ち組」「負け組」に分けられて

いて、学生たちもその影響を受けています。あまり東

大のことばかりをお話しするのはよくないかもしれま

せんが、私も東大に来て驚いているんです。名古屋に

いるときには、名古屋大学というのはあの辺では勝ち

組ですけれど、学生は負け組だと思っているのです。

就職活動を始めるとどうしても東大の連中に負けてし

まう、といって卑下している。

では、東大生はどうかというと、これもまた微妙で

すね。私がいるところは教育学部で文科Ⅲ類からの進

学者が多いのですが、彼らは文Ⅰ・文Ⅱを見ているん

ですね。自分たちは文Ⅰ・文Ⅱより劣っていると思っ

ています。しかも3年生への進学の時に進学振り分け

というのがあって、成績で進学先を振り分けるのです

が、偏差値が一生ついて回るんです。学部に上がって

きてからは、私たちは彼らに対して、もう偏差値は関

係ないのだから、自分のやりたいこと、自分の進路を

ちゃんと見つけることが大事なんだと一生懸命言って

いるのですが、どうしたって「僕は文Ⅰじゃないもん」

となっていくわけなんですね。

それで文Ⅰの連中はどうかというと、その文Ⅰの中

でも上下関係が出来ていて、どこまでいったって抜け

られないんです。そしてどうなるかというと、一生こ

れが付いて回るのです。だから、辛くてしょうがない。

こういう社会になってしまっています。

3．新しい＜自我＞のはじまり

こういう社会で、彼らは戦略として新しい自我を作

り出していくという行動を取り始めているのではない

かという実感があります。

私の専門の教育学の立場から言いますと、人格とか

自我とかは、心理学の先生がたの観点とは違うかもし

れませんが、基本的には社会の状況によって作られて

いくものだと理解をしています。

この自我という表現も、私たちは日ごろよく使いま

すが、150年前にはなかった言葉であって、もっとい

えば自我は統一されていくもの、昨日の私と今日の私
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と明日の私と将来の私はずっと一人の私であるという

感覚を持つようになったのは、近代産業社会という社

会に入ってからであって、日本であればここ130年く

らいの話でしかないんですね。そういう意味では、社

会が変わっていくことによって、人々の自我の在り方

や人格の在り方も変わっていくのが普通であると考え

ると、先ほども言いましたような、自分と先生との間

に膜がある、何となく違うような感じがする、ずれて

いる感じがあるというのは、ある意味普通のことなの

かもしれないのです。

たとえば、対面式の一斉授業という形式で授業をす

ることが始まったのも、明治に入ってからですから、

それ以前はこういう形で授業をやったことはないはず

です。寺子屋をご存知かと思いますが、寺子屋という

のも個人授業をベースにした塾形式のものです。寺子

屋の絵などを見ても、とても一緒に授業をやっている

ような感じではないですね。一人ひとりが手習いで字

を書いていて、お師匠さんにみてもらって直しても

らっているだけで、あとの子どもは何をやっているか

というと、走りまわったり、喧嘩をしていたりでむ

ちゃくちゃな状態なわけです。

それでは藩校はどうかというと、藩校も個人教授が

ベースですから一斉授業はやったことがないはずです。

それが明治に入り、すべての人が同じように人格を持

ち、同じように生活をすることをベースに作られた社

会の中で、人々の生活を管理していく、一貫した自我

を作っていくような社会システムがつくられる過程で、

このような一斉授業が成立するようになってきた。そ

うであれば、社会が変わっていってしまっているので

あれば、一斉授業も成立しなくなるのは普通かもしれ

ない。

ちょっと言いにくいんですが、学生相談室ですね、

心理カウンセリング等を受けるところの統計で、少し

古いものなのですが、学生たちは何に悩んでいるか？

私はセンター試験の前身の共通一次テストの最初の

受験者です。1979年に大学に入っています。そのころ

先輩や先生方からは「新人類」と呼ばれていました。

お前たちの世代から何を考えているか分からなくなっ

たとよく言われました。広く浅くいろんなことを知っ

ているなんて考えられない。あと、マークシートの米

を塗りつぶして入ってきた奴らだと思われていまして、

どうもなんとなく変な奴らだと思われていたんですね。

その新人類が今の学生たちのことが理解できない。も

う「宇宙人」と呼んでいますけど。

人生に悩むというのは学生の特権だったはずで、私

たちが学生の時に悩んでいたのは、人生・将来どうす

るかですとか、あと恋愛ですよね。付き合っている彼

女をどうするのかが大きな課題であったのですが、今

の学生たちの大きな問題は精神保健とか対人関係で、

恋愛とか人生とか、とてもそこまではいかない。今の

学生というかちょっと前の学生に聞きますと、一番多

いのが「抑鬱」ですね。その次に「適応障害」です。

不適応。あとはいわゆる人格障害と呼ばれているもの

がずらっと並んでいるような状況ですけれど。あと統

合失調も増えてきています。昔は分裂病といわれてい

たものですが、学生たちはこういったものに悩み始め

ている。簡単にいえば、どうも自分がそこにきっちり

位置づいているとか、そこにきっちり存在していると

いう感覚を持ちづらくなっているのではないかという

ことです。そして解離を起こしていく。

自我は統合されているといいますけれど、子どもは

バラバラなんです。3歳くらいまでの子どもはバラバ

ラなんです。それを社会がきっちりと、簡単に言うと

トレーニングする。おしっこやウンチをそこらへんに

しちゃいけないということをきっちり躾けますよね。

そうすると我慢しなければならないから、したい自分

を保ち続けてどこかまで行かなければならないですよ

ね。そういうことから始まって、きっちりと「わたし」

を一人にしてくという作業を社会はしてきたわけです。

それから幼稚園に入れば、今は幼稚園指導要領が変

わってしまいましたからやっていないのですが、時間

がきたら座って、お話の時間がありますから、たとえ

ば15分間座ってなければいけない。そういう教育をし

ていたはずなんです。その中で、私たちはいっぱい自

分があるんだけどそれを一つにまとめ上げていくんで

す。ただ、これはまとめたものなので解けやすい。

古い自我のモデルは無意識・意識・自我・超自我と

いうような下から積み上げられたピラミッド構造で説

明されます。この自我が、強いショックを受けると、

人格全体に強い影響を受けてしまうので、どうするか

というと、無意識の領域に抑え込んで、蓋をして、な
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かったことにしておこうと抱え込んでしまう。しかし、

何かの都合で蓋が開いて、ショックを受けた経験が出

てきてしまう。するとまた人格が動揺することが起こ

る。これがトラウマということですし、それを繰り返

してしまうので、カウンセラーが付き添って、本人が

受けたショックを言葉にするように支援をしていくよ

うにするのです。

私たちは言葉を使って他人とコミュニケーションを

しているので、自分の経験を言葉にすることで他人に

共有させることが出来て、さらにそれを自分の記憶に

変えることができる。記憶は操作することができるの

で、楽になるということなんです。経験を言葉にする

ことによって記憶に変えることができ、楽になって

いって、自分なりの対処ができるから、そこで立ち

直っていくことが出来る。

カウンセラーはたとえば鏡のような存在で、

話を聞いてオウム返しに言葉を返していくことによっ

て、その人が自分の言葉で自分の経験を語るように支

援する役割を担っているのです。しかし、どうも今の

子たちはそうじゃないのですね。ショックを受けると、

違う自分にすり替っていってしまって、あまり悩んで

いないのではないかと思ったりします。人格がその都

度入れ替わる。そして、自分で経験に対して言葉を与

えてしまうのです。違う人格がそれに対して言葉を与

えてしまうので、他人事のように処理をしてしまう。

そうすると自分がやった経験なんだけれど、自分の経

験になっていないという学生が出てきてしまう。

○増える大学での不登校

さらにいろんな学生たちがいます。大学でも不登校

がだいぶ増えてきていまして、首都大学東京はどうか

わかりませんが、名古屋大学でも東大でも増えてきて

います。大学として困っているのは留年が増えている

と同時に不登校が増えてきているということです。

FDなんかで、相談センターの先生がおっしゃるのは

「出てこなくなったら気をつけてください」ということ

なのです。私たちからしたら信じられないですね。出

てこないことのほうが普通だった私たちですから。出

てこなくなったら気を付けるというのはなかなか感覚

が分からないです。すみません、若い方がいらしたら

申し訳ありません。私たちの世代は、大学は行ったこ

とになっているんですが、実際にはあまり行ったこと

がないという場所が大学だったんです。親には行った

ことになっているんですが、自分たちは行ったことが

あまりない。とくに教養課程なんかはそうなんですが、

今の学生たちは出てこなくなったら危ない。これはな

かなか理解しにくい、つかみどころがないのですけれ

ど、彼らは、行けなくなっちゃう私を自分で処罰する

んですね。自分の中に葛藤が起こってしまう。

最近、私の学生も出てこなくなりましたので、会っ

て話を聞きました。そうすると、小学校のころから良

くできた。中学校で進学校に入って、ずっといい成績

で来て、そして東大に入った。入ってから辛くてしか

たがない。なぜかというと誰も褒めてくれない、と言

うのです。つい「えーっ！」と言ってしまったんです。

そうしましたら「ほら、先生もそうでしょう」と言う

んです。「でも、褒めてくれないって普通でしょ？ 大

学では褒めないよ」と言い返したのですが。みなさん、

首都大学の先生方は学生さんのことを褒めますか？ 私

は、18年間教員をやってきて、学生のこと褒めたこと

はないのですが。学生は、やってきて普通ですよね。

「君はよく授業に出てきて偉いね」とか、「このゼミの

レポートよかったよ」とか、「がんばってるね」とか

言ったことはないです。

さらに彼は何と言ったかといいますと、小中高と12

年間皆勤賞だったと。そこでまた、つい声をあげてし

まったのがまずかったですけれど、驚きだったんです

ね。1回も休んだことがないなんて。私は高校時代は

さぼり放題さぼっていましたから、そういう者からみ

ると、学校にきっちり12年間行ってしまったなんてい

うのは信じられないところがあるわけですけれども、

そういう風に褒められ続けてきたわけです。そして東

大に入った途端、だれも褒めてくれなくなったといっ

て、すごくショックを受けている。それでショックを

受けられても困るんだけどという話をしていたんです

が、そういう学生たちが増えてきています。

何が起こるかというと、行きたくなくなるのですが、

行きたくない自分を責めるのです。それで、行かな

きゃならないし、なんで行きたくないんだ、たとえば

親が期待しているだろうと思ってしまって辛くて仕方

がない。自罰的になってしまって、どんどん行けなく

なってしまうのです。ここで身体症状に訴えて、熱が

出たりして休めば、ある意味、合法的逸脱というんで

すが、病気だから仕方がないでしょと、自分に言い訳

ができるので、また出てこられるようになるんですけ

れども、なかなかそうはいかないですね。

さらに下手をしたら、友達や彼氏や彼女がいたりし

て、共感的他者と言いますが、「うん。よくわかるよ君

のこと」と言ってくれたりすると、また問題が起こっ

てしまう。いわゆる共依存という関係に入ってしまう。

相手が悪い状態であるところに自分がいることによっ

て、相手が自分を保てていると思ってしまう。そうす

42



ると相手が悪い状態であるのを助けようとして、また、

自分が助かりたいと思っているのに、悪い状態から立

ち直ってしまうと自分がいらなくなるから、相手や自

分を悪い状態に置き続けようとしてしまう。これが共

依存なのですけれども、そういう関係に入ってしまう。

しかも、それを恋愛と間違えている学生がたくさんい

ます。

そうすると、恋愛しているのに潰しあっている関係

になってしまって、出てこられなくなってしまう。男

の子も女の子も二人ともいなくなるんですね。それで、

会ったり話を聞いたりして二人を切り離していくこと

になるのですけれど、なかなか大変です。

○自己愛型・自己実現型ボランティア

もうひとつは自己愛になるのですが、さきほどの

「自分だけに授業をしてください」というのに近いです

ね。認めてもらえない自分が辛くてしょうがない、だ

から先生、私のことを認めてください、というわけな

のです。または、自分がそこにいることがかけがえな

い、誰かとは取り替えられないんだと思いたいという

学生が増えてきています。

ボランティアでもそんなのが増えてきているのです。

学生たちが積極的にボランティアをするようになって、

社会的には大変良いことだとなっているわけなのです

けれども、社会学の先生方は意地悪な人が多くて、ボ

ランティアっていいことをやっているのに、絶対裏が

あるだろうと調べ始めたら、このような結果が出ると

いうことがずいぶん前から言われています。

ボランティアは貢献なのか、面白そうだから行って

いるのか、嘘っぽいと思って行っているのかの因子分

析を行ったのです。

一つ目は、「困っている人がいるから行かなければい

けないんだ」、二つ目は、「何となく面白そうだから

行ってみよう」、三つ目は「何となく嘘っぽいよね」で、

相互に排斥しあう因子を取り上げて傾向性を調べるの

ですが、従来はだいたい三つのパターンに分かれてい

たのです。つまり、伝統的なまじめ派、醒めた傍観者

派、それに遊び感覚派です。しかし、90年代以降4つ

目のパターンが出てきていると言われています。それ

が、「イケイケ派」というもので、互いに排斥している

はずの因子が全部プラスにふれてしまっている学生た

ちがいるんです。普通では理解できないのですが、貢

献をしたいし、面白そうだし、嘘っぽいと思っている

という結果が出てしまうんですね。

この解釈ですが、「自己実現」のためにボランティア

に行っているのではないかといわれています。たとえ

ば、阪神淡路大震災の時にもこの結果が出たと言われ

ていますが、あの時も全国各地からたくさんの若い人

がボランティアに行きました。行ってどうなったのか。

これは報道の問題もあるかもしれませんが、どういう

イメージで行ったかというと、テレビに瓦礫の山が

映っていて、被災者がそこで生活をしている。それを

見て、自分もそこに行って、瓦礫の山を汗水たらして

走り回って、被災者を助けている“私”、“美しい私”

がそこにあって、「あー生きている」と実感できるかも

しれないと思って行った人がとても多いということが

分かっています。そんなのばかりが来たら、現場が混

乱して困ってしまいますよね。行ったらどうなるのか

というと、テントがあって、はい並んでと言われ、登

録しなさいと言われて、番号を割り振られて、何番さ

んバケツリレーに行きなさいと言われて、その通りに

動くしかないんですね。そうするとどうなるかという

と、「こんなはずじゃなかった」「こんなの元の生活と

同じじゃないか」「もっと僕は活躍しているはずだった

のに、なんでこんな番号振られて列に並ぶの？」とま

たショックを受けて帰ってくる人がとても多かったこ

とが分かっています。そういう意味では、ボランティ

アは大変良い話ではあるんですが、何となく自己愛的

になっている。他人のために何かをするのではなく、

自分のために、つまり自己実現のために他人を利用す

るという形になってしまっていると言われ始めていま

す。

○自己実現のための「天職」探し

職探しも自己実現のためにしている感じなのですね。

「天職」を探していると彼らは言いますが、社会全体で

それを煽っていますから仕方がないかもしれませんが、

仕事を身につけようとか夢を作ろう、実現しようとか

ではなくて、今あるものを探している、本当の自分を

探しているという形で職探しをしているんですね。

私たちの上の世代、親の世代から言わせますと、私

の父も技師でしたが、たたき上げの技師から言わせま

すと、そんなのは甘っちょろいわけですよね。 「なに

バカなことを言っているんだ」と一蹴されてしまうか

もしれないです。職について、そこで一生懸命にやっ

ていて、それが身についていくと創意工夫が生まれ、

自分の仕事を改良しながらもっと力が発揮できるよう

になっていって、それが天職になるのだ、と彼らは言

うわけです。天職なんてどこかに転がっているような

ものではないと言います。

しかし、私の学生たちも含めて、転がっている天職

を探す。ちょっとやってみて合わなければ、これは天
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職じゃなかったと言って次を探すというように切り替

えていくような感じになっています。

そしてさらに、人と違っていると言われたいんです

ね。これは名古屋大学の学生も東大の学生もみんなそ

うなんですけれども、大講義でアンケートをとったり

するんですが、8割か8割5分の学生が「自分ではまだ

わかっていないが、自分には人と違って、すぐれた能

力がある」と思っているというのです。そして、それ

を見出してくれない社会が悪いと思っているわけです。

なんとなく機動戦士ガンダムかエヴァンゲリオンみた

いですけれども。社会が自分のことを認めてくれない

とひがんでいるところがあるのですね。

自分を開発し、自分をアピールし、自分できっちり

仕事を作っていくという行為でなく、自分に合った仕

事をくれないからいけないとか、大学が自分を認めて

くれないから僕はこんな状態なんだと恨んでいるとこ

ろがあります。だから教員が刺されちゃうのかなと

思ったりもするわけですけれども、怖いですね。

○バラバラなままの人格

恋愛もそうです。私たちの頃は、どう告白するか、

どう戦略を立てるかということをどきどきしながら

やっていたわけなんです。たとえば一目ぼれした子に

声をかけて、どう告白をし、その後のことについてど

う戦略を立てるかということを考えていたはずですよ

ね。

今の子たちはそうではなくて、登録して待っている

んですね。出会い系なんかに登録して、紹介されるの

を待っている。恋愛するということの駆け引きですと

か、相手に告白するというどぎまぎしている感じをあ

まり持たないですね。

そして、紹介されて付き合ってもうまくいかないと、

はいさよなら、という話になるわけですし、あまりど

ぎまぎしないで、声をかけて簡単に断られたりすると、

僕のことを認めてくれないと怒ったりするわけなので

す。

そういう意味で幼稚な全能感を強く保持したままに

なっている。ある意味でバラバラな自我といいますか

バラバラな人格のままきてしまう。そして、自分が社

会にきっちり位置づいていて、過不足なくきっちり

あって、そして生きているという実感を強く持ちなが

ら生活出来ているという感覚を持たない。その上で、

からだに飢えている。

今流行っているのが、身体を加工するということで

すね。手を切ってみたり、あちこちにピアスの穴を開

けてみたりするわけですよね。

うちの学生でもいっぱい穴をあけているのがいるの

で聞いてみたんです。「痛くないの？」そうすると「痛

いっすよ」っていうので、「じゃ、なんでそんなにつけ

てるの？」と聞くと、「先生、わかってないなあ」と言

われたんですけれど、分かりたくないですね。痛いの

がいいんだそうです。今流行っているのがプチ整形で

すね。あと、見えませんけれど刺青を彫っています。

いま、女子中学生も刺青を彫るのが流行っていて、自

分で彫るんですね。それから耳にピアスをあけるのも

自分でやるんです。痛いです。どうやってあけるかご

存知ですか？ インタビューしたことがあるんですけれ

ど、氷で冷やして安全ピンを火であぶって、ぶすっと

あけるんです。痛いんですね、すごく。でもそれがい

いんだそうです。なぜかというと、誰誰命というのが

あって、その子のために自分で痛みをこらえていると

いう感覚があったりですとか、痛いという感覚を持つ

ことによって、私がここに存在しているんだと強く思

えるからなんだそうです。性的な関係もそういうとこ

ろから入って行くのですね。

それから、授業も90分間座っているのですけれど、

意識がどこかに行ってしまっている学生たちがいます。

私も自分の子を育てた経験がありますけれど、子ども

は座らせていても、どこかと交信していなくなってし

まうことがよくあります。宇宙人と交信していてどこ

かに行っていて、また帰ってきて話を聞いているとい

うことがありましたけれど、学生にもそういう者たち

が増えてきているような気がします。授業中にこうし

て話をしていても、気がつくと何となくいない学生た

ちがいるんですね。顔はこっちを向いているのですが、

誰かと交信しているなというのがいっぱいいるんです

ね。そこで、しょうがないので、「はいっ！」とか言っ

て手をパンと叩くと、こっちに戻ってくるんですけれ

ども、「では、今日の宿題。この授業で私が何を言った

か、概要を書いてきなさい」と言うと、あとから学生

たちがどーっとやってきて「困ります」というんです

ね。覚えていない、分からない、そういう学生が増え

ていますけれども、解離を起していたんだなと思いま

す。

4．心脳コントロール社会に生きる

○心脳マーケティング

それを強化するような社会が、いま出来上がってし

まっています。「心脳コントロール社会」とか「ニュー

ロコントロール」と言いますが、私の知り合いの経営

者たちが最近よく言うのは、考えさせないで、脳神経

のレベルで反応を引き出しながらモノを売っていこう
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というようなやり方なのです。ニードではないのです。

何が必要かを考えさせながら需要を掘り起こしていく

のではなくて、デマンドみたいなもの、直感的にそれ

が欲しいか欲しくないか、また手が出るか出ないか、

という形のやり方なのです。これは人格を相手にしな

いマーケティングの仕方、売り方なのです。

もう少し言いますと、日本社会では、80年代の半ば

以降、経済発展が頂点に達した段階で、家庭単位の消

費から個人単位の消費に切り替えられていったという

経緯があります。そして、その中で個人の嗜好がとて

も強調されていって、人と違うことがよいことであり、

社会全体が同じものを求めるのではなくて、各個人が

違うものを要求しなさいという風潮になっていく社会

になったのです。それが、1990年代後半です。さらに

そこから個人の嗜好も細分化されていき、人格を相手

にしないような売り方になってきています。

この時の問題は、要るかい要らないかの判断をする

のではなくて、むしろ好きか嫌いかという感覚の問題

に商品のあり方が切り替えられていく時代に入ってき

たのではないかということです。たとえばコンビニが

使っているPOS（ポイント・オブ・セールス）という

システムですが、商品をレジに持っていくと、キャッ

シャーの人がまず2つのボタンを押すのですが、何を

しているかご存知ですか？ 性別と年齢を押しているん

です。そのうえで、レジを通すと、本部のほうでデー

タを管理していて、その店の客層が分析されます。そ

の店にはどういうお客が多くて、どういうものを好む

かのデータをとって、その店のモノがなくなる前に、

その店のお客が好むものを送ってくれるんですね。そ

うするとだんだんその店の品物の構成が良く使う人が

好むような構成になっていくので、その店が行きつけ

の居酒屋のようになっていく。それで、気になるから

しょっちゅうのぞきに行くようになってしまう、とい

うのがPOSのシステムなんです。

「あ、いいものがある」とあまり考えないで手が出る

ようになってしまうのが、コンビニのシステムなんで

す。大学内のコンビニもそうなってしまうと、おじさ

んが行く場所がなくなってしまう。だんだん若い子向

けのものになっていくので、私などは欲しいものがな

くなってきてしまうのですね。

これをもっとうまく使っているのがネット通販なの

ですが、アマゾンなんかでも閲覧歴とか買ったものの

傾向がとられていて、開くと私の好きそうなものが出

てきます。しかも、バナー広告もどんどん好きそうな

ものが出てくる。そしてヒット率が高くなる。そう

なっていくと、従来のテレビを使って全ての人々に同

じように宣伝をしなくても、バナーが出てくるだけで

売れてしまうということが起こる。さらに携帯電話の

決済サービスでは、携帯電話がキャッシュ代わりに使

えるようになってきています。そうすると、使った履

歴をデータとして全部取られていて、たとえば、私が

イタ飯屋さんで使ったとすると、あなたのお好きなイ

タ飯屋さんありますという情報がでてくるようになっ

てきます。それは私の人格とかには関係なく、私がス

パゲッティが好きでその中でも何が好きかということ

が分かっていますから、そこ、つまり味覚に訴えかけ

てくるわけです。

そういう意味では、個人が判断することを待たずに

社会が動いていきますし、判断することを求められて

いない社会の中で、彼らは生活をしているという面が

あります。私たちの嗜好というか癖みたいなもの、好

き嫌いのようなものがデータベース化されながらモノ

が提供されて行く。そしてそれを持つことによって、

俺は他人とは違うんだと思えるよ、ということが社会

的に言われる社会になっているんですね。

○自我ではなく「器官」

本当は選択させられているのに、「あなたは自分の好

きなものを選択したんでしょ」「あなたはこれを選択し

た。他人とは違って本当に素晴らしい」と言われてい

るような感覚を持つようになっていく。そして、よく

言われているのが、この心脳マーケティングは、人間

の古い脳を使っているということです。簡単に言えば、

「器官」というのが利用されている。私たちの言葉では

「自己の嗜癖化」と言いますけれど、自分が癖になって

しまっていく。どんどん自分が好きなものを提供され、

どんどん買いなさい買いなさいといわれ、それを買う

ことによってあなたが自分らしくなっていく、と言わ

れ続けるのですね。いくら食べてもいくら飲んでも、

いくら身につけても満足はこないわけですから、どん

どん買い続けなければいけない、どんどん食べ続けな

ければいけないのです。
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そのような状況の中に彼らは置かれているのではな

いかと思います。そしてその中で「あいまいになって

いく私」の本当の姿を求めて、たとえば身体の存在を

どこかで感じていくために、身体を加工していくので

はないかと思います。

そこで今出てきているのが、自己愛的なもの、オン

リーワンの趣向ですね。自分が唯一であるということ

です。スマップの歌に「世界に一つだけの花」という

のがありますが、私たちから言わせれば「世界に一つ

だけの花」なんて“ナンバーワン”に決まっているだ

ろうと思うんですが、“オンリーワン”なんですね。人

と違っていてあなただけが大事と言われたい。それが

自分を保つ手段になってきています。すべて、そうし

てもらわなければいけない。自分で作り出していくと

かではなくて、簡単にいえば、どこかにいる超越した

神から、自分の好きなものをどんどん与えられるよう

な生活をしていますから、万事そうしてもらうべきな

んだ、だから自分の隠れた能力を大学が引き出してく

れるべきであって、なんでしてくれないのか、という

のが彼らの感覚なのです。ですから東大に入ると、東

大は日本で一番面倒見の悪い大学ですから、何もして

くれないと言ってショックを受けてしまう。何もして

くれないといって恨みに思っている学生が結構います。

5．社会全体の解体

○民衆を国民化する

さらにこれは社会全体の問題としてもどうもズレが

あるんじゃないかと思うのですが、従来の私たちの社

会というのは、近代産業社会で大量生産・大量消費を

ベースにしながら、そこでコツコツとモノをたくさん

作ってそれを売っていく、しかも買う側のほうも、私

たちみんな同じ国民だよね、日本人だよねという気持

ちを持っていて、同じものを欲しがることが前提で社

会が作られていたのです。

それがさらに、アメリカを市場にしたり、世界を市

場にしてモノを売っていくという社会になっていくわ

けですけれども、基本は大量の同じような労働力であ

り消費者である人をたくさん作りながら、市場を拡大

していく、簡単にいえば、同じようなものをたくさん

欲しがる人をたくさん作るということを前提に作られ

てきた社会です。それを私たちの言葉で「民衆を国民

化する」と言います。これは、学校を通して基本的に

はやってきました。産業的身体を作るという言い方を

しますけれど、一つは時間の在り方を自然時間から時

計時間に切り替える。ですから、大学の1時間目も何

時何分からと決まっていますよね。小学校・中学校・

高校も全部同じですね。夏も冬もかかわりなく、時計

時間で自分の仕事をするような訓練を一生懸命してき

たわけです。

身体所作もそうですね。たとえば私たちは普通にこ

ういう風に直立で歩いていますけれど、明治以前の日

本人はこういう風に歩いていなかったんですね。これ

は軍隊の歩き方なんです。どうやって歩いていたかと

いうと腰をちょっと落として、前かがみになって歩い

ていたのです。これは楽ですよ。ぎっくり腰だとこれ

くらいに歩くとすごく楽です。江戸時代の農民たちは

身体に負荷がかからない歩き方をしていたんですが、

それが明治以降は富国強兵政策で、身体の改造も行わ

れて、歩き方も全部矯正されたんです。腰を伸ばして、

かかとを上げて膝もあげて歩くようになったんですけ

れども、全部学校で訓練してきたんです。また、兵式

体操も取り入れられて、これはラジオ体操の前身です

が、オランダから入れた兵式体操で、身体所作の改造

を行ったのです。

さらに、言語、国語を作って統一してみんなが同じ

言葉を使うようにして同胞意識を作ってきた。こうし

て市場を作ってきた。さらにその中で、時間軸に沿っ

て自分が発達していく。「私」というものがベースにあ

りながら大きくなっていったり、知的なものが増えた

りする「私」といったものを作り出してきたんです。

価値と時間の管理ですね。

その上、小学校の学区は旧町村と重なっていました。

現在も自治会や町内会と重なっているはずですけれど

も、これは空間の管理をしてきたわけなのです。そし

て、価値と言語と時間と空間を重ね合わせながら、日

本という国は人々をこの日本という国の正式メンバー

という形で育成してきた。

○価値観の解体

それが壊れ始めたのが1985年以降です。まず、価値

の解体がはじまりました。バブル景気で言われている

ように、消費のあり方が「おいしい生活」ですとか

「欲しいものが欲しいわ」という、個人ターゲットに切

り替わっていくのです。そして、他人と違うことが良

いということが強調されて、国民の価値が解体してい

きます。

本当は、「私たち」というのは、みんなが同じで入れ

替え可能だからこそ、社会に参加することが出来るし、

同じ私たちなんだから、相手から私を見ることが出来

る「私」がそこにいるという形で自我が確定されてい

たはずなのですが、そのころから共通基盤の「私たち」

が壊れていきますので、残ったのが「入れ替え可能な
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私」だけなのです。そうしますと、一体私はなぜそこ

にいるのか？ なぜ位置づいているのかがはっきりしな

くなる社会が90年代以降やってきてしまったんです。

その中で「私探し」が始まるようになってきた。職探

しも、実はバブルのころはマクドナルドのアルバイト

が時給2,000円だったんです。その頃は学生が一番金持

ちでした。今は時給800円ですからね。そんな時代に

正規職に就くのは馬鹿らしかったですね。そんな時代

がやってきて、社会全体の勤勉という価値が壊れて

いったんです。

そのころ出てきたのが援助交際で、存在そのものが

売買の対象になっていく。高校生と「しるし」が付い

た存在が売買の対象になっていく、モノを作る意味が

なくなっていく時代に入っていったわけです。

さらに00年代に入って、価値と言語と時間が壊れて

いく中で何が起こったかというと、空間が壊されてい

く時代に入りました。簡単にいえば、コミュニティが

解体しはじめた。少子高齢化の中で機能しなくなって

きたコミュニティがたくさん出てきました。さらには

平成の大合併で学校の統廃合がどんどん起こっていき

ます。その中で空間的な自分の存在の場所がはっきり

しなくなる時代がやってくるようになった。

その上で、さらに、そういう風になったのはあなた

たちの責任なんだから、自分で何とかしなさいよ、と

いう形で、自己責任論が喧伝される時代に入ってきて

います。この意味では、若い人たちを中心にして自分

の所在の無さが彼らをむしばむような時代になってき

てしまったのではないかと思います。その中で「私探

し」を一生懸命しているわけなんですが、本当は探せ

るものじゃないはずです。作り出すものであったり、

相手との関係の中で自分を認知するものであった「私」

が、探すものになってしまったのです。そして、探し

出せないからと言って、探し出すためには自分らしい

モノを消費しなさいという形で「自己の嗜癖化」が強

要されるようになってきています。

6．人が学ぶということ

○「つながり」をつくりだす試み

今後、私たちが何をしなければならないかというと、

新しいつながりみたいなものをきちんと作っていって、

大丈夫なんだよという関係をどこかでつくってやらな

いと、彼ら若者は辛いのだろう、と思います。

一つだけ実践例を紹介します。今、私たちがやって

いますのが、農業中心なんですけれども、過疎地の中

山間地の支援事業も含めて、若い子たちが自分を取り

戻しながら過疎地の支援もしていって、農業で食べら

れるような仕組みも作りながら、収益を社会還元しよ

うというような実践です。

彼らが何をやっているかというと、新しい農業をし

ているのですが、本当は自分達がそこに生きがいを

作っているという面があるのです。さらに彼らは、地

域の人々の間に入って、高齢化率のとても高いところ

で、見守りをしていきながら、一緒に生活をしていま

す。

さらに、私たちが支援している学生農業ベンチャー

のメンバーは流通も新たにつくっていて、消費者と対

面販売をして対話を進めながら、自分を認めてもらい

相手を認め返すという循環をつくり出す中で、モノが

売れていくという関係を作ろうとしています。今まで

彼らがある意味で恨みに思ってきたような、自分は認

めてもらえないとか、自分は何の役に立っているのか

はっきりしないとか、あるいはこの社会に十全に位置

づいているのかはっきりしないといったことに対して、

むしろ農業ですとか農作物の流通を新たにつくり出し、

それらに従事することによって、自分がそこに位置づ

いているという感覚を強くもつようになる。それを

ベースにしてお客さんと対話をし、農家の方との対話

をしながら新しい産業を作っていく。こういう試みが

進められています。

このプロジェクトは今年の4月から新しく生産に

入っていまして、今年の目標は、年間ひとり400万円

の年収を得ることなんですね。 「やさい安心くらぶ」

という流通を作っている側のほうは、一人あたり月額

60～100万円売り上げています。それをベースにしな

がら、農村に4割返していますので、農家の方も潤っ

ていきますから、この過程で彼らが自分の存在をそこ

にきっちりつかんでいくことが出来るのではないかと

感じています。

こういうことを私たちが社会の中につくっていかな

ければならないだろうと思います。

○相互に承認しあい信頼しあう

相互に信頼しあえる、自分のことを認めてもらいな

がら、相手を認め返していく。私たちという存在は、

単なる交換可能な存在で、自分でなくてもよかったん

じゃないか、ということではなくて、交換可能な私た

ちであるからこそ、相手を通して自分のことを認める

ことが出来るんだと、自分はそこにちゃんといるんだ

という感覚をしっかり身につけさせることだろうと思

います。

これこそが大学の中でなされるべきことではないの

かと思います。大学はまだ社会に出る前の段階ですか
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ら、モラトリアムかもしれませんけれど、準備期間で

もあるはずですね。その中で、彼らは仲間や教員や職

員との関係の中で、お互いがきっちり認めあえている

のだ、そこに存在していることを認めてもらえている

のだという強い感覚をもつことができるようになる。

このことが重要なのだと思います。それをベースにし

ながら、たとえば授業なり講義なりの中で何かをやっ

てみること、学んでみることによって、自分との間に、

さらに自分と他者との間にオーバーアチーブな関係が

出来る。

何かをやることによって、あとから自分がこんなこ

とが出来たと発見をするわけです。事前に分かってい

るわけではないのです。学びというのは基本的にそう

です。学んだあとから、あー、こういうことがわかっ

た、出来るようになったとわかるわけですから。そし

てその驚きや嬉しさをベースにしてもっと学ぼうとす

ることを、私たちの言葉でオーバーアチーブメントの

循環といったりしますが、そういうどんどん前に行こ

うとするような関係を彼らに作ってやることが、この

社会の中で求められていることではないかと思うわけ

です。彼らはそこで、自分に対する駆動力を獲得する

ことになります。

大学の中でこの関係をきちんと作ってやることに

よって、彼らが自己愛的になり、もっと自分のことを

見てほしいとか、社会関係・人間関係の中できっちり

位置づいている感覚をもてないと苦しんでいる中で、

少しでも自分がきっちりそこにあるのだということを

彼らに実感させていく、そういったことがこれから私

たちのアプローチとして必要なのではないかと思いま

す。そうすることで、大学は彼ら学生にとって生きる

ための拠点へと変わっていくのだろうと思うのです。

少し話があちこちにいってしまい、すみませんでし

た。以上で終わります。ありがとうございました。
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はじめに：大学教育の質保証が求められるわけ

今の日本の大学は、希望者は誰でも入学できるユニ

バーサル化の段階にあるとされ、ほぼかつての高校と

同じ状況に移行しつつある。その中でも、国際化＝グ

ローバルスタンダードに合わせ、日本式大学授業への

反省や単位互換・留学などへの対応が求められている。

また、文科省の法令改正により教育情報の公開が求め

られるようになった。これは大学の社会的責任（アカ

ウンタビリティ）としての公開であるが、法制化する

ことにより、実態をごまかす大学などを駆逐しようと

いうことであろう。

しかし、このような外圧による対応ではなく、大学

教育の質保証では、本来的には教師・学生ともに「よ

りよい授業」を求め、その結果学生達に学習成果を保

証することが重要なのである。つまり、これまでの

「勉強しない学生たち」と「勉強させない教員たち」

（主要関心事を研究に置くなどのため）の互いに楽をし

ようとする馴れ合い構造からの脱却が求められている

のである。

FD・SD：絶えざる営み

我々のすべての営みには、計画・立案、実践、評価、

反省・再計画というPDCA（Plan-Do-Check-Action）

サイクルがあり、そのサイクルとともに改善・充実さ

れていく。PLANの段階では、首都大学のミッション

と学部・学科の教育目標が確認され、シラバスの作成、

教材開発、評価方法・基準の確認などが行われる。DO

の段階では、授業方法（発問、討論、発表）の共有、

教育機器の活用、授業時間外学習課題の提示、成績評

価、オフィス・アワーの実施等が含まれる。CHECK

の段階では、SE・TEの実施、試験、ピアレビューや

自己点検・評価、Web授業公開、授業ノート作成、

ポートフォリオの作成などで授業の振り返りが行われ

る。Action（FB・RE-PLAN）の段階では、学生支

援・教員支援・職員支援のシステム化に向けて、イン

センティブの活用、結果のWeb化・印刷や出版（『ク

ロスロード』やリーフレットの充実等）などによる広

報も通じて公開し、新たな授業構築に向けて行動する

ことが含まれる。

このような絶えざるPDCAサイクルを回すことに

よって授業実践が螺旋的に改善・充実していくものと

考えられている。ここでは、年間の時系列に沿って、

本学のPDCAサイクルの作業を辿っておくことにする。

PLAN：10月頃～：授業設計（計画・立案）

先ず、翌年度の授業の目標・方法・評価などの基本

構造を設計することから始まる。目標・テーマは学生

たちに身につけさせたい能力（成果）である。それを

達成するために15回の講義内容を順序立て、段階的に

構成することになる。さらに、単位制度をふまえて授

業時間外学習課題を設定し、そのためのテキストを選

定して参考書リストを作成する。授業方法として、グ

ループワーク、プレゼン、講義方式等を考慮し、最後

に成績評価のための評価項目や評価方法、評価配分な

どの基準を定める。この評価は学生たちに達成させた

い能力（成果アウトカムズ）を計ることができるもの

でなくてはならない。

11月頃にはこの授業設計をシラバスに落とし込んで

いくことになる。シラバス作成の目的として、次の5

つがあげられることが多い。①授業選択情報、②学修

計画の指針、③学生と教員の一種の契約書的確認（レ

ポートや評価など）、④学術的な情報、⑤授業のルール

など事務的情報である。

シラバスの作成に当たっては本学の「授業担当者の

ための手引き」（pp.26-29）が参考になる。シラバスの

記載内容（ポイント）として、本学では以下の7項目

の要素の明示が求められている。

・授業方針・テーマ（教師目線からの授業のねらい）

・到達目標（学生目線からみた獲得できる学習成果）

・授業計画・内容（15回分）

・テキスト・参考書（入手できる基本文献）

・成績評価方法（絶対／相対）・評価項目（学習成

果が測れる項目）・評価配分（ウェイト）、試験・

レポートなど

・特記事項（受講資格、オフィスアワー、連絡など）
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DO：4月～授業の実施（教授法）

4月の授業開始はオリエンテーションから始まる。

ここでは「大学の学びへの誘い」が重要である。本学

では「都市プロ」のオリエンテーションで「45分×2

回」講義を試行している。初回には、受講者のレディ

ネスの把握や動機づけが行われ、詳細版シラバスの配

布も行われる。授業の情報や授業時間外学習のために

Webの活用や毎回のPPT資料の活用などが試みられて

いる。

受講者名簿である「教育手帳」は履修申請者の確認

や出席管理に活用できる。Webからダウンロードも可

能であり、手作りでカスタマイズして利用する方法も

ある。

DO：5月～ルーティンワーク

5月の連休明けから授業が落ち着き、毎回の授業の

準備として、PPT作成、配付資料の準備やWeb公開、

ミニッツペーパー（毎時の小レポート）整理、出席管

理、授業時間外学習課題の採点等のワークが定常化す

る。以上の作業にTAが活用できると随分助かる。「基

礎ゼミ」や「情報教育」ではTAが準備されているが、

「都市プロ」では大人数の授業しかTAが配備されない。

授業担当者としては自分なりの授業ノートを作成し、

毎授業のポイントや反省等を整理しておくと次年度の

授業に役立つ。また中途に中間試験を取り入れ、形成

的評価をして理解度を把握したり動機づけしたりして

受講生にFBすることも重要である。毎回の授業資料や

ノートなどからティーチング・ポートフォリオ（TPF）

を作成していくことも有益であろう。

DO：7月～成績評価（評価計画）

7月の授業後半になると成績評価の準備に入る。既

にシラバスで学生に周知しているはずであるが、以下

のような評価計画を再確認しておく必要がある。

・評価方針：形成的評価／総括的評価

・評価方式：絶対的評価／相対的評価

・評価方法：レポート・中間試験・期末試験・口述・

プレゼン・GW・製作・実演か

・評価項目（対象）：出席、ミニレポート、授業中の

発言、課題、テスト（理解、論理、問題発見、独自性

等）

・評価配分：％配分、ウェイト

・評価結果のFB：返却のためのオフィス・アワー等

このような事項をすべてシラバスに記載しておくこ

とが難しい場合には詳細版シラバスを配布する方法も

ある。参考までに、本学の全学共通科目には成績評価

に関する「申し合わせ」等が以下のように定められて

いる。基礎ゼミ：ガイドライン、情報：指針、都市プ

ロ：申し合わせ、未修言語：基準、保健体育：基準で

ある。残念ながら、実践英語と理工系共通については

定められていると推察するが公開されてはいないよう

である。

DO：7月～成績評価

実際の成績評価として、中間テストによる理解度や

学習進度の確認とFB、形成的評価としてのミニッツ

ペーパーや授業ノート、ラーニング・ポート・フォリ

オ（LPF）や出席状況がある。総括的評価としてのレ

ポートには、客観的評価を心がけるために教師も評価

する能力を身につけなくてはならない。期末試験とし

て、論述、選択マーク、口述、プレゼン、作品、ポス

ター製作などが考えられる。それぞれの評価基準が受

講生には公開されていなくてはならない。またこの評

価は、シラバスに掲げられた学習成果と対応している

必要がある。また、クラスの評点が「5」や「2」など

に偏る場合には、課題に偏りがある可能性もあるので、

自己評価が重要になろう。

続いて、採点結果の報告である。マークシートの紙

ベースとWeb入力の方法がある。転記ミスや時間短縮

の視点からWeb入力の利点が大きいようであるが、情

報管理の点を注意しなくてはならない。成績評価の分

布の偏りはGPAにも関わってくるので注意が必要であ

る。最後に、学生へのFBと質問などへの対応が求めら

れる。

さらに言えば、成績情報の管理が求められる。学生

の質問やクレームに対応できるように出席や試験成績

などの情報を整理して4年間は保管しておく必要があ

る。本学の全学共通科目では、最低1年間は成績情報

を保管するよう要請されている。

＜参考＞シラバスとコースカタログの違い

「コースカタログ」とは、全授業の簡単な概要であ

り、授業選択のために簡潔にまとめられた情報。字

数制限などのフォーマットが指示される。「シラバ

ス」は、初回の授業時に受講者に配布される受講者

のための授業の詳細な学習支援情報。自由な記述で、

字数制限なし。

＜夏目達也他（2010）大学教員準備講座．玉川大学

出版部．p.28＞
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CHECK：7月～様々な評価

PDCAサイクルのCとは授業のチェックとしての

様々な評価である。例えば、学生の授業評価アンケー

ト（SE）、教員自身の授業評価アンケート（TE）、9月

末のSE・TEの集計結果の返却、自分自身の授業ノー

ト、中間・期末試験の傾向、レポートの成果、TAに

よる反省評価、同僚による評価、FDレポート・リーフ

レットの活用、自己評価としてのTPF化などが考えら

れる。

ACTION：8，9月～　授業の再構築

チェックの後は授業の再構築へと改善していくこと

になる。これがACTIONである。さらに授業方法や評

価方法などの研修や情報収集も有効になる。

ここでは、次の授業に向けて授業の再設計情報の確

認から始まる。様々な評価、テストやレポートなど

Check情報を活用すること、様々な研修への参加（FD

セミナー等）だけでなく、日常的に同僚と話し合うこ

とも一つのFDである。他大学・機関の情報を得るこ

とも有益であろう。出版やWeb公開情報の利用、さら

には自分の研究に係る最新情報を導入していくことも

重要である。

最後に：授業は一体誰のものでしょうか？

さて、最後にこのような問いを投げかけてみたいと

思います。自明な問いとしてあまり振り返られない問

いかもしれません。しかし、さまざまな回答が可能か

もしれません。教員のもの？　学生のもの？　大学の

もの？　社会のもの？　学生と教員両方のもの？　こ

れらを図に表してみました。

さらに、授業は他の教員でも同じものであるべきな

のでしょうか？　確かに、誰が教えても同じ成果が達

成されることも重要かもしれません。個人的な意見で

すが、「授業は学生と教員両者で生み出す独自なもので

ある」と考えます。授業も個性ある生きたもので、教

員と学生にその場しかない化学反応を引き起こすよう

なものであることを理想とするのではないでしょうか。

しかし、授業は大学の成果・財産として普遍性を持つ

べきであるという考え、社会の公共物として、時代の

ニーズに合致しているべきだという考えもあるでしょ

う。しかし、教員が勝手に教えればすむものでは無い

ように思います。

最後に、本セミナーでは「PDCAサイクルには余裕

がない。遊びが重要では？」という意見が出されまし

た。当然のご意見ですね。学生も教員も楽しみながら

授業から脱線もしながら、化学反応していくのですか

ら。

参考：授業改善のための参考文献等

・夏目達也他（2010）「大学教員準備講座」玉川大学出版

・「成長するチップス先生」名古屋大学Web版：

http://www.cshe.nagoya-u.ac.jp/tips/

・中井俊樹（編）（2008）英語で授業シリーズ（1）大学教員

のための教室英語表現300．アルク

・『まんがFDハンドブック　おしえて！FDマン』京都

FD開発推進センター：Web版

http://www.kyoto-fd.jp/handbook/digital_book/index.

html

・首都大学東京FD委員会Website：

http://www.comp.tmu.ac.jp/FD/

付録：FDとはFaculty Developmentの略ですが、異説：

・Food & Drink?（一杯飲みながらの日常的改善？）

・FriendlyなDiscussion?（日常的FDを和やかに？）

（様々な異説が考えられそうです）

２２０１０．０５．２８ ２０１０FD・SDセミナー

授業は一体誰のものでしょうか？

教員？
学生？
大学？
社会？

学生と教員？
他教員でも同じもの？
学生と教員両者で生み出す
独自なもの
大学の成果・財産（普遍性）
社会の公共物（時代のニーズ）

相互作用

TA 職員

社会

大学

学生教員
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FD委員会からの依頼により、昨年度に引き続きワークショップを担当させていただきました。本年度いただいた

タイトルが「今、大学教員に求められている資質とは？」でした。「大学教員に資質を求めている主体は何か」を自

問すれば、当然「社会」、となりますので、ワークショップでは、現代社会が私たち教員（大学）に求めていること

を具体的に把握し、それらに十分応えているか？応えるには何をなすべきか？について参加者と意見交換ができれば、

と思いました。

ところが、社会が私達に何を求めているかについては必ずしも明確ではありません。そこからワークショップで意

見交換することも考えましたが、限られた時間内での議論では散漫に陥ってしまうことが懸念されました。そこで、

大学が義務付けられている大学評価において問われている評価項目から「求められていること」を認識し、それに応

えることができる資質もまた求められていることを自覚し、その資質向上のために何を考え、成すべきかをワーク

ショップの軸とすることにしました。

ワークショップの冒頭では、本学が義務付けられているそれぞれの根拠法に基づく3種類の評価制度について概説

しました（資料1）。

《資料1：3種類の大学に関する評価とそれらの根拠法》

これらの大学評価の中で、本年度に首都大学東京が受審することになっている独立行政法人大学評価・学位授与機

構の「認証評価」において問われている評価基準（資料2）を取り上げ、参加者に意見交換していただくことにしま

した。時間の制約により、認証評価の評価基準5「教育内容および方法」の観点（資料3）の一部についての意見交

換のみになってしまいましたが、多くのご発言をいただきました。残念ながら、発言記録はありませんが、以下に、

基準5各評価観点に関連した私からの問いかけと、私なりの考えなどをまとめます。セミナーに参加されなかった教

員の皆様にもお考えいただければ幸いです。

《資料2：大学評価・学位授与機構の大学評価基準（機関別認証評価）》

基準1  大学の目的：明確に定められているか、構成員への周知、社会への公表等

基準2  教育研究組織（実施体制）：学部・研究科等の組織構成、教育活動の運営体制等

基準3 教員及び教育支援者：教員の配置、採用・昇格基準、研究活動、教育支援者の活用等

基準4 学生の受入：アドミッション・ポリシー、入学者選抜の実施、実入学者数等

基準5 教育内容及び方法：教育課程、学習指導法、成績評価等

基準6 教育の成果：単位修得等の状況、進路の状況、学生や卒業生からの意見聴取等

基準7 学生支援等：学習相談、留学生等支援、自主的学習環境の整備、生活相談・支援等

基準8 施設・設備：施設・設備の整備・活用、ICT環境、図書館等

基準9 教育の質の向上及び改善のためのシステム：授業評価、授業内容等の改善、FD等

自己点検・評価　：　学校教育法第109条　第1項

認証評価　　　　：　学校教育法第109条　第2項、3項

公立大学法人評価：　地方独立行政法人法　第28，29．30．79条
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基準10 財務：財務基盤、収支計画、適切な資源配分、財務諸表の公開、会計監査等

基準11 管理運営：管理運営･事務組織、学長のリーダーシップ、職員研修、自己点検・評価等

選択的評価事項A：研究活動の状況

選択的評価事項B：正規課程の学生以外に対する教育サービスの状況

《資料3 評価基準5 教育内容及び方法　〈学士過程〉》

問いかけ1

基準5 観点5－1－①：

授業内容が「基本的な目標」に沿ったものになっているか？そうでなければ、沿ったものにすることが可能か？

《資料4 首都大学東京の基本的な目標》

首都大学東京設立時のいろいろな経緯から、未だに大学の目標（資料4）が十二分に教職員に浸透していないとい

うこともありますが、知りません、賛同できませんでは済まされません。大学あるいは各部局の教育・研究目標は大

学ウェブサイト、各学部、研究科等ウェブサイトに、公開されており、学外者にとっては、それが本大学に関心を持

つ大きなきっかけになるからです。他人事と思わずに、教員は、公開されている大学全体、所属部局が掲げている教

首都大学東京の基本的な目標

○重点課題

首都大学東京では、大都市における人間社会の理想像の追求を大学の使命とし、特に次の3点をキーワードに、

大都市東京ならではの都市に立脚した教育研究に取り組む。

① 都市環境の向上

さまざまな環境問題に対し、物資の循環や都市基盤配置の視点から貢献していく。

② ダイナミックな産業構造を持つ高度な知的社会の構築

工学系各専門領域の融合と、産業社会を支えるシステムについて、より人間の立場にたった都市社会を支え

るシステムの構築を目指す。

③ 活力ある長寿社会の実現

医師と保健医療職との十分な連携や、在宅医療等への要請が高まるとともに、障害を持ちながら自立して生

活する人々への地域ケアのあり方などに貢献する。

○教育

学生にとって、大学は生きた学問を修得できる場となるべきである。意欲ある学生一人ひとりの自主性を尊重

し、大都市の特色を活かした教育を実施し、広く社会で活躍できる人材の育成を図る。

観点5-1-①：教育の目的や授与される学位に照らして，授業科目が適切に配置され，教育課程が体系的に編成され

ており，授業科目の内容が，全体として教育課程の編成の趣旨に沿ったものになっているか。

観点5-1-②：教育課程の編成又は授業科目の内容において，学生の多様なニーズ，研究成果の反映，学術の発展動

向，社会からの要請等に配慮しているか。

観点5-1-③：単位の実質化への配慮がなされているか。

観点5-2-①：教育の目的に照らして，講義，演習，実験，実習等の授業形態の組合せ・バランスが適切であり，そ

れぞれの教育内容に応じた適切な学習指導法の工夫がなされているか。

観点5-2-②：教育課程の編成の趣旨に沿って適切なシラバスが作成され，活用されているか。

観点5-2-③：自主学習への配慮，基礎学力不足の学生への配慮等が組織的に行われているか。

観点5-3-①：教育の目的に応じた成績評価基準や卒業認定基準が組織として策定され，学生に周知されており，こ

れらの基準に従って，成績評価，単位認定，卒業認定が適切に実施されているか。

観点5-3-②：成績評価等の正確さを担保するための措置が講じられているか
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育・研究の目標の達成に責任を持たなければなりません。とはいいましても、大学、部局の目標を担当している授業

に反映することについては、多くの教員が頭を悩ませることではあります。教員の専門分野によって、目標を授業内

容に取り込むことが容易、あるいは難しい、とさまざまだからです。

ご担当の授業内容が「基本的な目標」に沿ったものになっているか？そうでなければ、どのようにすれば沿ったも

のにすることが可能か？いかがかでしょうか？

問いかけ2

基準5 観点5－1－②：

学生の多様なニーズ、社会からの要請をどのように把握したらよいのか？

シラバスで授業内容が紹介され、それによって学生はそれぞれのニーズに合致する科目を選択、履修しているはず

です。シラバス記載内容（契約事項）に沿った授業、シラバス記述内容の充実（より具体的な記述）が、学生のニー

ズへの配慮となると思います。学生のニーズを把握するためのアンケート調査などは行われていませんが、FD委員

会が行っている授業評価（SE）回答、特に自由記述から汲み取ることが可能です。組織的授業評価アンケートとは

別に、担当教員が授業開始時に独自にアンケートを実施し、その科目について学生が何を望んでいるかを把握するの

は、非常に効果的のように思われます。私は担当している基礎ゼミナールで、第1回目のゼミでアンケートを実施し、

「本ゼミナールに何を望むか」についての回答を、2回目以降のゼミナールの形態、内容に反映させることにしていま

す。しかし、最近、「楽しい授業を」「わかりやすい授業を」という要望が多くなってきている傾向にあり、悩ましく

思っています。皆さんは学生のニーズを把握するために何か工夫をなさっていますでしょうか？また、予想される

ニーズとはどのようなものでしょうか？

問いかけ3

基準5 観点5－1－③：

単位の実質化の必要性を理解し、その配慮がなされているか。

大学設置基準第21条において、「1単位の授業科目を45時間の学習を必要とする内容をもって構成することを基準

とする」と定められており、大学審議会答申「21世紀の大学像と今後の改革方策について」（H10.10.26）においても、

その単位制度の実質化を図ることが述べられています。本学では、自主学習スペースの提供など、授業外学習を行う

ための環境は十分に整備されていると思いますが、実際に学生が授業外学習に取り組むことを促すにはどうしたらよ

いでしょうか？

具体的に予習項目、復習項目を指示すること、宿題を課すこと、頻繁に小テストなどを行うこと、それらをシラバ

スに明記すること、が有効であるように思われますが、教員の負担はそれなりに増加します。いうまでもないことで

すが、理想的には、「授業内容以上に知りたい」という気持ちが学生に湧き上がってくるような授業の実践手腕を私

達が身につけることなのでしょうが、難しいですね。いかがでしょうか？

問いかけ4

基準5 観点5－2－③：

自主学習への配慮、基礎学力不足の学生への配慮等が組織的に行われているか。

ほとんどの授業科目において、基礎学力不足のために理解できない一部の学生がいるだろうと思います。一昔前で

したら、基礎学力を持った学生を入試で選抜しているのだから、大学の授業は、基礎学力をチェックしたり、教授し

たりする場所にあらず、仮に学力不足の学生がいたとしても、それを補うのは学生が自発的に、ということだったの

でしょうが、この評価観点で明らかなように、現在では、大学が何らかの対策を講ずることが求められているわけで

す。2010年5月15日の読売新聞によれば、某私立大学ではそのような学生を、提携高等学校において聴講生として基

礎を学ばせる制度を採用したとのことです。驚きました。これを妥当な組織的配慮と評価するかしないかはともかく

として、考えさせられる報道でした。
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本学では、実践英語の能力別クラスわけ、在学年数別最低習得単位数に満たない学生に対しての組織的な履修相談、

基礎的内容の共通科目の提供、推薦入試などの合格者対象の入学前教育の実施、などを組織的に行っています。しか

し、基礎学力不足の学生の存在を、時機を逸することなく把握できるのは、各授業科目においてであり、その時に何

らかの配慮を行えば「落ちこぼれ」を防ぐことが可能かもしれません。ご担当の科目について、基礎学力不足の学生

に対して特別な配慮をしておられますか？

最後に、

この数年間、全学、各部局における自己点検・評価委員会が、自己評価書の作成など本年度受審の認証評価への対

応に追われていますが、教員の多くにはその内容が伝わり難く、本ワークショップでご紹介した評価項目に戸惑いや

驚きを覚えた方も多いのではと思います。社会が大学に求めている事柄を、意識していなかった教員ほど、その戸惑

いは大きいのではないでしょうか？このワークショップを機に、認証評価のための自己評価書、いずれ通知される認

証評価機構からの評価結果などに関心をお持ち下さい。

私の勝手なまとめで恐縮ですが、「今、 大学教員に求められている資質」とは、変貌する社会の中で、その社会か

らの大学教員（大学）への要請を認識して、それらに応えることを責務とし実践する姿勢と能力、といえましょう。

しかし同時に、社会の動向に左右されない「大学」 、｢学問」のあるべき姿とその質を維持していく意志を持つこと

も、大学教員の資質として重要であると強く思います。
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2010年5月27日・28日に開催されたFD・SDセミ

ナーに参加し、「大学」に関わる複数の講演を聴くとと

もに、教職員が集う懇親の機会を得ることができまし

た。授業担当の関係で第1日目のみの参加でしたが、

充実したその時間を拙稿にて少しでもお伝えできれば

と思います。

臨床心理学を専門とする私は、4月から人文科学研

究科大学院の授業や学部都市教養プログラムの授業を

担当、一方で学生サポートセンターにおいて学生相談

を行っています。本研修会の内容は、これらの仕事に

密接に関わるものでした。

第1日は、FD委員の梶井先生の司会により、上野副

学長の開会挨拶、原島学長の高話へと続きました。本

学の理念、大学改革の現況と将来像を語られ、「教育シ

ステムを通して次世代へ希望を伝える」お話に心打た

れました。

次に筑波大学の吉武博通先生に「教育研究と経営の

質の持続的向上に向けて」と題した講演を頂きました。

民間企業で長く活躍された先生は、「現場重視」と「論

理的思考」とを大学改革においても大切にされた方で

す。大学の使命や歴史の尊重を強調されており、評価

委員である本学をはじめとする「縁ある大学」への温

かい思いを語るご様子が印象的でした。また「首都大

学東京の存続意義」に触れられて、「学生が居て卒業生

がいる以上、存続意義がある」と明言されたことにあ

らためて「大学と学生へ向けた愛」の大切さを感じま

した。

続いて、教務委員長の山下先生が「基礎・教養教育

における検討課題」について講演され、現在の基礎・

教養教育の構成と検討課題を説明下さいました。ご自

身の授業における学生の自由記述とそれに対する返答

例はインタラクティヴな授業構築の参考になりました。

この日の最後には東京大学の牧野篤先生が「生きる

ための大学」と題して講演されました。リストカッ

ターをはじめとする「生きづらい若者たち」の現状を

提示され、解離を促進する今日の社会状況に言及され

ました。今日の若者にとっての「自我」が、かつての

若者とは異なって受動的であり断片的であること、こ

れは社会現象として首肯されるものです。講演の最後

には、都会と農村との交流により若者が「つながり」

の回復を目指す試みを紹介されました。

今日の若者が身体性や人とのつながりを切望しリス

トカット等に頼らざるを得ない状況を、自己肯定的文

脈へ転換していくことは火急の課題です。その試みの

一つとしての「有機農法とその作物流通への若者のコ

ミット促進」に関して牧野先生はお話されましたが、

同様の効果を持つ別の試みを、大学内で教職員と学生

との関わりの中で生み出していけるならば、大学全体

が活性化していくことでしょう。

学生支援の礎をどこに置くかは各教職員の専門性と

持ち味によって異なります。牧野先生は教育学・社会

学的な発想の中で上述の取り組みをなされてきたわけ

ですが、臨床心理学的な発想の中では、人と人との関

わりそのものの中に展開を期待する面があります。私

が関わっている相談面接とは、心の中の土を作り耕し、

生きていく力を育てる作業です。また個別面接に限定

しない広い意味での学生との様々な関わりの中で、各

教職員は学生の身体性や人とのつながりの実感を高め、

生きていく力を育てていけるのではないでしょうか。

各部署の教職員が協同し、学生の成長を支えること、

その結果私たち教職員もまた育てられていくこと、こ

れこそ「生きるための大学」の醍醐味であると感じま

す。

最後となりましたが、研修会開催にご尽力いただい

たFD委員会の先生方と担当職員の皆さまに心より御

礼申し上げます。
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学生と教職員が共に創る「生きるための大学」
－FD・SDセミナー参加記－

学生サポートセンター教授

渡部　みさ



本学において、FDは「教員が授業内容・方法を改善

し、向上させるための組織的な取り組みの総称」とし

て定義されており、私自身も、FDセミナーへ参加する

に先だって、FDを、あくまで教員が授業内容をどのよ

うに改善するのかという、限定した取り組みと考えて

いた。しかし、本年度のFDセミナーは授業内容・方

法を改善するというテクニカルな側面にだけ注目する

のではなく、大学という組織を運営することについて

包括的な観点から徹底して再検討することに軸足が置

かれていた。

この趣旨のもとで開催された三つの講演、ガイダン

ス、ワークショップでは多くを考えさせられ、また学

ぶことができた。「基礎・教養教育における検討課題」

では、基礎・教養教育における検討課題と現状に関す

る詳細な説明、「生きるための大学」では、社会学的な

分析を踏まえた学生のアイデンティティの変化と近年

の動向についてお教え頂き、大学教育をめぐる状況を

多面的に把握することができた。この理解を踏まえ、

二日目は「今、大学教員に求められている資質とは？」

と題されたガイダンスとワークショップが開催された。

一連のプログラムでは、さまざまな点を学ばせて頂

くと同時に、ディスカッションの中で先生方の多様な

立場のご意見を伺う中で、諸先生方が真剣に、首都大

学の教育の在り方を考え、また実際に取り組んでおら

れることを伺い、私自身も、より真剣に、こういった

改善に携わってゆく必要がある、との思いを新たにし

た。

一連のセミナーの中で特に学ばせて頂いたことは

（a）大学とは教員と学生のためだけにあるのではなく

広く社会のためにあること、（b）大学は社会のニーズ

へ応えると同時にニーズを与えうるような研究・教育

を行う必要があり、大学教育の包括的な改善はこう

いった目的の実現を目指して行われることが大切であ

り、私自身もそういった改善を担っていく必要がある

ことである。

セミナー一日目の「教育研究と経営の質の持続的向

上に向けて」と題された講演では、大学の教育研究を

考える上で、次の点が重要なポイントとして取り上げ

られた。それは、大学の教育を、より広い視野から捉

える必要性である。大学は確かに、教員と学生のもの

である。しかし大学は同時に、そういった学生や、教

員を必要とする社会のものでもある。この観点に立つ

と、大学経営は学生のニーズだけではなく、広く「社

会」のニーズに応えるべく行われる必要があることに

なる。

ただし、吉武氏は上の点に加え、次の二つを考えて

ゆくことが更に重要であると指摘された。ひとつは、

ここでニーズに応えるべき「社会」とは一体何か、と

いうことである。日本という社会なのか、特定の産業

界を対象とした社会なのか、社会という言葉で示され

る対象は極めて多様である。そのため、学生のためだ

けではなく、社会のための大学を目指すべきではあるが、

そこでニーズに応えるべき社会がどのような社会なの

か、このことをしっかり考える必要性が指摘された。

もう一つは、ただ「社会」や学生のニーズにこたえ

ればよいのではないという点である。確かにそういっ

たニーズに応えることは重要であるが、そういった

ニーズを見ている限り、既知の人材しか供給できない。

大学はむしろ、そういった既知の人材を供給するだけ

ではなく、それまでは想定されてこなかったような新

たな人材をも供給できるようになる必要があることが

指摘された。

吉武氏の指摘を踏まえれば、そもそも大学の教育は

（a）広く社会のもとで考える必要があり、そのために

は教職員だけではなく、FDは社会をも巻き込んだ包括

的な改善として行われる必要がある。（b）更に、大学

における教育は社会のニーズに応えるだけではなく、

社会で必要とされるニーズを「与える」教育である必

要がある。FDを授業内容・方法を改善するというテク

ニカルな側面から理解していた私にとって、同氏の指

摘は私の視野を広げてくださるものであった。

FDセミナーに参加させて頂かなければ、諸先生方の

取り組みを直に伺い、こういった問題を改めて考える

ということは、なかったように思います。私にこう

いったことを考える機会を提供してくださったFD委

員の先生方、事務スタッフの皆様に感謝申し上げます。
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社会のニーズに応え／ニーズを与える大学
教職員・社会を巻き込んだ大学教育の包括的な改善としてのFD

都市教養学部経営学系助教

木佐森　健司



大学の仕事に慣れ始めたある日「自分が普段過ごし

ている職場（大学）に、少し距離を置いて見ている人

もいるようだ」と感じることがあった。そのうち「首

都大を自分の大学だと思っている人がどれ位いるのだ

ろう」ということが気になった。果たして「首都大学

東京」とは誰の、どこに、あるものなのだろうか？

そんな私が参加することになったこのセミナー、2

日目はグループワークと聞いていたので、当事者意識

のない「白けた」議論で終わってしまうのではないか、

と不安であった。

1日目はFDと合同で、学内外の講師による講演会。

吉武先生の講演の中で「いま首都大学東京が社会での

立ち位置で悩んでいるように、筑波も悩んでいる」「大

学論ではなく○○大学論であるべきだ」「卒業生がいる

ことがその大学の存在意義」・・・私の中でもやもや

していた様々なことが「言葉」に置き換えられ、具体

化されていく時間であった。

また、民間企業出身の先生ならではの切り口で大学

の様々な問題を考察していく展開は、民間出身の私に

はとても馴染みやすかった。大学に関する出版物や講

演会などから知識を吸収しようと努めてきたが、「大学

から見た社会」を論じるものが多く、社会と大学の接

点を「社会の側から」論じているものはあまりなかっ

た。

もしかしたら大学を社会の側から論じることすら、

大学人にとっていまだ違和感のある時代なのかもしれ

ない。しかし、公立大学法人である本学にそれは許さ

れない。大半の学生が朝から真面目に大学に来てしま

う？今の大学に私も違和感があるが、「単位制度の実質

化」などの流れは、昔の大学のままでは済まされない

時代になってきた。その時代の一番先を走っている先

生の講演を、職場の研修として聞けたことにただただ

感謝するばかりである。

不安な2日目のグループワークは、1日目の講演内容

が参加者間の共通言語として機能したおかげで、ス

ムーズにテーマの核心に辿り着くことができた。もし、

このグループワークが、初日のFDセミナーを経てい

なかったとするならば、私の不安が的中していたかも

しれない。それだけ1日目の講演は、私たち職員に知

識だけでなく、意識にも効果のある内容で、白熱した

議論のきっかけになった。

果たして10年後の法人はどうあるべきか、そのため

に我々職員は何をすべきか、というテーマに対し、私

のグループでは「大学を、職場を、仕事を好きになる」

というフレーズでまとめた。

様々な職場に属している6人が、現在目の前で起き

ている問題、抱えている不安などを語りあい、そして

解決策を模索しあう過程で出てきた答えがこのフレー

ズ。ある私学のように「学生・教員・職員が愛校心で

一つにまとまる」姿が、公立である本学が目指す姿で

はないかもしれない。しかしながら、反対に無関心す

ぎるのはどうだろう。その思いを私だけではなかった

ことにうれしくなり、そして安心した。

議論の中で「この大学は、挨拶ができない人が多い」

「守衛さんに挨拶したことありますか」という発言が

あったが、身近なところから変えられるヒントもある

のだなと教えてもらった。短い時間であったが、刺激

の多いグループワークであった。

我々職員一人一人が「首都大を好きになる」ことか

らはじめよう。すると、首都大が「自分の」「胸の中に」

やってくるものだと知った。そんな、2日間であった。

最後に、研修の機会を設けていただいた関係各位の

皆様に御礼申し上げます。
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首都大はどこにあるのか
－FD・SDセミナーに参加して－

首都大学東京管理部教務課教育支援・評価係

宮林　常崇



私は1年5カ月間の非常勤契約職員を経て、平成22

年4月から常勤契約職員となりました。その約2カ月後

の5月27・28日にFD・SDセミナーに参加する機会を

いただきました。

全く異なる職務内容に携わって2カ月弱、気持ちば

かりが先走り、配属先の同僚に負担をかけていたかも

しれません。仕事を早く覚えなければというプレッ

シャーで、疲労も感じ始めた時期でしたので、他の部

署に配属された正規職員・常勤契約職員の新規採用の

方々とコミュニケーションをとることで視野を広げ、

気持ちを切り替える良い機会になると期待して参加し

ました。

一日目は昼食後、職場から直行して、午後から

FD・SD合同プログラムを受けました。教員と職員が

一堂に会し、同じ講演を聴講するというスタイルでし

た。

講演は3つ、1．筑波大学大学院ビジネス科学研究科

教授・大学研究センター長（前理事・副学長） 吉武

博通先生の「教育研究と経営の質の持続的向上に向け

て」、2．本学都市教養学部経営学系教授　山下英明先

生の「基礎・教養教育における検討課題」、3．東京大

学大学院教育学研究科教授　牧野篤先生の「生きるた

めの大学」をいずれも興味深く拝聴しました。

各講義を聴講し、『総じて今、大学という研究教育機

関が置かれている内外の環境を広い視野で捉え、困難

を十分認識し法人を支えてゆかなければならない。本

大学にはこのような状況でも飛躍可能な資質があるの

だから、可能性の芽を開花させるために教職員ともに

努力して大学という器とその中にいる学生をそれぞれ

携われるところから徐々に盛りたててゆこうという気

概を持つように』というメッセージと受け取りました。

研修後に、常勤契約職員になってからのこの2ヶ月

間で、自分に何が足りなかったのかを自問してみまし

た。思い返せば、木を見て森を見ていなかったのだと

感じます。個人の業務スキルをアップさせることはも

ちろん大切ですが、その目的が何であるかということ

をもっと意識せねばならないと痛感しました。組織全

体が進もうとする将来像・目指すゴールを各個人が

しっかり意識した上で、組織として良質なアウトプッ

トを出す為に個人が何をするべきか、常にこのことを

念頭に置き業務を遂行せねばならないと強く感じまし

た。

短期間で人が循環する構造となっている法人内のこ

と、今後私が頼っている先輩が異動されて、新しい職

員が配属されることがあろうか思います。そのときに、

組織が変わらず機能する為、先輩同様に新人さんを

フォローできるだけの力を身につけようと、この研修

で気持ちを切り換えることができました。

研修後の夕食時や自由参加の懇談会、その他で個別

に皆さんとコミュニケーションが図れたことも、宿泊

研修に参加できたことの大きな収穫でした。

研修二日目は、少人数グループでテーマの「魅力あ

る大学・高専を作り上げるために私たち職員がなすべ

きことは何か」について討議し、グループ内の意見を

まとめ、他の職員の前で発表する経験をさせていただ

きました。

大変緊張するものではありましたが、他のグループ

の発表を聞くことも、また、自らの意見が盛り込まれ

ている内容をグループの代表者に大勢の前で発表して

もらうという体験は、とても興味深く、刺激的なもの

でした。

研修を通じ、自分が失念していたことを思い出すこ

とが出来たこと、新しい知識を得ることが出来たこと、

様々の方とコミュニケーションが取れたことは非常に

有意義であったと思います。今後は研修で学んだこと

を活かし、大学職員として、質の高いアウトプットを

出し続けたいと決意を新たにしています。
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大学の職員であること
－FD・SDセミナーに参加して－

首都大学東京管理部理系学務課都市環境学部教務係

鎧　佐和子





平成22年度　前期授業評価アンケート結果

＜現状と課題＞

「基礎ゼミナールの授業評価について」

横田　佳之　（基礎ゼミナール部会長、都市教養学部理工学系准教授）

「都市教養プログラムの現状と課題」

佐藤　　潔　（都市教養プログラム部会長、都市環境学部准教授）

「実践英語教育　－授業評価の検討とこれからの展望－」

福間　健二　（英語教育分科会座長、都市教養学部人文・社会系教授）

「情報リテラシー実践Iにおける授業評価の経年変化」

永井　正洋　（情報教育検討部会長、大学教育センター教授）

「理工系共通基礎科目の授業評価結果について」
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はじめに

「基礎ゼミナール」は、

「考える・調べる・発表する」

という作業を通じて、

「課題発見能力・問題解決能力・自己表現能力」

の育成を目的とするゼミナール形式の授業で、1年前

期の必修科目です。今年度は、受講生1674名に対して

81クラスが開講されました。本稿では、FD委員会と

教務委員会・基礎教育部会が平成22年度に実施した

「基礎ゼミナールの授業評価アンケート」

の結果について、その概要を報告します。

調査対象と回収率

調査対象は、受講学生および授業担当教員で、受講

学生1674名中1407名（回収率84．1％）、授業担当教

員81名中71名（回収率87．7％）の回答があり、高い

回収率となりました。以下、学生・教員による授業評

価をそれぞれSE・TEと略記します。

質問項目

質問項目および略称は表1の通りです。問1から問8

まではいわゆる「共通事項」で、他の教養科目と同じ

設問ですが、問9から問12までは基礎ゼミナールの

「個別事項」となっており、基礎ゼミナールの目標であ

る課題発見・問題解決能力（問10）、自己表現能力

（問11）の達成度に関する設問を設定しています。ま

た、1クラス24名以内という制約のため、必ずしも第1

希望のクラスを受講できない場合があることをふまえ、

テーマに対する関心（問9）についての設問を設けて

いますが、今年度は、新しく自由記述欄に

「第1希望のクラスであったか否か」

という設問を追加しました。

アンケート結果の分析

（1）「共通事項」のSE平均値は、他の教養科目と比較

しても高水準で、ここ数年の推移をみても、【時間】以

外の設問で伸び続けています。トップ3をみてみると、
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質問事項 略称 

共
通
 事
項
 

 

問１ 私はこの授業に意欲的・積極的に取り組んだ。 【態度】 

問２ 授業の目的を意識しながら学習することができた。 【意識】 

問３ 教員の説明はわかりやすかった。  【説明】 

問４ 教員は学生の質問・意見に対して適切に対応していた。 【対応】 

問５ 授業時間以外で一週間に平均どのくらい、この授業に関連した学習をしましたか？  【時間】 

問６ 成績評価方法について十分な説明があった。 【成績】 

問７ シラバスに目標として掲げられている知識や能力を獲得できた。 【成果】 

問８ 私はこの授業を受講して満足した。 【満足】 

個
別
事
項
 

 

問９ 
SE   この授業テーマは自分の関心にあっていた。 

【主題設定】 
TE   この授業で学生がテーマに関心を持つように教えた。 

問 10 問題発見と、その解決に向けた取り組み姿勢の重要性を認識した。 【問題発見】 

問 11 ディスカッションやプレゼンテーションなどの自己表現能力を向上させることができた。 【表現能力】 

問 12 
受講生による議論・調査・発表の部分に対し、教員によるテーマの解説部分の時間 

【バランス】 
配分はどうでしたか？ 

※ 回答は ５段階： 強くそ う思う（ ５）、 そう思う （４） 、どちら ともい えない（ ３）、 そう思わ ない（ ２）、全 くそう 思わない （１） 

（表１） 

基礎ゼミナールの授業評価について

基礎ゼミナール部会長

都市教養学部理工学系准教授

横田　佳之



平成20年 平成21年 平成22年

【対応】： 3.94 3.98 4.05

【態度】： 3.83 3.87 3.97

【満足】： 3.79 3.86 3.94

と4ポイント前後まで伸びていて、ワースト3でも、

平成20年 平成21年 平成22年

【時間】： 2.32 2.44 2.41

【成績】： 3.32 3.31 3.48

【成果】： 3.39 3.47 3.56

と、さほど悪くない水準です。これらはそれぞれ

「SE平均値とTE平均値のギャップの少なさ」

のトップ3とワースト3にピタリと一致していて、この

あたりが今後の課題といえるでしょう。ちなみに【満

足】では、毎年、SE平均値がTE平均値を大幅に上

回っています。

（2）「個別事項」のSE平均値の推移は、

平成20年 平成21年 平成22年

【主題設定】： 3.72 3.78 3.83

【問題発見】： 3.68 3.79 3.84

【表現能力】： 3.53 3.68 3.71

という具合に、やはり高い水準で伸び続けていますし、

【バランス】では、「ちょうどいい」という回答が

平成20年 平成21年 平成22年

66.2％ 67.8％ 71.3％

という推移で、ついに7割を超えました。ただ、SE平

均値とTE平均値のギャップが（1）のワースト3なみ

に大きく、縮まる傾向が見えません。とくに【表現能

力】のギャップが大きいようです。今後の課題といえ

るでしょう。

（3）「第1希望のクラスであったか否か」と授業評価ア

ンケートの相関関係について、以下の項目で有意の差

が現れました。

【意識】 【満足】 【主題設定】

第1希望： 4.04 4.22 4.13

それ以外： 3.80 3.86 3.53

ただ、設問の字が小さかったため、半数以上の学生が

設問に気がついていない可能性があり、来年度以降は

「個別事項」欄に設問を移し、継続して調査を行います。

自由記述欄より

平成21年度までの授業評価を受けて、平成22年度に

行った工夫として、

①専門的なテーマは避け、身近なテーマを選ぶ

②テーマを絞り、授業に余裕をもたせる

③宿題を減らし、作業時間を授業中にとる

④学生の自主的な発言・取り組みを促す

などの例がTEの自由記述欄に書かれています。関係

していそうなSEの自由記述を拾ってみましょう。

①に関係するSEの自由記述

・専門的すぎて興味がないとつらい

・ゼミの目的がわからない

②に関係するSEの自由記述

・調査、議論、発表の時間が少なすぎる

・授業計画をきちんとたててほしい

③に関係するSEの自由記述

・授業外で、学生同士が集まるのは難しい

④に関係するSEの自由記述

・教員の考えをなぞるための授業ではない

・授業が説明ばかりで、プレゼンもなし

肯定的な意見が圧倒的に多いなか、このような厳しい

意見は貴重です。上記の工夫とあわせて、心にとどめ

ておくべきだと思います。最後に、SEの自由記述で代

表的なものを挙げると、

・いろいろな学部の学生と触れあえて楽しい

・教員と学生の距離が近いと感じた

・レポートの書き方やプレゼンの方法を教わった

などで、とくに

・前期の授業でいちばん楽しかった

という意見が多いのには勇気づけられます。

おわりに

基礎ゼミナールの授業評価結果をみると、学生の満

足度も高く、授業の目的もある程度達成されていると

思いますが、まだまだ課題もあります。これまでの担

当教員の努力を無駄にしないためにも、基礎ゼミナー

ル懇談会などを通じて、さまざまな情報を共有し、新

しい意見も取り入れて、基礎ゼミナールのさらなる充

実に努めていくべきだと感じます。
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1 はじめに

本稿では本年度前期の授業評価アンケート集計結果

の解析を通じて見えてきた現時点での「都市教養プロ

グラム」の課題・問題点について述べる。

なお、紙面の都合上割愛した「都市教養プログラム」

の特徴と変遷および現状、ならびに「授業評価アン

ケート」自体の課題・問題点についてはWeb版に全文

を掲載しているので、そちらを参照して頂きたい。

2 授業評価アンケート結果

ここからは、アンケート結果について述べることに

する。まず今回実施された学生側へのアンケートの質

問項目を示す。

表1 学生側（SE）への質問項目

前回（H21年度後期）からの変更点としては、個別

質問事項（問9-11）の文面を質問内容が明確になるよ

う変更したことと「都市教養プログラム」に特有の問

題の一つである受講生数に関する質問（問12）を追加

した点である。なお、共通質問事項に関しては質問の

対象が不明瞭なものや内容が重複しているもののある

と感じるが、従来通りの内容で実施された。

次に回答分布を示すが、質問の順番と内容は対応し

ている訳ではなく、回答選択肢も異なる質問項目（問

5 10, 12）もあるので、学生に対する質問項目の内容別

に分類して整理した結果を対応する教員側(TE)の回答

分布と共に示す。

学生側の回答と教員側の回答の乖離（意識･認識の差）

については、個々の授業担当者に配布された結果を各

自で判断してもらうことであるが、ここではFD委員

会から渡された集計結果の資料に基づいて「都市教養

プログラム」全体としての分布についてのみコメント

する。

・学生の自己評価に関する項目（問1, 2, 7, 11）

これらの項目に対する学生側(SE)の回答は、問11の

「視野拡大」を除いて肯定的な回答が50%以下と低く、

「基礎ゼミナール」や「情報リテラシー実践I」で見ら

れるような高い割合とはなっていない。

一方、これらの質問に対する否定的な回答は「二重

の意味」を持っていることに注意する必要がある。す

なわち「学生自身の努力不足を反省している意見」と

「授業内容に対する不満を表している意見」である。個

別の授業においてこれらの質問事項に否定的な回答が

多い場合は、授業担当者は授業内容の再確認や自由記

述の内容を確認する必要があるだろう。

「都市教養プログラム」全体としては受講者の5､6

人に1人が否定的な回答を寄せているが、プログラム

全体として改善すべき点があるのかどうかについての

判断は難しい。

なお、教員側（TE）の回答は否定的な意見が生じる要

素がなく、ほとんど意味を持たない。

共通質問共通質問事項事項 

問 1 態 度 

問 2 意 識 

問 3 説 明 

問 4 対 応 

問５ 時 間 

問６ 成 績 

問７ 成 果 

問８ 満 足 

個別質問個別質問事項事項 

問９  

問10  

問11  

問12 

を変えた文面であるので、ここでは省略する。 

注：教員側（TE）への質問内容は、上記と同様な事柄について視点

受講生数

視野拡大

難易度

シラバス

私はこの授業に意欲的 ･ 積極的に取り組んだ 

授業の目的を意識しながら学習することができた 

教員の説明はわかりやすかった 

教員は学生の質問･意見に対して適切に対応していた 

授業時間以外で一週間に平均どのくらい、この授業に
関連した学習をしましたか？ 

成績評価方法について十分な説明があった 

シラバスに目標として掲げられている知識や能力を
獲得できた 

私はこの授業を受講して満足した 

この授業のシラバスは､「授業選択に役立つような内
容」でしたか？ 

授業全体を振り返ってみて、あなたにとって「この授
業の難易度」はどうでしたか？ 

この授業を受講したことによって､「自分の視野が広
がった」と思いますか？ 

授業の内容や形態を考えると、「このクラスの人数」
は適切であったと思いますか？ 
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表2 学生の自己評価に関するSE回答分布（H22年度

前期）

表3 学生の自己評価に関するTE回答分布（H22年度

前期）

・教員･授業内容への評価に関する項目（問3, 4, 6, 10）

ここでも、問10の「難易度」を除き、教員側(TE)の

回答は否定的な意見が生じる要素がなく、ほとんど意

味を持たない。

問3,4,6に対する学生側の受け取り方は、50-60%が肯

定的な回答であり、教員側の70-90%の肯定的な回答に

比べると低く、全体としてみると教員側が思っている

程、説明や対応が良かったと感じている学生の割合は

少ない。

「難易度」に関しては、専攻の異なる学生が混在して

いる教養科目であることを考えれば、全体としては適

切なレベルであると判断される。

表4 教員・授業内容に関するSE回答分布（H22年度

前期）

表5 教員・授業内容に関するTE回答分布（H22年度

前期）

・シラバスに関する項目（問9）（問2,6,7とも関連）

問9は選択必修科目である「都市教養プログラム」

科目において、シラバスに書かれている内容が授業選

択に役立つようなものであったかどうかについて、学

生側の意見と教員側の意見の乖離があるかどうか調べ

るためのものである。従って、個々の授業において否

定的な回答が多い場合には、授業担当者は自由記述の

内容などを確認して、シラバス内容の修正が必要であ

ろう。

また、FD委員会はこの様なアンケート調査を行う以

上は、その様な授業の担当者に対して明確な注意を促

し、次年度シラバスの提出の際に、修正の有無を

チェックして確認することが必要であると思う。

表6 シラバスに関するSE回答分布（H22年度前期）

表7 シラバスに関するTE回答分布（H22年度前期）

・満足度（授業全般）に関する項目（問8）

この質問は具体的ではないので、学生の満足度の指

標が何かを掴むことは難しいが、全体の回答分布が類

似している項目を挙げると、「説明」と「視野拡大」が

該当する。回答を寄せた個々の学生について詳しい相

関を調べたわけではないが、これらの全般的な傾向か

ら判断すれば、学生は「説明がわかりやすく、知らな

い分野に関する知識が獲得できた」ことに対して満足

しているものと判断することができるであろう。

表8 満足度に関するSE回答分布（H22年度前期）

表9 満足度に関するTE回答分布（H22年度前期）

一方、教員側の回答には「説明」や「視野拡大」と

の回答分布との一致は認められず、「態度」や「成果」

強くそ
う思う そう思う 

どちらとも
言えない 

そう思
わない 

全くそう
思わない 

満足度 8 % 54 % 37 % 1 % 0 % 
態 度 4 % 59 % 36 % 1 % 0 % 
成 果 10 % 62 % 27 % 1 % 0 % 

強くそ
う思う そう思う

どちらとも
言えない 

そう思
わない

全くそう
思わない

満足度 22 % 36 % 30 % 8 % 4 % 
説 明 20 % 40 % 26 % 9 % 4 % 

視野拡大 21 % 44 % 26 % 6 % 3 % 

 強くそ
う思う そう思う

どちらとも
言えない 

そう思
わない

全くそう
思わない

シラバス 9 % 74 % 14 % 2 % 0 % 
意 識 19 % 64 % 16 % 1 % 0 %
成 績 21 % 50 % 26 % 1 % 2 % 
成 果 10 % 62 % 27 % 1 % 0 %

強くそ
う思う そう思う

 
どちらとも
言えない 

そう思
わない

全くそう
思わない

シラバス 12 % 37 % 40 % 8 % 3 % 
意 識 11 % 35 % 35 % 14 % 5 %
成 績 17 % 31 % 35 % 12 % 4 % 
成 果 8 % 32 % 44 % 11 % 4 %

強くそ
う思う そう思う

 
どちらとも
言えない 

そう思わ
ない 

全くそう
思わない

説 明 27 % 63 % 9 % 2 % 0 % 
対 応 16 % 61 % 19 % 3 % 1 %
成 績 21 % 50 % 26 % 1 % 2 % 

 
やや易し
かった    

難易度 0 % 8 % 60 % 31 % 1 %

ちょうどよかった やや難しかった 難しかった易しかった

強くそ
う思う そう思う

 
どちらとも
言えない 

そう思わ
ない 

全くそう
思わない 

説 明 20 % 40 % 26 % 9 % 4 % 
対 応 17 % 35 % 38 % 6 % 3 % 
成 績 17 % 31 % 35 % 12 % 4 % 

  
やや易し
かった   

難易度 3 % 7 % 58 % 23 % 9 % 

ちょうどよかった やや難しかった 難しかった易しかった

強くそ
う思う そう思う

どちらとも
言えない 

そう思
わない 

全くそう
思わない 

態 度 4 % 59 % 36 % 1 % 0 % 
意 識 19 % 64 % 16 % 1 % 0 % 
成 果 10 % 62 % 27 % 1 % 0 % 

視野拡大 21 % 71 % 6 % 1 % 1 % 

強くそ
う思う そう思う

 
どちらとも
言えない 

そう思
わない 

全くそう
思わない 

態 度 13 % 36 % 34 % 13 % 5 % 
意 識 11 % 35 % 35 % 14 % 5 % 
成 果 8 % 32 % 44 % 11 % 4 % 

視野拡大 21 % 44 % 26 % 6 % 3 % 
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といった項目と類似する分布となっている。いずれも

学生の受け止め方に対する教員側の推測を問うような

質問項目であるので、これらの回答分布が一致するの

は当然なのかも知れない。

本アンケートは「授業評価」を謳っている以上、学

生側から見た「（総合的な）満足度」を高めるための分

析やそれに基づいた改善がFD活動の目標の一つと考

えられるが、この評価はあくまで（学生にとって）「満

足できた授業」であり、「良質な授業」を必ずしも意味

する訳ではないことに注意すべきであろう。

学生側の「授業満足度の基準」を知りたければ、満

足度の高い授業と低い授業を10授業くらいずつ取り上

げて、他の質問の回答傾向を調べれば、相関の高い要

因を容易に見つけ出すことができる。（以前行われた解

析では、「肯定的な回答を寄せる学生は、全ての項目に

対して肯定的な回答を寄せる傾向にある」と統計的な

傾向についてのみ説明され、その意味を示されていな

い事柄である）

だが、授業改善に役立てるのであれば、教員側とし

てはこの様な「（抽象的な）満足度」の比率調査よりも

「何を改善してほしいのか」もっと具体的で直接的なこ

とが知りたいはずである。

現在「自由記述」として手書きの記入欄が設けられ

ているが、それらはワープロで打ち直されて、各授業

担当者にアンケートの集計結果と共に送られているが、

集計や傾向分析などは行われていない。

例えばこの5年間のアンケート調査で寄せられた自

由記述を集計・分析して、頻度の高い類似意見を並べ

てマークシートで選択させる方式に変え、該当項目の

ない意見のみを「その他の意見」として記入させる様

な方式をとれば、集計作業の大幅な効率化と授業改善

点の具体的な事項の明確化が計れるであろう。さらに、

複数選択した改善点の中から「最も改善してほしい点」

を別途マークしてもらえば、次年度の授業に早急に改

善すべき点が明らかになるはずである。

・授業外学習時間に関する項目（問5）

この質問項目は学生の自己評価というよりは、「実態

調査」に近い内容である。他の全学共通科目との比較

からわかる様に、「都市教養プログラム」の時間外学習

時間は非常に低いレベルである。3人に2人が「ほぼゼ

ロ時間」と回答している。

表10 授業時間外学習時間に関するSE回答分布（H22

年度前期）

表11 授業時間外学習時間に関するTE回答分布（H22

年度前期）

「都市教養プログラム」の時間外学習時間の低さは、経

年変化をみても改善されていない。（初年度から2008年

度にかけてわずかに向上しているがこれは選択肢の基

準が1時間刻みから30分刻みになったためである）

また、教員側の回答も他の教養科目で見られるよう

な時間の経年増加は認められず、「都市教養プログラム」

科目では全体的に時間外学習を充分に課していない上

に、改善の意識が薄いことがわかる。

表12 都市教養プログラム科目の授業時間外学習時間

に関する回答（平均値）の経年変化

注：数値は回答選択肢番号の平均値（2007年度は1-5がほぼゼロ時

間, 1時間, 2時間, 3時間, 4時間程度/週、2008年度以降は1-5が

ほぼゼロ時間, 30分, 1時間, 90分, 2時間程度/週に対応）

単位の実質化が求められている中で、この様な状況

は個々の教員の判断に委ねるレベルの問題ではなく、

「都市教養プログラム」科目でもどれ位の時間外学習の

必要があることを授業担当者ならびに学生に具体的な

数値（時間）と共に伝え、各授業において一定時間以

上の時間外学習を必ず課す申し合わせや取り決めが必

要であろう。

・受講生数に関する項目（問12）

「都市教養プログラム」科目では、授業ごとの受講者

数の違いが大きい。（英語24名、情報科目50名前後

（50-55名）、基礎ゼミ（7-24名）であるのに対し、都市

教養プログラム科目の受講生の数は10名程度から600

名までと幅広い）

受講者数が200名を超える授業では、受講生数が

年度
2008 2009

前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期
SE 1.35 1. 28 1. 55 1. 51 1. 60 1.59 1.59
TE 1.79 1. 75 2. 07 1. 79 1. 88 2.13 2.03

2007 2010

0 時間/
週 

30 分 
程度/週

1 時間
程度/週

90 分 
程度/週

2 時間
程度/週

基礎ゼミ 6 % 30 % 40 % 16 % 9 %
都市プロ 29 % 48 % 17 % 4 % 2 % 
実践英語 0 % 25 % 51 % 17 % 7 % 
情報科目 27 % 51 % 19 % 3 % 0 % 
理工共通 5 % 44 % 35 % 7 % 9 % 

0 時間/
週 

30 分 
程度/週

1 時間
程度/週

90 分 
程度/週

2 時間
程度/週

基礎ゼミ 31 % 27 % 23 % 9 % 10 % 
都市プロ 64 % 20 % 11 % 3 % 2 % 
実践英語 21 % 34 % 28 % 11 % 6 % 
情報科目 60 % 23 % 11 % 3 % 3 % 
理工共通 27 % 32 % 27 % 9 % 5 %
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「ちょうどよい」と回答した割合が66.7％（3名に2名）

を下回る科目が増え始め、270名を超えると1授業を除

き66.7％以下となる。さらに330名以上の授業ではどの

授業も半数以上の学生が受講生の数が多すぎると感じ

ている。

逆に少人数の授業では受講生数が「ちょうどよい」

と回答した割合が50％未満となるのは、履修登録者の

少ない2つの授業のみであり、その他の授業は7割以上

が適正な人数であると回答している。（50％を切る授

業が100名前後の授業で1つ、200名前後の授業で2つ

あったが、教室の大きさが原因であると予想されるの

で、この様なアンケート調査結果は次年度の教室配置

にも利用すべきである）

表13 履修登録者数と「受講生数がちょうどよい」回

答割合の関係

この調査結果から読み取れることは、「都市教養プロ

グラム」科目では、20名以上200名以下の授業規模が

適当であり、300名を超えるような大規模授業は学生

からは望まれていないことである。教室環境との対応

や出席状況の確認が必要であるが、現状では「都市教

養プログラム」科目の3割が200名以上の授業であるの

で、200名以上の授業でも受講生数が「ちょうどよい」

と回答した割合が高い授業における好回答の要因を調

べ、他の大規模授業の改善に役立てることが望まれる。

なお、受講生が集中する授業が生じる要因の一つに

時間割配置が挙げられる。ここでは詳しいデータは省

略するが、受講生数が300名以上の大規模授業の多く

は同一時間枠に他の「都市教養プログラム」科目のな

い大枠配置以外の授業時間に集中している。

現在の様な学部･系･コースによる履修要件の不統一

や授業配置の原則と多くの例外が混在する状況では、

履修人数の制限を設けない限り問題は解消しないであ

ろう。学生の授業選択肢がある程度確保される様な時

間割配置の調査と履修要件の全学的な統一が望まれる。

3 おわりに

「授業評価アンケート」の意義や必要性自体を否定す

る気は全くないが、これまでのやり方では「集計」か

ら先のサイクル（「集計」→「解析」→「問題点の把握」

→「原因の特定」→「具体的･有効的な対策」→「授業

の改善」→「評価」→「集計」…）が回っていないた

めに、アンケート結果の傾向は毎回同じである。（勿論、

傾向が同じことは数年の調査を繰り返したから分かる

ことであるが、これ以上同じことを繰り返しても得ら

れることは少ないはずである）

「授業評価アンケート」に限っていえば、FD委員会

の活動内容自体に改良･改善の努力が目に見える形で感

じられない状況下で、授業改善を教員に一方的に求め

ても説得力に欠けるであろうし、アンケート結果が毎

年の授業改善の動機付けになることはないであろう。

「授業評価アンケート」自体を見直す時期はすでに訪

れている。早急に有効な対策を取らずにこのままの形

式で今後も続けたならば、FD制度自体が崩壊しかねな

いことを関係者にはもっと感じてもらい、速やかに行

動に移してもらいたい。

最後に、本稿は本学FD委員会からの要請により作

成したものである。作成にあたっては、管理部教務課

教育支援・評価係の市川氏ならびに管理部教務課の鈴

木係長、白岩氏にデータ収集・整理に多大な協力を頂

いた。この場を借りて御礼申し上げる。

 
 5 37 14

 4 2 6 10 13
 2 0 2 3

20 13

10

301-600201-300101-20021-10010-20受講生数

授業数

67％未満
50％未満

1 35 14 4 067％以上
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（はじめに）

わたしたちの「実践英語」も、2010年度で6年目を

迎えた。

１年次の初めの「クラス編成テスト」によって、

Ａ・Ｂ・Ｃのレベルに分かれる能力別クラス編成がな

される。

そして、選択制を取り入れた日本人教員担当の2年

次のⅡa・b以外、つまり、日本人教員の担当するⅠ

a・b、ＮＳＥ教員の担当するⅠc・dとⅡc・dは、共

通教科書を用い、統一期末試験をおこなっている。

わたしたちが学生の意欲と能力を向上させようと考

えて積み重ねてきたここまでの試行と経験が、どう功

を奏しているか。その一方で、学生に通じにくいのは、

どういうところなのか。

2010年度前期、実践英語Ⅰａの授業評価アンケート

を検討しながら、そうしたことを確認するとともに、

首都大学東京での英語教育のこれからの方向性を考え

る目安となるものを探ってゆきたい。

（個別質問事項について）

問９では、共通教科書の「難易度」について、問10

では、それを使った授業のなかで「いちばん関心を

もって取り組むことができたものは何ですか。」と尋ね

ている。

これは、もちろん、次年度以降の教科書を選ぶ上で

の参考にするためであるが、根本的なところでは、共

通教科書の採用そのものがどう受けとめられているか

を知りたいという意図がある。

2010 年度、実践英語Ⅰａに採用した Read ing

Explorer 3 は、初版であることもあって印刷上の不

備などがあり、教員にとっては使いにくい一面があっ

たのであるが、難易度についての学生の回答は、従来

よりも「ちょうどよい」が増えており、また、共通事

項の質問への回答からも、学生がこの教科書を好意的

に受けとったことが想像できる。

たしかに、この教科書は、一方で問題をもちながら

も、現在の世界のさまざまな問題を扱った題材の選択

とレイアウトに斬新さのあるものだった。

関心主題を尋ねる問10への回答は、「内容理解」を

選んだものが圧倒的に多く、そのあとに「英文和訳」

「構文理解」「語彙の学習」とつづく。

2010年度にかぎったことではないが、こうした受け

取り方は、英語を読んできちんと内容を理解するとい

う授業の基本的な方向づけからすれば、妥当なもので

ある。

問11の「学習貢献」の項目。

そこで、「この授業は、今後のあなたの英語学習に資

するところがあった。」というのは、まず、現在の社会

では、どんなかたちであれ、だれにとっても、英語を

勉強してゆくことが必要であるという前提に立ってい

る。とくに１年生の前期の段階で、学生が自分の英語

との関わりに対して積極的な意欲をもつことの重要性

は、言うまでもない。

2010年度の回答の、「強くそう思う」「そう思う」を

合わせた全体の41.7％というのは、まだ高いとはいえ

ない。しかし、これは、平均値で見ると3.28となり、

2009年度の3.1からすると伸びている。2009年度とほぼ

変わらない教員の見解（4.16）とのあいだの開きも狭

まっている。

（共通の質問項目について）

問１ 「態度」：「私はこの授業に意欲的・積極的に取

り組んだ。」

平均値で、2007年（3.36）、2008年（3.41）、2009年

（3.43）と横這いをつづけてきたのが、2010年度は、

3.56となった。学生がこの授業に意欲的・積極的に取

り組んでいたかという教員側の観察は、過去４年でい

ちばん高かった2009年度とほぼ同じ3.79である。学生

の授業態度は向上していると見ることができるだろう。

問２ 「意識」：「授業の目的を意識しながら学習する

ことができた。」

2007年（3.24）、2008年（3.29）、2009年（3・26）で

あったのが、この項目でも、2010年は、3・43と伸び

ている。そうするように促したかどうかについての、
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教員の回答（2010年は4.20）とはまだ開きがあるとし

ても、意識的に学習する学生は増えていると見たい。

問３ 「説明」：「教員の説明はわかりやすかった。」

2007年（3.31）、2008年（3.59）、2009年（3.58）に対

して、2010年は3.69。わかりやすく説明したかどうか

についての、教員の回答（2010年は4.27）との差は大

きい。学生に通じる説明をさらに工夫してゆく必要が

あるだろう。

問４ 「対応」：「教員の学生の質問・意見に対して適

切に対応していた。」

2007年（3.53）、2008年（3.79）、2009年（3.68）に対

して、2010年は3.84。教員の回答は4.31であるが、こ

の項目では教員の努力への評価が高くなっている。

問５ 「時間」

１週間の学習時間。従来から、学生の学習時間は、

一般的に考えても、教員の期待する１時間程度という

ことからしても、短すぎると懸念されている。この項

目に関しては、2010年も、あまり大きな変化は見られ

ない。

問６ 「成績」：「成績評価方法について十分な説明が

あった。」

2010年度は、3.74。十分な説明をしたかということ

への教員の回答は、4.34。開きはまだある。周知徹底

への努力はなされてきたが、期末試験70％・平常点

30％としている平常点の内容について、教員の考えが

学生によく伝わっていないという問題があるかもしれ

ない。

問７ 「成果」：「シラバスに目標として掲げられてい

る知識や能力を獲得できた。」

2010年、学生が3.23。教員3.79。学生・教員の双方

とも、他の項目に比べて、低い数値である。従来から

そうであり、目標そのものを検討する必要もあると考

えられる。

問８ 「満足」：「私はこの授業を受講して満足した。」

2007年（3.19）、2008年（3.35）、2009年（3.3）で

あったのが、2010年は3.47と伸びている。問１「態度」

と問２「意識」とともに、よろこぶべき数値である。

とはいえ、満足したとする学生が全体の半分を少し超

えているという程度である。教員の回答（2010年、

3.53）からも窺えるように、もっと多くの学生が満足

できるようにするにはどうしたらいいのかということ

を、これからさらに、さまざまな角度から考えてゆく

必要がある。

（これからの展望）

今回見ることのできた2010年度1年生の回答は、こ

こまで「実践英語」をやってきたわたしたちにとって、

大きな励ましとなるものである。

教科書がおもしろいものだったこともあるが、「実践

英語」の5年間の経験が活きて、授業内容が充実して

きた。それが、全体として、学生の授業態度、学習意

欲を向上させている。そういう成果をいちおう認めて

いいだろう。

しかし、その一方で、もちろん、まだまだ反省すべ

き点はある。教員の側に工夫の余地があるばかりでな

く、学生も、どの分野に進むにせよ、英語学習の重要

性を認識して、さらに真摯に授業に向かってほしい。

現在、わたしたちは、「実践英語」の授業内容、共通

教科書、統一試験などについての見直しを始めようと

している。

自分の思っていることを英語で言い、英語で書く。

さらには、自分の必要とする英語の情報を、英語を

使って求め、正確に理解する。そして、国際的な視野

と自分の意見をもって英語に親しみ、積極的に、怯む

ことなく英語に向かってゆく。

そういう学生がひとりでも増えてゆくことを願いな

がら、改善すべきことは改善し、さらに努力を積み重

ねてゆきたい。
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はじめに

本稿では、2008年度から2010年度前期末に行った情

報リテラシー実践Ⅰに関しての授業評価アンケート

（SE）の経年変化について主に報告する。

高等学校では、現行の学習指導要領が平成11年に告

示され、平成15年度より実施されている。大学等高等

教育機関には、これにしたがい教育を受けた学生が平

成18年4月に初めて入学した。現行の高等学校学習指

導要領では、教科「情報」が置かれたことが1つの特

徴となっているが、先行研究では、これにより、大学

入学時の学生のコンピュータリテラシーが、向上して

いることが期待されてきた。

そこで、筆者ら大学教育センター情報教育担当は、

大学で情報教育の授業を受ける学生のレディネスがど

のような状態であるのかを明らかにするために、これ

まで毎年、レディネス調査を4月の段階で実施してき

ている。結果的に多くの調査項目で向上が認められ、

学生の情報やコンピュータに関して使えるという意識

は、徐々に高まってきていると考えられる。しかしな

がら、多くの項目で未だできるという回答が全学生の

50%を超えておらず、その意味であまり身に付いてい

ないと学生は認識しているようである。更に、客観テ

ストからは、本学は他大学と比較すると、有意に低い

得点となっており、基本的な情報リテラシーを欠く状

態であることが分かっている。

ここで、本学の基礎教育課程では、主に基礎・基本

的な情報活用能力の育成をねらって情報リテラシー実

践Ⅰを設けているが、その内容は、標準として、『情報

倫理、コンピュータやネットワークの仕組み、e-mail、

Web検索、文書編集、表計算、プレゼンテーション』

といった学習項目から成り立っている。したがって、

前述のような状態で学生のレディネスが数年間、推移

していることを考えると、上記内容は適当であること

が推察されるが、本稿では実際に、どのように授業が

評価されてきたのか経年変化を追うなかで、基礎情報

科目としての情報リテラシー実践Ⅰの有効性などにつ

いて述べてみたい。

方　法

まず、アンケートの質問項目だが、共通項目が問1

～8、個別質問項目が問9～12となっている。この個別

質問項目は、情報教育検討部会にて設定されるが、

2010年度と、それ以前とでは異なっている。次に回答

方法に関しては、3年間とも、eラーニングシステムを

用いてアンケートを実施しているが、SEでのシステム

利用のクラスの割合は89.5％（2008年）、97.3％（2009

年）、97.4％（2010年）となっており、ほとんどのクラ

スで利用されている。また、TEについても84.6％（2008

年）、96.0％（2009年）、86.7％（2010年）と同様の傾向

である。

次に、3年間の授業評価アンケートの実施状況を示

す（紙面の関係上、SE：学生による授業評価のみ）。

【2008年度】（SE）

実施時期：2008年7月7日～7月22日

対象：首都大学東京 情リテⅠ受講者

回収数／人数：1494人／ 1751人（85.3 %）

方法：BlackBoard (35クラス）、マークシート(4クラ

ス)

【2009年度】（SE）

実施時期：2009年7月6日～7月23日

対象：首都大学東京 情リテⅠ受講者

回収人数／全人数：1376人／ 1722人（79.9 %）

方法：BlackBoard (38クラス)、マークシート(1クラス)

【2010年度】（SE）

実施時期：2010年7月9日～7月22日

対象：首都大学東京 情リテⅠ受講者

回収人数／全人数： 1458人／ 1682人（86.7 %）

方法：BlackBoard (37クラス)、マークシート(1クラス)

結果と考察

図1は、2008年度から2010年度前期末に行った情報

リテラシー実践Ⅰに関しての授業評価アンケート（SE）

の共通項目に関する経年変化を表している（*p<.05,

**p<.01）。なお、この分析では、2009年度、2010年度

は、再履修クラスと分析に同意していない学生等を除
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外しており、2008年度は再履修クラスのみを除外して

いる。

全体的に、年を追うごとに授業への意識が向上して

いると共に、その多くは有意な差として表出している

ことが分かる。具体的には、授業に意欲的・積極的に

取り組んだかという「態度」と授業の目的を意識しな

がら学習することができたか問うている「意識」につ

いては、「意識」に関して、若干の向上が見られるもの

の余り顕著な動きはなく、学生の授業に対するインセ

ンティブは、4ポイント弱という比較的、高い位置で

安定しているといえる。次に、教員の学生への「説明」

と「対応」に関しては、上昇傾向が顕著であるが、こ

のことは教員の授業に対する意識の改善と教育技術の

向上によるものではないかと推察する。これと比べ、

授業によって、シラバスに目標として掲げられている

知識や能力を獲得できたとする「成果」に関しては、

若干、有意差が見られるものの、緩やかな伸びとなっ

ており、加えて、他の項目より低めのポイントとなっ

ているので、結果として身についた知識やスキル等の

情報リテラシーに関して、若干、自信のなさが表出し

ていると考えられる。更に、図2は、2009年までの、

コンピュータリテラシーの定着に関しての意識を表し

ているグラフであるが、前半2年（2006、2007）より、

後半2年（2008、2009）の方が、低い傾向にあること

が分かる。

このことは、コンピュータ教室のOSや授業用ソフト

ウェアの更新、また、利用教室の増加に伴う、一時的

な学習環境の違いが要因として推察されるが、いずれ

にしても、注視し、その要因を調べ検討する必要があ

ると考えている。

図2 コンピュータリテラシーの定着に関する意識

次に、難易度については、3ポイントを基準として、

適切な難易度としていることを考えると、現在の基

礎・基本的な学習内容が、学生は妥当であると回答し

ていることが分かる。反面、課題としてあげられるの

は、授業時間外での学習である。これはどちらかとい

うと年々、下がり気味の傾向となっており、単位制度

の実質化の観点からも、何らかの対策を検討する必要

があろう。

最後に満足度に関しては、有意に回答が上昇してお

り、問題ないと考えられるが、今後は、このことが、

先にあげた情報リテラシーや授業時間外学習の向上に

つながるよう手立てを考えたい。
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図1：2008～2010年度　SE回答の経年変化



はじめに

「理工系共通基礎科目」とは、全学部学生を対象とし

て都市教養学部理工学系が提供している授業科目で、

数理科学関係（18）、物理学関係（11）、化学関係（5）、

生命科学関係（6）、電気電子工学関係（6）、機械工学

関係（4）の6分野からなる（括弧内の数字は2010年度

の各分野の科目数）。名前が示す通り、自然科学各分野

の基礎的な概念や方法を身につけるための科目である。

上記の中には複数クラス開講している授業も多く、

2010年度前期の授業評価アンケートの回答は、63クラ

ス（96.9%）計3,514名(69.6%)の学生から寄せられてい

る（括弧内は回収率）。ここではこれらの結果と過去3

年半の経年変化について概観し、今後の課題を考える。

共通の質問項目の評価結果と経年変化

表1に共通の質問項目（問1～8）に対する学生の評

価結果を示す。「時間」以外の質問項目の選択肢は、

5.強くそう思う　4．そう思う　3．どちらとも言えな

い　2．そう思わない　1．全くそう思わない

であり、自身に対する評価である問1を除くと、5また

は4を選択した学生（表の3行目）は半数以下であるこ

とがわかる。「時間」（週当たりの授業以外の学習時間）

についての選択肢と回答の内訳は

5．2時間以上：5.0 % 4．90分程度：9.1 %

3．1時間程度：26.8 % 2．30分程度：31.5 %

1．ほぼ0時間：27.1 %

となっており、学習時間がほぼ0時間と30分程度の学

生がそれぞれ3割前後もいることがわかる。

表1 共通の質問項目の評価結果(学生)

「時間」「満足」に対する評価結果を、他の科目群と

比較したものを表2に示した。「時間」は都市プロや情

リテに比べてはるかに多が、「満足」はこれらに比べて

かなり低い。これは、ある程度時間をかけて勉強しな

ければ理解できない理工系基礎科目の性質を反映して

いるとも言える。表2の傾向は過去3年半で大きくは変

化しておらず、各科目群の特徴が端的に表れている。

表2 他の科目群との「時間」「満足」の平均値の比較

図1に問1～8についての経年変化を示す。前期は4

回、後期は3回のデータなので、前期だけで比較した

場合、昨年度までは、ほとんどの項目で評価が上昇し

続けており、教員の授業改善への努力が少しでも報わ

れたと考えられるが、昨年度と今年度ではほとんど変

化がなく、頭打ちになっていることがわかる。「時間」

については、今年度初めて減少に転じている。

個別の質問項目の評価結果と昨年度との比較

理工学系で用意した個別の質問項目（問9～12）は

下記の通りである

問 9 授業の内容や形態を考えると、このクラスの

人数はどうであったと思いますか？

（1．少なすぎる　2．若干少ない　3．ちょう

どいい　4．若干多い　5．多すぎる）

問10 快適な環境下でこの授業を受けることができ

た。

問11 この授業テーマは自分の関心にあっていた。

問12 授業全体を振り返ってみて、あなたにとって

この授業の難易度はどうでしたか？

（1．難しい　2．やや難しい　3．ちょうどよ

い　4．やや易しい　5．易しい）

これらの評価結果を昨年度の結果と共に表3に示す。

 基礎ゼミ 都市プロ 実践英語 情リテ 理工共通

時間 2.4 1.6 2.5 1.6 2.3 

満足 3.9 3.6 3.5 3.8 3.3 

問 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８

項目 
態
度 

意
識 

説
明 

対
応 

時
間 

成
績 

成
果

満
足

5+4(%) 54  45  44  48  14  43  34 43 

平均値 3.5  3.4  3.2  3.4  2.3  3.4  3.2 3.3 
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表3 個別の質問項目の評価結果（学生） （％）

ただし選択肢の性質上、問9は1～3の合計（多いとは

思っていない人）、問10と11は、5と4の合計、問12は

3～5の合計（難しいとは思っていない人）を百分率で

表している。受講人数と教室環境については，大学側

の改善努力にもかかわらず、評価はやや下がっている

ことになる（もちろん回答する学生は毎年変わる）。問

12で授業が難しいと感じている学生が半分以上いるこ

とは，昨年度とほぼ同じである。問5で学習時間が30

分以下の学生が6割近くいることを考えれば、当然の

結果とも言える。

今後の課題

表2が示すように、他の科目群に比べて、理工系共

通基礎科目は学習時間を割いている割には満足度が低

いという特徴があり、これはこの科目の宿命とも言え

る。それでも多くの教員は、如何に学生に興味を持た

せ、如何に難しい概念をわかりやすく説明し、如何に

学生に勉強させるかということに日々頭を悩ませてい

る。この3年半で、良い方の評価が頭打ちになり、学

習時間が減少に転じていることは、以前にも増して努

力を続ける必要があることを示唆している。勉強しな

ければわからないのは当然であるので、特に「時間」

について分析し、今後の推移を見守る必要がある。た

だしこれらはあくまで平均値であるので、個々の教員

は、個別に通知される評価結果の中で、特に「時間」

が昨年度と比べてどう変化しているかに留意し、それ

に応じて対策を練ることが必要と考えられる。

問 9 10 11 12 
項目 人数 環境 関心 難易度

2009 年度 69 37 35 48 
2010 年度 64 30 35 49 
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①都市教養学部　人文・社会系、人文科学研究科

学生による授業
評価等

夏に人文・社会系のＦＤアンケートというものを行い、授業についての学生の意見をどのよう
に汲み上げ、授業の改善に活かすか、についての調査を行った。これをうけて年度末には、そ
れぞれの教室が独自の方法で、これに取り組むことになった。たとえば、レポートを提出する
際に授業の感想を書いてもらい、他の教員にも役立つ有益な意見があれば、教室会議の時に披
露してもらい、それをＦＤ委員がまとめる、などである。

研究会・講演
会・セミナー等

人文的な知のあり方とは何かをめぐり、仏文教室の西山雄二准教授が監督した映画『哲学への
権利』の上映会を行い、その後石川知宏、岡本賢吾、福間健二、宮台眞司の各教授を交えて公
開ディスカッションを行った。

外部評価等 特に行っていないが、大学全体の教育における認証評価とＦＤ委員が一緒に関わっているた
め、評価への取り組みも必要であろうという問題意識をもっている。

　今後の予定・展望

授業についての学生の意見をどのように汲み上げ、授業の改善に活かすかに関して、大部分の
教室では取り組みがはじめられているが、まだすべての教室で行われているわけではないので、
この点での改善が求められる。また汲み上げられた有意義な意見を、どのような形で集約し、
各教室で共有していくかについて議論していく必要がある。

取
り
組
み
の
現
状

②都市教養学部　法学系　法律学コース・政治学コース

学生による授業
評価等

現在、通年開講の専門教育科目（15科目）を対象とした、学生による授業評価アンケートを実
施中である（1月26日現在）。
年度末までに、法学系FD委員会において集計結果をまとめ、各担当教員にフィードバックし、
来年度以降の教育活動の改善に役立ててもらう予定である。

研究会・講演
会・セミナー等

「法学系FD委員会」（「大学院社会科学研究科法学政治学専攻FD委員会」と合同。大学院
（社会科学研究科法学政治学専攻）主任、 FD委員、教務委員、基礎教育部会委員で構成）におい
て、授業評価アンケートの質問項目の選定をはじめ、法学系のFD活動のあり方について議論を
した。

外部評価等 第三者評価機関による大学機関別認証評価に備え、自己点検・評価委員会での議論を踏まえ
て、「自己評価書」を作成した。

　今後の予定・展望

○これまでに5年度にわたって実施した授業評価アンケートの結果を、個々の教員のレヴェルに
おいて、自らの担当する授業や教育環境の改善に反映させていく。
○法学系のFD活動のあり方に関する法学系FD委員会における議論をより活発化させる。
○各専門領域の教員間で、カリキュラムや講義のあり方について検討する機会を定期的に設け、
法学系全体の教育効果の改善・充実につなげていきたい。

取
り
組
み
の
現
状
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③社会科学研究科　法学政治学専攻

学生による授業
評価等

各クラスの受講者数が極めて少ないため、学生による授業評価はなじまない。
授業の効果は、研究者養成を主眼とする大学院の場合、修士論文・博士論文といった成果に
よって、間接的に評価されるべきものと考える。

研究会・講演
会・セミナー等

（全体）
「法学系FD委員会」（「大学院社会科学研究科法学政治学専攻FD委員会」と合同。大学院（社
会科学研究科法学政治学専攻）主任、FD委員、教務委員、基礎教育部会委員で構成）におい
て、社会科学研究科法学政治学専攻のFD活動のあり方についても検討した。
（法律学分野）
スタッフ・院生全員が参加する「法律学総合演習」を定期的に開催し、研究・教育水準の向上
に努めている。
（政治学分野）
○3月・8月を除く毎月、教員・院生全員が参加する「政治学総合演習」を開催し、研究・教育
水準の向上に努めている。
○上記「政治学総合演習」終了後、政治学分野の教員による「スタッフミーティング」を開催
し、大学院の教育及び研究指導等に関する意見交換を行い、実質的なFD活動を行っている。
○2007年度から、新たに「政治学FD会議」を設置した。今年度は、前期2回（4月17日（土）、
7月17日（土））、後期2回（10月16日（土）、2月5日（土）（予定））開催した。政治学FD会
議は、政治学分野に所属する全教員・院生で構成される。学期初の回（4月・10月）では、教員
が当期の講義・演習の概要・趣旨等を説明し、意見交換を行う。これを踏まえ、学期末の回（7
月・2月）では、学期初に掲げた授業目標の達成度等に関する情報交換を行うと共に、講義・演
習に参加した院生との意見交換を行い、授業内容の改善に努めることとしている。この取り組
みは、過去4年間の実績の検証も踏まえ、来年度も継続していく予定である。

外部評価等 第三者評価機関による大学機関別認証評価に備え、自己点検・評価委員会での議論を踏まえて、
「自己評価書」を作成した。

　今後の予定・展望

第三者評価機関による大学機関別認証評価が義務付けられていることに加え、2007年度から大
学院FDの実施が求められていることから、法律学・政治学総合演習等を中心とした自己点検・
評価及びFD活動のさらなる充実に向けた検討を、法学系FD委員会を中心に行っていく予定である。

取
り
組
み
の
現
状

④社会科学研究科　法曹養成専攻

学生による授業
評価等

2004年度設置以降、各年度とも学期ごとに、法科大学院の教育等の改善及び充実のためのアン
ケート調査を、すべての法科大学院生を対象に実施している。このアンケート調査において、
すべての授業科目について学生による授業評価を行うとともに、あわせて授業内容や方法、学
習支援体制（オフィスアワーなど）、施設や設備等に対する要望等を尋ねている。授業評価の
ほか、授業に関する要望について当該科目の担当教員にフィードバックし、教育活動等の改善
に役立てている。また、このアンケートで挙げられた要望等をFD会議で検討し、学習環境の改
善に役立てている。

研究会・講演
会・セミナー等

①FD会議等の実施
　毎月1回、授業を担当する教員から構成されるFD会議を開催し、学生の学習状況や授業方法等
についての情報の共有化を図るとともに、法科大学院における教育等についての意見交換を
行っている。さらに、専門領域ごとにFDに関するミーティングを適宜開催している。
②各種の団体が実施するセミナー等への参加
　法科大学院教育、新司法試験、第三者評価等に関して、法科大学院協会、大学評価・学位授
与機構、日弁連等の各種団体が実施する検討会やセミナー等に参加している。

外部評価等

　2004年度は、法科大学院設置申請に際して、文部科学省による教員審査を受けている。また、
2004年11月、2005年7月に文部科学省による法科大学院設置年次計画履行状況実地調査を受け、
2006年11月に、文部科学省による法科大学院設置計画履修状況面接調査を受けた。さらに、2008
年度には、法定化されている大学評価・学位授与機構による法科大学院認証評価（第三者評価）
を受け、適格の認定を受けた。
　なお、2007年度以降、法科大学院の各年度における自己点検・評価結果については、外部委
員による評価を行い、年度ごとの自己評価書を公表している。

　今後の予定・展望

　2008年度の法科大学院認証評価の結果を踏まえ、法科大学院における教育・研究の質の向上
を実現すべく、上記のような取り組みを継続する。
　しかし、継続的に上記のような取り組みを実施し、法科大学院をよりよいものとするために
人的体制を整備する必要性があることは、文部科学省による法科大学院設置計画履修状況の面
接委員、法科大学院認証評価結果等において指摘されているところである。
　したがって、今後も、優秀な教員を採用するための人事枠・制度の拡充、正規雇用職員の増
員を中心とする事務体制の整備、これらを可能にする予算措置を至急講じなければ、適正な法
科大学院の運営はきわめて困難である。

取
り
組
み
の
現
状



79

⑤都市教養学部　経営学系

学生による授業
評価等

本年度は前期（6月７日から6月18日）と後期（11月15日から11月30日）の２回，学生による授
業評価アンケートを実施した。それぞれ９科目と33科目の規模で行い、のべ履修者数はそれぞ
れ1,400名と3,371名である、回答率はそれぞれ14.4％と21.4％であった。

研究会・講演
会・セミナー等

経営学系では基礎数学・基礎経済学など複数の教員が担当する科目があるが、本年度はこれら
について中長期的なローテーションの予定を整備し、学生サービスの維持向上のための検討を
行った。

外部評価等 特になし

　今後の予定・展望 アンケート調査だけに頼るのではなく、教員間で頻繁に意見を交換し合うことで、授業内容等
の改善に取り組んでいく。
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⑥ビジネススクール

学生による授業
評価等

本年度は前期（７月10日から７月23日）と後期（1月７日から１月26日）の２回、学生による
授業評価アンケートを実施した。それぞれ23科目31科目の規模で行い、のべ履修者数はそれぞ
れ376名と284名である。前期の回答率は50.5％であった。（本調査票記入日において後期の結
果はまだでていない。）

研究会・講演
会・セミナー等

本年度入試から研究教育プロジェクトとして関連領域の教員による集団的な指導の体制を整え、
学生への研究・教育指導の一層の向上を図った。

外部評価等
文部科学省・大学院ＧＰ（昨年度終了）では５段階評価中４と高い評価を得た。本年度はこれ
を受けて、首都大版大学院ＧＰ「公共経営の人材育成プログラム」を実施した。来年度に向け
て再び検討中である。

　今後の予定・展望 アンケート調査だけに頼るのではなく、教員間で頻繁に意見を交換し合うことで、授業内容等
の改善に取り組んでいく。
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⑦　都市教養学部　理工学系 

学生による授業
評価等

　従来に引き続き、理工学系６コースのすべての専門科目の授業評価（ＳＥおよびＴＥ）を実
施した。集計結果は個々の担当教員に示すと同時に理工FD委員会で討議し、課題や授業改善の
到達状況を共有化することに努めた。また共通基礎科目・専門科目のすべてについて，各教員
が行った成績評価の結果を集計し，評価基準について議論した。
　これらに加えて，今年度は新たに以下の取組みを実施した。①過去３年間のアンケート結果
の経年変化をグラフ化し，概ね評価が上昇していることを確認すると共に，今後の課題の検討
を行った。②理工学系の全教員に対して，授業評価アンケート結果を踏まえて行った改善点な
どを記述する二次アンケート調査を実施した。③授業評価アンケートが実際に授業改善に生か
されていることを認識してもらうために，①②の結果をまとめたリーフレットを作成し，学生
および教員に配布した。

研究会・講演
会・セミナー等

　毎月理工学系FD委員会を開催し、各コースにおけるFD活動の報告と意見交換を行うと共に、
授業アンケートの方法、成績評価基準、セミナー実施など理工系として検討すべき事項につい
て議論をしている。
　今年度は理工学系独自のセミナーは実施せず、全学委員会が５月に実施したFD・SD宿泊セミ
ナーと１０月に実施したFDセミナーにそれぞれ講師を派遣し、また２月に開催予定のFDセミ
ナーについても２つの講演の講師を派遣することにした。

外部評価等

　昨年度（21年度）９月に実施された理工学系・大学院理工学研究科の外部評価において、理
工学系のFD活動に対して高い評価を得た一方、 PDCAサイクルのActionの部分の充実を求める
意見、特に授業評価アンケート結果を具体的・かつ有効な改善内容に結びつけるシステムの構
築が必要との指摘を受けた。これを受けて、今年度は新たに上記①～③の取組みを行った。
　今年度(22年度）は全学の認証評価が実施された。評価結果はまだ刊行されていないが、昨年
12月に行われた訪問調査において、理工学系のFD活動に関する指摘はなかった。

　今後の予定・展望 　今年度初めて行った上記①～③の取組みを引き続き行い、授業評価アンケート結果を具体的
かつ有効な改善内容に結びつけるシステムとして定着させる。
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⑧　理工学研究科　

学生による授業
評価等

　従来に引き続き、６専攻において個々に大学院生に対するアンケート調査を行い、理工学系
ＦＤ委員会でその結果を審議している。大学院生の場合、授業を受講する時間より、研究室で
研究活動に費やす時間が圧倒的に多いことを考慮して、大学院講義に対する評価に加え、研究
に対する満足度、研究環境、並びに研究、勉学へのサポート体制に対する要望収集も質問項目
に含めている。 FD委員会のみでは改善が困難な場合は、適宜教務委員（大学院担当）、専攻長、
研究科長等と相談し、改善を図っている。

研究会・講演
会・セミナー等

　理工学研究科では、各専攻においてカリキュラムや講義内容を検討する会合を持ち，授業改
善と研究環境改善に関する施策を日々行っている。また毎月理工学研究科FD委員会を開催し、
各専攻におけるFD活動の報告と意見交換を行うと共に、学生アンケートの方法、セミナー実施
など理工学研究科として検討すべき事項について議論をしている。なお、今年度は専攻独自の
セミナーは行なわず、全学委員会が５月に実施したFD・SD宿泊セミナーと１０月に実施した
セミナーにそれぞれ講師を派遣し、また２月に開催予定のFDセミナーについても２つの講演
のFD講師を派遣することにした。

外部評価等

　昨年度（21年度）９月に実施された理工学系・大学院理工学研究科の外部評価において、理
工学研究科のFD活動、特に前記の大学院生に対するアンケートについて高い評価を得た。
　今年度(22年度）は全学の認証評価が実施された。評価結果はまだ刊行されていないが、昨年
12月に行われた訪問調査において、理工学研究科のFD活動に関する指摘はなかった。

　今後の予定・展望 　３年前から始めた大学院FD活動の実施状況をまとめると共に、実施方法の一層の改善を図
り、次年度以降のFD活動を多様化していくことをめざしている。
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⑨都市環境学部、都市環境科学研究科

学生による授業
評価等

当該年度の前期および後期の各コース専門科目について、従前通り学部学生による授業評価ア
ンケートを実施した。対象科目は原則として、非常勤担当科目、実験・演習科目、受講者数が
5名程度以下の科目、を除く全科目とした。地理環境では、実験・演習科目についてもコース
独自の授業評価アンケートを実施した。
　アンケートは各科目の担当教員に対しても実施し、アンケート結果および自由記述の内容を
各担当教員に配布し授業改善に努めた。

研究会・講演
会・セミナー等 全学で実施するFDセミナーや講演会に参加し授業改善のための情報収集を行った。

外部評価等 特になし

　今後の予定・展望 学生による授業評価・教員による授業評価を有効にに活用して授業改善の取り組みを今後も原
則として継続する予定である。

取
り
組
み
の
現
状

⑩システムデザイン学部

学生による授業
評価等

システムデザイン学部専門科目について、開講された授業（演習、実験科目を除く）の学生に
よる授業評価アンケート調査を実施（前期開講科目：2010年 7月に実施、後期開講科目：2011
年1月実施）した。アンケート結果を各科目毎にまとめ、各授業担当教員にフィードバックし、
授業改善に努めた。また各質問項目毎の集計結果を教授会報告するとともに、学生に対しては、
システムデザイン学部・研究科ホームページへの掲載、集計結果概要を昨年と同様に、リーフ
レット配布の形で公開した。 なお、2010年後期の授業において、授業アンケートの時期と内容
に柔軟性を持たせるための試みとして、学期途中のアンケートをBlackboard システムを用いて
行うことを試行的に７つの講義に対して行い、Blackboard システムによる授業アンケートや学
期途中授業アンケートの効果について検討を行った。

研究会・講演
会・セミナー等

2010年10月7日開催の首都大学東京ＦＤセミナー（単位制度の実質化シリーズ No.2～学生の自
発的学習を促す～：於南大沢キャンパス）、2011年2月23日開催の第２回ＦＤセミナー（基礎・
教養教育のさらなる改善と再構築にむけて：於南大沢キャンパス）のネット中継による日野キャ
ンパス会場開催、参加を試行した。 また、12月16日(木) に早稲田大学 尾澤重知氏 による 「大
学教育を変える教育業績記録－ティーチング・ポートフォリオ入門－」をテーマに、学部・研
究科合同でFDセミナーを開催した。

外部評価等 特になし。

　今後の予定・展望

今後も学部・研究科合同のFD部会を定期的に開催し、FDの共通認識の形成、具体的取り組みの
実施検討を行う。学生による授業評価について、その実施方法にさらに検討を加え、継続して
行う。 また、授業アンケート結果の教員へのフィードバックの方法や教員に対するアンケート
の反映のさせ方についても検討を行う。さらに、授業アンケートの質問項目の再検討や個々の
教員の授業改善へ繋げていく方策など検討していきたい。
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⑪システムデザイン研究科

学生による授業
評価等

システムデザイン研究科専門科目について、開講された授業（演習、実験科目を除く）の学生
による授業評価アンケート調査を実施（前期開講科目：2010年7月に実施、後期開講科目：2011
年1月実施）した。アンケート結果を各科目毎にまとめ、各授業担当教員にフィードバックし、
授業改善に努めた。また各質問項目毎の集計結果を教授会報告するとともに、学生に対しては、
システムデザイン学部・研究科ホームページへの掲載、集計結果概要のリーフレット配布の形
で公開した。

研究会・講演
会・セミナー等

2010年10月7日開催の首都大学東京ＦＤセミナー（単位制度の実質化シリーズ No.2～学生の自
発的学習を促す～：於南大沢キャンパス）、 2011年2月23日開催の第２回ＦＤセミナー（基礎・
教養教育のさらなる改善と再構築にむけて：於南大沢キャンパス）のネット中継による日野キャ
ンパス会場開催、参加を試行した。 また、12月16日(木) に早稲田大学 尾澤重知氏 による 「大
学教育を変える教育業績記録－ティーチング・ポートフォリオ入門－」をテーマに、学部・研
究科合同でFDセミナーを開催した。

外部評価等 特になし。

　今後の予定・展望

今後も学部・研究科合同のFD部会を定期的に開催し、FDの共通認識の形成、具体的取り組みの
実施検討を行う。学生による授業評価について、その実施方法にさらに検討を加え、継続して
行う。 また、授業アンケート結果の教員へのフィードバックの方法や教員に対するアンケート
の反映のさせ方についても検討を行う。さらに、授業アンケートの質問項目の再検討や個々の
教員の授業改善へ繋げていく方策など検討していきたい。
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⑫健康福祉学部

学生による授業
評価等

荒川キャンパスFD部会を9回，意見交換会を1回を開催した。
健康福祉学部荒川キャンパスで行われている学部授業について、非常勤講師による授業を含め
前期・後期の授業評価アンケートを実施した。

専門科目の授業評価アンケートに関する内規と取り扱い細則を定めた。

研究会・講演
会・セミナー等

平成23年2月3日（木）学部FDセミナーを実施した。
開会の挨拶　健康福祉学部長・人間健康科学研究科長　繁田雅弘
講演　SE・TEアンケートの考え方とデータの活用について
　　　　　本学副学長・大学教育センター長　　上野　淳　先生

学生の自発的学習の促すための取り組み例紹介－都市教養プログラム－
　　　　　　　　　　　　　　　　放射線学科教授　　篠原広行
　　　　　ヘルスプロモーションサイエンス学域教授　藤井宣晴

外部評価等 実施なし

　今後の予定・展望 先進的なFD活動をしている保健医療系大学への訪問調査
FD関連書籍、報告書の収集
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⑬人間健康科学研究科

学生による授業
評価等

荒川キャンパスFD部会を9回，意見交換会を1回を開催した。
学域によっては大学院生との懇談会やアンケートを実施した。

研究会・講演
会・セミナー等

平成22年7月10日（土）大学院FDセミナーを実施した。
開会の挨拶　人間健康科学研究科長　 　　繁田雅弘
講演　大学院におけるFD活動とTF制度
　　　筑波大学副学長（教育担当）　　　 清水一彦　先生　　　  

外部評価等 実施なし

　今後の予定・展望 先進的なFD活動をしている保健医療系大学院への訪問調査

取
り
組
み
の
現
状





FD委員会活動報告

平成22年度FD委員会活動
・セミナー

・授業評価アンケート

・FD委員会議事一覧

平成22年度FD委員会委員





＜セミナー＞

【1日目】

講演1：「教育研究と経営の質の持続的向上に向けて」 吉武　博通（筑波大学大学研究センター長、

大学院ビジネス科学研究科教授）

講演2：「基礎・教養教育における検討課題」 山下　英明（教務委員会委員長、

都市教養学部経営学系教授）

講演3：「生きるための大学」 牧野　　篤（東京大学大学院教育学研究科教授）

【2日目】

ガイダンス：「大学教育のためのPDCAサイクルを回そう」

舛本　直文（大学教育センター教授）

ワークショップ：「今、大学教員に求められている資質とは？」

青塚　正志（都市教養学部理工学系教授）

テーマ「単位制度の実質化シリーズ　No2  － 学生の自発的学習を促す－」

【第1部】講演：「学生の学習活動の現状とその支援」

夏目　達也（名古屋大学高等教育研究センター教授）

【第2部】本学教員による学生の自発的学習を促す取り組み紹介

①　松阪　陽一（都市教養学部人文・社会系准教授）

②　横田　佳之（都市教養学部理工学系准教授）

ディスカッション

テーマ「基礎・教養教育のさらなる改善と再構築に向けて」

【趣旨等の説明】 上野　　淳（FD委員会委員長）

【全学共通科目の各プログラムの現状と課題、今後の方向性について】

○基礎ゼミナール 渡部　泰明（基礎教育部会部会長、都市教養学部理工学系教授）

○情報リテラシー実践 永井　正洋（情報教育検討部会部会長、大学教育センター教授）

○実践英語 福間　健二（英語教育分科会座長、都市教養学部人文・社会系教授）

○理工系共通基礎科目 徳永　浩雄（都市教養学部理工学系教授）

○都市教養プログラム 渡部　泰明（基礎教育部会部会長、都市教養学部理工学系教授）

【基礎・教養教育の今後の再構築の方向性について】

山下　英明（教務委員会委員長、都市教養学部経営学系教授）

【全体討論】

＜業評価アンケート＞

（都市教養プログラム、基礎ゼミナール、実践英語Ia、情報リテラシー実践I、理工系共通基礎科目）

（都市教養プログラム、実践英語IIb、情報リテラシー実践IIABC、理工系共通基礎科目）

平成22年12月24日（金）～平成23年 1 月27日（木） 後期授業評価アンケート実施

平成22年 7 月 6 日（火）～ 7 月23日（金） 前期授業評価アンケート実施

平成23年 2 月23日（水） 第2回全学FDセミナー

平成22年10月 7 日（木） 第1回全学FDセミナー

平成22年 5 月27日（木）～28日（金） FD・SD宿泊セミナー
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【FD委員会　議事一覧】各回の議事次第を参考に、主なものを掲載
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審議事項 報告事項 

第１回

・役割分担  

・ 別冊クロスロード（リーフレット） の発行（広報部）

・授業評価アンケートの取扱い（評価部）  

第２回 

・教育検討 PTの設置 

・各部局ＦＤ委員会の活動報告  

第３回 
・教育検討ＰＴにおける授業評価アンケートのデータ使用  

・成績分布  

・各部局ＦＤ委員会の活動報告  

第４回 ・教育検討ＰＴにおける授業評価アンケートのデータ使用  

・後期授業評価アンケートに向けた質問項目の統一  

・前期授業評価アンケートの回収状況（評価部）  

・過去のマークシート用紙の処分（事務局）  

・各部局ＦＤ委員会の活動報告  

第５回 

・後期授業評価アンケートの実施  

・授業評価アンケートの要綱作成  

・前期授業評価アンケートのデータ分析（基礎ゼミナール）

・ＦＤレポート『クロスロード』の発行  

・別冊ＦＤレポート（リーフレット）の発行  

・

・前期授業評価アンケートの集計結果（評価部）  

・ＦＤセミナーの実施体制（事務局）  

・各部局ＦＤ委員会の活動報告  

第６回  

・後期授業評価アンケートの質問項目  

・前期授業評価アンケートの二次分析依頼  

・授業評価アンケートの要綱作成  

・授業評価アンケートのリーフレット発行  

・   

・ FD セミナーの開催報告（研修部） 

・各部局ＦＤ委員会の活動報告  

第７回  

・後期ＦＤセミナーの企画  

・授業評価アンケートの要綱作成  

・授業評価アンケートの検討課題  

・授業評価アンケートのリーフレット発行（広報部）

・後期授業評価アンケートの質問項目（評価部）  

・前期授業評価アンケートの二次分析結果（評価部）

・基礎ゼミナールの希望順位調査（評価部）  

・基礎ゼミナール懇談会の案内（事務局）  

・各部局ＦＤ委員会の活動報告  

第８回  

・後期ＦＤセミナーの企画  

・授業評価アンケートの要綱作成  

・授業評価アンケートの検討課題  

・ＦＤ委員会のホームページ（事務局）  

 （広報部）  

・各部局ＦＤ委員会の活動報告  

第９回  

・授業評価アンケートの検討課題  ・ＦＤセミナーの実施体制（研修部）  

（広報部）  

・後期授業評価アンケートの回収状況（評価部）  

・各部局ＦＤ委員会の活動報告  

 

・次期委員会への申し送り事項         ・ＦＤレポート『クロスロード』の発行（広報部）

 ・ＦＤセミナーの開催報告（研修部）

 ・後期授業評価アンケートの結果報告（評価部）

 ・各部局ＦＤ委員会の活動報告

 

（4月 22日）

（5月19日）

（6月24日）

（7月22日）

（9月22日）

（10月 28日）

（11月 25日）

（12月 22日）

（1月27日）

（ 3月 24日）

第10回

Campus2011－ライフ&スタディの原稿

Campus2011 －ライフ&スタディの原稿 

・平成23年度 年間活動計画 

・平成23年度 年間活動計画 

・平成22年度の教育改善点調査 

・平成23年度 年間活動計画 

・平成22年度の活動計画 

・平成22年度前期授業評価アンケート 

・平成22年度の重点活動目標 

・平成22年度前期授業評価アンケートの実施 

・平成22年ＦＤセミナーの企画案 

・平成22年ＦＤセミナーの企画案 

・平成23年度 年度計画調査票 

・平成21年度の教育改善点調査（評価部） 

・FD・SD宿泊セミナー実施案（事務局） 

・平成22年度前期授業評価アンケートの実施 

・平成22年度予算執行計画案（事務局） 

・シラバスの検証（H21とH22の比較）（事務局）

・大学教育学会2010課題研究集会の参加者（事務局）

・平成23年度 予算要求（事務局） 

・大学教育学会2010課題研究集会参加報告（事務局）

・ＦＤレポート『クロスロード』第10号の発行 

・ＦＤレポート『クロスロード』10号の進捗状況 
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平成22年度　FD委員会委員

氏　　　名

委員長 　大学教育センター長 上野　　淳

委員 　都市教養学部人文・社会系 古屋　裕一

〃 　人文科学研究科 （10月～　） 沼崎　　誠

〃 〃 （4月～9月） 永井　　撤

〃 　都市教養学部法学系 尾崎　悠一

〃 　社会科学研究科 〃

〃 　都市教養学部経営学系 飯村　卓也

〃 　都市教養学部理工学系 加藤　　直

〃 　理工学研究科 岡本　龍史

〃 　都市環境学部 梶井　克純

〃 　都市環境科学研究科 〃

〃 　システムデザイン学部 増田　士朗

〃 　システムデザイン研究科 佐原　宏典

〃 　健康福祉学部 篠原　廣行

〃 　人間健康科学研究科 〃

〃（委員長補佐） 　大学教育センター 舛本　直文

〃 　教務委員会委員長 山下　英明

〃 　基礎教育部会部会長 渡部　泰明

オブザーバー 　大学教育センター （10月～　） 大森 不二雄

事務局 　首都大学東京管理部教務課 　大学教育推進担当課長 岩野　恵子

〃 〃 　教育支援・評価係長 飯村　　学

〃 〃 　教育支援・評価係 市川真由美

所　　　　　属



本誌のタイトルである「クロスロード」の名称は、首都大学東京が4つ
の大学を再編・統合して設置された大学であるため、その「文化の交差
点」を意味して命名しました。4つの大学の知的文化が交差すること、
そこで出会って新たな教育が生み出されていくこと、それがこの名前の
コンセプトです。

〈表紙写真：首都大学東京 荒川キャンパス〉
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